2016年12月15日～17日　時事共同NHKしんぶん赤旗
時事世論調査、南スーダン、オスプレイ墜落、日ロ首脳会談、政局、社説（全紙─オスプレイ、日ロ、国会、他）
日米関係、６割が不安＝内閣支持４９．２％に微減－時事世論調査
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　時事通信が９～１２日に実施した１２月の世論調査で、トランプ次期米大統領が来年１月に正式に就任することから、今後の日米関係について尋ねたところ、「不安に感じている」が６１．１％に上った。「期待している」は２７．７％で、「分からない」は１１．２％だった。
　トランプ氏は大統領選中、在日米軍の撤退に言及するなど現在の日米同盟の在り方を見直す姿勢を示している。同氏に対する国内世論の懸念が鮮明になった。
　トランプ氏の離脱表明で発効が絶望視される環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に関し、引き続き発効を目指す安倍政権の方針には賛成４０．８％、反対２４．３％で、「分からない」が３４．９％だった。
　安倍内閣の支持率は前月比１．８ポイント減の４９．２％となり、２カ月ぶりに５割を切った。野党の反対を押し切り、カジノ解禁を柱とする統合型リゾート（ＩＲ）推進法や年金給付額の改定ルールを見直す年金制度改革法の成立を図ったことが響いたとみられる。不支持率は同１．５ポイント増の２９．５％だった。
　内閣を支持する理由（複数回答）は、多い順に「他に適当な人がいない」１９．６％、「リーダーシップがある」１５．５％、「首相を信頼する」１３．９％。支持しない理由（同）は、「期待が持てない」１３．３％、「政策が駄目」１１．４％、「首相を信頼できない」１１．１％の順だった。
　政党支持率は自民党が前月比０．５ポイント増の２６．３％。民進党は同１．５ポイント減の４．４％で、５％を割ったのは７カ月ぶり。以下、公明党３．６％、共産党２．２％、日本維新の会０．６％だった。
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　調査は全国の１８歳以上の男女２０００人を対象に個別面接方式で実施。有効回収率は６２．３％。　（時事通信2016/12/16-15:07）
皇室典範改正６割支持＝天皇退位「特例法で」２１％－時事世論調査
　時事通信が９～１２日に行った世論調査で、天皇陛下の退位を可能にする法整備の在り方について尋ねたところ、将来の天皇の退位も含め制度化する皇室典範の改正を支持する意見が６１．０％に上った。政府は一代限りの退位を認める特例法を制定する方向で調整しているが、賛同者は２１．６％にとどまった。
　退位をめぐる政府の有識者会議は１４日の会合で、将来にわたる退位の制度化は困難との認識で一致、政府方針を追認した。ただ、会合では「世論調査の結果は大きな判断要素」との意見も出ている。特例法で対応する場合、国民への丁寧な説明が求められそうだ。調査では、法整備に７．２％が反対し、１０．２％が「分からない」と答えた。
　退位そのものの是非に関しては、「認める」が７７．８％に上った。「退位を認めず、天皇の公務負担を極力減らす」は９．４％、「退位を認めず、摂政が公務を代行する」は７．５％、「分からない」は５．４％だった。（時事通信2016/12/16-15:08）
陸自10次隊長「ほっとした」　南スーダンから帰国

共同通信2016/12/16 18:32
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南スーダンでのPKOから帰国し、東千歳駐屯地で出迎えを受ける陸上自衛隊10次隊の隊員＝16日午後、北海道千歳市

　南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に派遣され、任務を終えて帰国した陸上自衛隊10次隊の隊長、中力修1等陸佐は16日、東千歳駐屯地（北海道千歳市）で報道陣に対し「部下を無事に連れて帰れて、ほっとしている」と心境を語った。

　10次隊は第7師団（同市）を中心とする約350人で、5月から約半年間、首都ジュバで国連施設などのインフラ整備を担当。安全保障関連法に基づき初めて「駆け付け警護」任務を付与された11次隊と交代した。

邦人保護訓練を報道公開＝安保法で可能に－防衛省
　防衛省は１５日、陸上自衛隊相馬原演習場（群馬県榛東村）で、安全保障関連法で可能となった在外邦人の保護訓練の一部を初めて報道公開した。
　公開された訓練では、海外にある日本の関連施設が暴徒ら約３０人に囲まれたと想定。昨年導入した輸送防護車「ＭＲＡＰ（エムラップ）」などに乗った陸自の中央即応集団などの隊員が、呼び掛けや大音量の警告音を発しながら施設内に入り、邦人らを救出した。
　安保法では、海外で日本人を保護する場合、武装集団の妨害を排除する銃の威嚇射撃など「任務遂行型」の武器使用が可能となった。武器を使用する場面は、「手の内を明かすことになる」として公開されなかった。（時事通信2016/12/15-20:13）
高裁も差し止め認めず＝ヘリパッド建設－那覇支部
　米軍北部訓練場（沖縄県東村、国頭村）のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）の建設差し止めを住民が求めた仮処分申請の即時抗告審で、福岡高裁那覇支部（多見谷寿郎裁判長）は１５日、差し止めを認めなかった那覇地裁決定を支持し、即時抗告を棄却する決定をした。
　住民側は、新型輸送機オスプレイの飛来で騒音被害が悪化し、６カ所全てのヘリパッド完成によって騒音や低周波音で人格権が侵害されると主張していた。多見谷裁判長は「重大な健康被害を受ける恐れがあるとの証明はなく、騒音の程度は環境基準を超えるものではない」と指摘した。（時事通信2016/12/15-20:02）
オスプレイ、来週普天間へ飛行＝整備目的で伊江島から－在日米軍
　在日米軍が沖縄県の伊江島補助飛行場（伊江村）に駐機中の新型輸送機オスプレイを来週、普天間飛行場（宜野湾市）に戻すため飛行させると日本政府に通告したことが１６日、分かった。米軍は先の名護市沖での事故後、日本側の要請に応じてオスプレイ飛行の一時停止を決めたが、「整備・点検のため移動が必要」と主張している。
　米軍はこのオスプレイを普天間飛行場に戻した後は、飛行の一時停止措置を再び続ける方針。しかし、安全性の確認作業が完了していない段階で、市街地に囲まれた同飛行場まで飛ばすことに対し、地元の反発は必至だ。
　米軍は当初、伊江島から普天間までのオスプレイの飛行を１６日に実施したいと日本政府に打診。日本側が「安全確認は不十分で、国民の理解は得られない」と再考を求めると、米軍は飛行を来週に遅らせると日本に通告した。日本側は「不本意だが仕方がない」（政府関係者）として認める方向だ。（時事通信2016/12/16-12:28）
オスプレイ 事故のあと米軍が１機の飛行を日本側に打診
ＮＨＫ12月17日 4時24分
沖縄県名護市の浅瀬にアメリカ軍の輸送機オスプレイが不時着して大破した事故で、アメリカ軍が、事故のあと飛行停止を続けているオスプレイのうち１機を今月１９日に飛行させたいと日本側に打診していたことがわかりました。
月１３日、沖縄県名護市の浅瀬にアメリカ軍のオスプレイが不時着して大破した事故のあと、防衛省はアメリカ軍に対し、安全が確認されるまでオスプレイの飛行を停止するよう申し入れ、飛行停止が続いています。
こうした中、アメリカ軍側が、事故のあと沖縄本島北部の伊江島補助飛行場に駐機したままになっているオスプレイ１機について、今月１９日に、所属する普天間基地へ飛行させたいと日本側に打診していたことが防衛省関係者への取材でわかりました。
沖縄のアメリカ軍は今回の事故について、空中給油機から給油を受ける訓練中に、燃料を送るホースが切れて飛行が不安定になったとして、機械的な問題ではないと説明していますが、詳しい事故原因は明らかになっていません。
伊江島補助飛行場がある伊江村の島袋秀幸村長は、「沖縄防衛局に事実関係を問い合わせている。正式な回答がないのでコメントできないが、今回の事故は看過できず、原因が究明されて安全が確認されるまで飛行させないでほしい」と話しています。
オスプレイ配備撤回求め決議＝名護市議会
　沖縄県名護市議会は１６日、名護市沖で起きた米海兵隊の新型輸送機オスプレイの事故を受け、オスプレイの配備撤回と、米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古への移設中止を米政府に求める決議を賛成多数で可決した。日本政府に対する同じ内容の意見書も可決した。（時事通信2016/12/16-20:35）
米軍事故、名護市議会が抗議決議　県議会も可決へ

共同通信2016/12/16 18:35

　沖縄県名護市議会は16日、米軍の新型輸送機オスプレイが同市沖で不時着した事故に抗議し、県内からオスプレイを撤去するよう日米両政府に求める決議と意見書を賛成多数で可決した。同機が運用される名護市辺野古での米軍普天間飛行場代替施設の建設中止要求も盛り込んだ。

　沖縄県議会も、知事与党会派が同趣旨の決議と意見書を22日に可決する方針を固めた。県内の他の市町村でも採択の動きが広がっている。

　名護市の決議と意見書は、不時着地点が集落付近の海岸から約80メートルの至近だとして「一歩間違えれば、人命に関わる大惨事になりかねない重大な事故だ」と強調している。

オスプレイ事故 名護市議会が抗議決議と意見書可決
ＮＨＫ12月16日 18時10分
沖縄県名護市の浅瀬に、アメリカ軍の輸送機オスプレイが不時着して大破した事故を受けて、名護市議会はオスプレイが配備されているアメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設を中止することなどを求める抗議決議と意見書を可決しました。
名護市議会は１６日に開かれた定例の議会で、オスプレイの事故について抗議決議と意見書を賛成多数で可決しました。この中では、「事故当時、漁をしていた市民もおり、一歩間違えば人命に関わる大惨事になりかねない重大な事故だ。住民の安全・安心に配慮せず、県民・市民の不安な思いを真摯（しんし）に受け止めない日米両政府に憤りを禁じえない」として、厳しく批判しています。
そのうえで、沖縄へのオスプレイの配備を直ちに撤回することやオスプレイが配備されているアメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設を直ちに中止し、計画を撤回することを求めています。名護市議会は、抗議決議と意見書を日米両政府に送ることにしています。
国頭村議会もオスプレイ配備撤回の意見書可決
沖縄県名護市の浅瀬にアメリカ軍の輸送機オスプレイが不時着して大破した事故を受けて、今月２２日に一部返還されるアメリカ軍北部訓練場がある沖縄県国頭村の議会は、オスプレイの配備撤回などを求める意見書を可決しました。
沖縄県の国頭村と東村にあるアメリカ軍北部訓練場は、今月２２日にヘリコプター発着場の建設を条件に一部返還され、発着場はオスプレイも運用します。
沖縄県名護市で起きたオスプレイの事故を受けて、国頭村の議会は１６日、オスプレイの配備撤回などを求める意見書を全会一致で可決しました。
意見書では、このほかオスプレイの早朝や夜間の訓練、それに住宅地域や学校上空での訓練を禁止するよう求めています。国頭村議会は意見書を政府に送ることにしています。
オスプレイ墜落　６市町村議会が抗議決議　宜野座、今帰仁は配備撤回も

琉球新報2016年12月16日 12:34 
　オスプレイ墜落を受け、県内６市町村議会は１６日正午までに、事故発生のほか、同じ日に事故機とは別のオスプレイが米軍普天間飛行場に胴体着陸していたことや、事故に関する在沖米軍トップのローレンス・ニコルソン四軍調整官の発言などに対する抗議決議や意見書を全会一致で可決した。その上で宜野座村と今帰仁村の両議会はオスプレイの配備撤回を要求した。
　宜野座村、嘉手納町、南風原町、今帰仁村の４町村議会は抗議決議と意見書を可決。石垣市議会は抗議決議、国頭村は意見書を可決した。
　宜野座村議会は（１）墜落事故の原因を徹底的に究明し、結果を速やかに公表する（２）オスプレイの即時撤去―を要請。今帰仁村議会は配備撤回のほか、辺野古新基地建設を直ちに中止・撤回するよう求めた。
　そのほかの議会もそれぞれ原因究明まで飛行停止することや普天間飛行場の早期閉鎖、過重な米軍基地負担、訓練を見直すことなどを要請する文言を盛り込んだ。
【琉球新報電子版】
宜野座村議会　夜間飛行とつり下げ訓練に抗議決議

琉球新報2016年12月16日 12:11 
　【宜野座】宜野座村議会（小渡久和議長）は１６日午前、米海兵隊とオスプレイによるつり下げ訓練や夜間飛行に伴う騒音被害に対する抗議決議と意見書を全会一致で可決した。宛先は抗議決議が在日米国大使や在米米軍司令官など、意見書が安倍晋三内閣総理大臣や外務大臣、防衛大臣、沖縄防衛局長など。同議会は同日午後４時、沖縄防衛局を訪れ、両文を手交する予定だ。
　議会は夜間飛行やつり下げ訓練に関して「村民に騒音被害を与え、恐怖と不安に陥れたことは戦場さながらの状況で断じて許されない」と抗議。
　決議文と意見書の中で「民間地上空における米軍機の飛行訓練の即時中止すること」「米軍機の夜間飛行訓練の即時中止」が書かれている。加えて、意見書では騒音被害があった場所については、新たに総音速的を設置することを求めている。
【琉球新報電子版】
沖縄県議会 オスプレイ配備撤回求める抗議決議など提案へ
ＮＨＫ12月16日 5時31分
沖縄県名護市の浅瀬にアメリカ軍の輸送機オスプレイが不時着して大破した事故を受けて、沖縄県議会の与党会派が来週、オスプレイの配備撤回を求める抗議決議などを提案し、可決される見通しとなりました。こうした動きは市町村議会にも広がっていて、沖縄では事故への反発が強まっています。
今月１３日、アメリカ軍普天間基地に所属するオスプレイ１機が名護市の浅瀬に不時着し、大破した事故を受けて、沖縄県議会の与党会派は事故への対応を協議してきました。
その結果、事故に抗議し、オスプレイの配備撤回を求める抗議決議と意見書を、議会最終日の来週２２日の本会議に提案する方針を固めました。
詳しい文案については、来週開かれる特別委員会で野党会派なども含めて協議することにしていますが、与党会派は意見が一致しない場合でも提案する方針で、可決される見通しです。
また、地元の名護市議会でも１６日、抗議決議が可決される見通しとなっているほか、ほかの市町村の議会でも同様の動きが広がっています。
一方、事故が起きたのと同じ日の夜、事故機の救援に向かったあと、普天間基地に戻った別のオスプレイ１機が着陸の際に車輪が出ず胴体着陸をしていたことがわかりました。
沖縄県はトラブルについて、１５日夜の時点でも沖縄防衛局から詳細を伝えられていないということで、事故やトラブルの情報提供の在り方も問われることになりそうです。
＜オスプレイ事故＞「不幸中の幸い」と若宮氏　国頭村長は返還式典延期を要請【深掘り】

沖縄タイムス2016年12月16日 18:00

　米海兵隊普天間飛行場に所属するオスプレイが名護市安部の海岸で墜落した事故などを受け、若宮健嗣副防衛相と滝沢求外務政務官が１５日来県し、安慶田光男副知事や関係自治体の首長、区長らと相次いで会談した。米海兵隊が使用する北部訓練場を抱える国頭村の宮城久和村長は面談後、本紙の取材に「県民感情もある。【続きあり】
外務副大臣 オスプレイ事故で米に原因究明など要請
ＮＨＫ12月16日 8時42分
アメリカを訪れている薗浦外務副大臣は、ラッセル国務次官補と会談し、アメリカ軍の新型輸送機オスプレイが沖縄本島の東の海上に不時着したことを受けて、原因究明と再発防止を求めました。
薗浦外務副大臣は１５日、ワシントンを訪れ、国務省のラッセル次官補と会談し、オスプレイの不時着について遺憾の意を伝えたうえで原因究明と情報提供、それに再発防止を求めました。
これに対し、ラッセル次官補は「アメリカ政府として非常に深刻に受け止めている。原因の究明を進めているので、透明性を持って日本政府に情報を提供していきたい」と述べたということです。
また、薗浦副大臣はトランプ次期大統領の政権移行チームの副議長を務める共和党のリード下院議員と会談しました。
この中で薗浦副大臣が「日米同盟は両国の利益になる。アジアにおけるアメリカ軍のプレゼンスは非常に重要だ」と伝えたのに対し、リード議員も「そのとおりだ。日米は経済面でもウィンウィンの関係になれる」と応じたということです。
さらに薗浦副大臣はＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定について、日本の国会で承認されたことなどを伝え、理解を求めました。
このあと薗浦副大臣は記者団に対し、「感触としては徐々に考え方を共有していけるのではないかと思った」と述べました。
沖縄・北部訓練場の返還条件整う　米軍、ヘリパッド建設確認

共同通信2016/12/16 22:52
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沖縄本島北部にある米軍北部訓練場のヘリパッド＝15日（共同通信社ヘリから）

　在日米軍は16日、米軍北部訓練場（沖縄県東村など）で、同訓練場の部分返還条件となっているヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）を現地視察し、条件を満たしたことを確認した。事実上、運用可能となったとみられる。22日の返還日に向け環境が整った。日本政府関係者が明らかにした。

　日本政府は11月、工事が年内に完了する見通しが立ったとして、返還日を今月22日とする通知を地権者に発送。日米は、この日に記念式典を沖縄県名護市の万国津梁館で開催することを決めている。

辺野古陸上部の工事再開＝隊舎２棟建て替え－沖縄防衛局


米軍キャンプ・シュワブの隊舎建設工事が再開され、砂利などを運び込むダンプカーの車列＝１５日午後、沖縄県名護市
　防衛省沖縄防衛局は１５日、米軍キャンプ・シュワブ（沖縄県名護市など）内の辺野古陸上部で中断していた隊舎２棟を建て替える工事を再開した。米軍普天間飛行場（宜野湾市）の辺野古移設に抗議する市民らにより車両が入れず、工事は２０１４年１２月から中断していた。沖縄県は隊舎建設は辺野古移設に直結しないとして、工事再開を容認する考えを政府に伝えていた。
　同日午後２時１０分ごろ、市民約２０人がゲート前で「新基地建設に関連する工事は許さない」などと訴える中、砂利などを積んだ車両７台がキャンプ・シュワブ内に入った。
　ゲート前にいた那覇市の市民団体共同代表仲本和男さん（７６）は、新型輸送機オスプレイの不時着事故に触れ、「米軍はパイロットが沖縄県民の安全のためによく頑張ったと言ったが、墜落することは県民にとって恐怖だ。許せない」と語った。名護市の市民団体役員具志堅徹さん（７７）は「オスプレイが２回も事故を起こした。こんな状況で基地強化につながる工事再開は許されない」と強調。浦添市の無職男性（６７）も「（辺野古は）オスプレイの拠点基地になる。県は工事に反対すべきだ」と話した。（時事通信2016/12/15-17:08）
空中給油訓練、佐賀で行わず＝防衛省
　防衛省の土本英樹官房審議官は１６日、佐賀県議会の特別委員会に出席し、佐賀空港を拠点として陸上自衛隊に新型輸送機オスプレイを配備する計画に関し、「佐賀県周辺では空中給油訓練を行わない」との方針を示した。
　空中給油訓練をしていた米軍オスプレイが１３日に沖縄県名護市沖に不時着して大破した事故を受け、佐賀県の漁業者らの間では陸自計画への懸念が出ている。同省は佐賀空港に隣接する形で駐屯地を整備し、２０１９年からオスプレイ計１７機を順次配備する方針だ。（時事通信2016/12/16-16:57）
首相「原因究明まで運航停止を」　オスプレイ事故で

共同通信2016/12/17 01:13

　安倍晋三首相は16日のTBS番組に出演し、沖縄県で起きた米軍普天間飛行場（同県宜野湾市）所属の新型輸送機オスプレイの不時着事故に関し「原因が究明されるまで運航をやめてもらいたいと米側に要請し、一時的に止めてくれた。徹底的に原因究明してもらいたい」と述べた。

　米側の対応については「いかに大きな問題かということを理解してもらえた」と強調。同時に「住宅地に囲まれた普天間飛行場を固定化させてはならない」として名護市辺野古への移設の必要性を訴えた。

オスプレイ事故で再発防止要請＝薗浦外務副大臣、米高官に
　【ワシントン時事】薗浦健太郎外務副大臣は１５日、ワシントンでラッセル米国務次官補（東アジア・太平洋担当）に会い、沖縄県名護市沿岸で起きた米軍輸送機オスプレイの事故について「非常に遺憾だ」と伝え、原因究明と再発防止を要請した。ラッセル氏は「非常に深刻に受け止めている。原因究明を進め、透明性を持って日本政府に情報提供していきたい」と応じた。
　副大臣はこの後、トランプ次期大統領の政権移行チームの副議長を務めるリード下院議員とも会談。環太平洋連携協定（ＴＰＰ）が国会で承認されたことを報告し、新政権として離脱方針を再考するよう促した。また、トランプ氏が大統領選で在日米軍撤退に言及していたことを念頭に「日米同盟は両国の利益になる。アジアの国々での米軍のプレゼンスは非常に大事だ」と訴えた。（時事通信2016/12/16-06:37）
「人けない所に落ちた」　墜落現場で防衛副大臣　沖縄・名護海岸のオスプレイ事故、視察７分、「不幸中の幸い」とも
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黒川清彦内閣官房沖縄危機管理官（手前左）から、約８００メートル離れた墜落現場の説明を受ける若宮健嗣防衛副大臣（同右）＝１５日、沖縄県名護市安部
　１３日夜に米軍輸送機オスプレイが墜落した沖縄県名護市安部の海岸に１５日、若宮健嗣防衛副大臣が訪れ、黒川清彦内閣官房沖縄危機管理官から上空写真などを見ながら説明を受けた。現場から約１キロ離れた浜から双眼鏡で墜落現場を眺めるなどし「（パイロットの）判断で人けがない場所に落ちたんですね」とやりとりする場面があった。
　近くに集落もあり危険性が高い墜落事故にもかかわらず、操縦士をほめるかのような米軍寄りの発言が目立った。
　滞在時間は記者団とのやりとりを合わせてわずか７分間足らず。墜落現場までは歩いて約１５分の距離だが、時間の無さを理由に目の前で墜落した機体を見ることはなかった。
　「人けのない所に落ちた」という発言について、当日はイザリ漁をしようとしている人もいて被害が出た可能性を指摘されると「米軍から情報を聞き取りたい」と答えた。
　それに先立ち同日、若宮副大臣は県庁での安慶田光男副知事との会談後、記者団に事故について「陸地部分では大きな事故につながるが、パイロットが洋上に出て、なんとか浅瀬で着水できた。不幸中の幸いだ」と述べた。発言の真意について若宮副大臣は「できるだけ事故は最小限にするのは当然だ。ひとかたもお亡くなりになられた方がいなかったということが、不幸中の幸いではなかったのかなという意味だ」と説明した。
若宮副大臣が帰任　オスプレイ、陸自が購入
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東京へ帰任する前に記者団の質問に応じる若宮健嗣防衛副大臣＝１６日、那覇空港
　オスプレイ墜落を受けて来県していた若宮健嗣防衛副大臣は１６日、東京へ帰任する前に那覇空港で記者団の質問に応じた。安慶田光男副知事に「（パイロットに）感謝すべき」と発言したニコルソン在沖米四軍調整官との面談で、若宮氏は「県民の気持ちに寄り添っていただける形の対応をしっかりとお願いしたい」と求めたことを明らかにした。ニコルソン氏から「よく理解した。今後も十分に配慮していきたい」との返答があったという。
　面談ではオスプレイの飛行再開の話はなかった。また若宮氏は、今回の事故を米海軍安全センターが規模として最も重大な「クラスＡ」に分類したことについて、「承知しているが、オスプレイは昨今の安全保障、特に南西方面を考えた時に必要な機材ではないかと考えている。陸上自衛隊として購入する方向だ」と述べた。
【琉球新報電子版】
オスプレイ事故 名護市長 辺野古移設計画の中止要請
ＮＨＫ12月16日 12時15分
沖縄県名護市の浅瀬にアメリカ軍の輸送機オスプレイが不時着して大破した事故を受けて、名護市の稲嶺市長は若宮防衛副大臣と会談し、オスプレイが配備されているアメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設計画を中止するよう求めました。
今月１３日、アメリカ軍普天間基地に所属するオスプレイ１機が名護市の浅瀬に不時着して大破し、現場では１６日もアメリカ軍が機体の破片を回収する作業を行っています。
事故を受けて１６日午前、名護市の稲嶺市長は沖縄を訪れている若宮防衛副大臣と会談しました。稲嶺市長は抗議文書を手渡し、沖縄へのオスプレイの配備を直ちに撤回することや、オスプレイが配備されている普天間基地の名護市辺野古への移設計画を中止することなどを求めました。
また、政府が今回の事故を「不時着水」と表現していることについて、「あれだけ機体がバラバラになっているのになぜ『不時着水』なのか」と述べ、『墜落』ではないのかとただしました。
これに対し若宮副大臣は、「『墜落』は一般的には操作不能な状態で落下することを指す。今回はトラブルが発生した中で、最小限の被害に食い止めようという努力がなされたと思う」と答えました。
また稲嶺市長は、事故現場の近くの住民から、現場海域の立ち入り制限の解除や事故について住民にも説明するよう要望が出ていることを説明し、「基地を提供した当事者としてもっと強くアメリカ軍に訴えるべきだ」と述べました。
名護市長 事故利用か
会談のあと、名護市の稲嶺市長は１５日、若宮防衛副大臣が基地の危険性を早期に除去するため政府として名護市辺野古への移設を進めていく考えを示したことについて「こういう事故のたびに『辺野古移設しかない』と理解を求めるのはどうなのかなと思う。辺野古に移す理由として事故を利用しているように思える」と述べ、不快感を示しました。
また稲嶺市長は、若宮副大臣が１５日行った現場視察について、「せっかく来たのだから、もっと詳しく見るべきだ。視察が７分ほどだったというのは、事故に対応したというアリバイ作りと思われてもしかたがない」と話していました。
事故現場 尾翼を解体
事故現場の浅瀬では１６日もアメリカ軍が機体の破片を回収する作業を行っています。午前は、ほぼ水没している操縦席の部分の回収に向けた作業が進められ、中に大きな風船のようなものを入れて浮力をもたせ、ロープを巻いていました。
午後からは、高さ２メートル余りある尾翼部分を解体する作業が行われました。尾翼は潮の満ち引きや波の力で岩場に打ち上げられていて、白い防護服を着たアメリカ軍の関係者が、工具を使って切断し、ゴムボートで砂浜まで運んでいました。
一方、１６日朝、警察が管理して報道関係者などの立ち入りが許されていた現場に近い区域について、アメリカ軍が突然、「立ち入りを制限する」と主張しました。このため現場の管理をめぐって警察官とアメリカ軍の関係者が口論となる場面もみられ、およそ２時間、この区域に入れない状況が続きました。た。
米主要メディア、「墜落」と一斉報道

琉球新報2016年12月16日 11:09 
　【ワシントン＝問山栄恵本紙特派員】米主要メディアは１３日、米軍普天間飛行場所属の垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイが名護市安部の海岸に墜落した事故を一斉に報じた。米大手のＡＰ通信、英ロイター通信、保守系ＦＯＸニュース、米軍準機関紙「星条旗」、米海兵隊専門誌「マリンコータイムズ」などは事故を「墜落」と伝えた。７日の米軍岩国基地（山口県岩国市）所属のＦＡ１８戦闘攻撃機の高知沖墜落とともに、１週間以内に米軍機による事故が立て続けに起きているとした。
　ＡＰ通信は東京発で、「名護市沖での事故は反米軍基地感情がすでに高まっている沖縄で、抗議の引き金となった」と伝え、県民の反発が高まっているとした。
　マリンコータイムズはオスプレイの日本配備後、初めての深刻な事故と伝えた。国防費の削減による訓練や機体整備不足が影響していると指摘した。
オスプレイ解体作業始まる
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米兵がオスプレイ本体の尾翼部分をチェーンソーとみられる工具で切断した。右側にあるのが「竜」の文字の入った尾翼部分＝１６日午後１時５０分ごろ、名護市安部
　普天間飛行場所属の垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイの墜落事故現場の名護市安部海岸で１６日午後１時半ごろ、オスプレイ本体部分を米兵らがチェーンソーとみられる工具で切断をはじめた。本体部分の解体作業が始まったとみられる。現場は浅瀬で船からも陸からも本体を運ぶことが困難とみられることから、部分解体して機体を運ぶとみられる。
　事故について、航空危険行為処罰法違反での立件を目指し捜査に着手した第１１管区海上保安本部（１１管）は、米側に口頭で捜査協力を申し入れているが、１６日午後１時半現在、米側から回答はない。２００４年の沖国大米軍ヘリ墜落事故のように、日米地位協定に阻まれ、十分な捜査ができないまま事件送致する事態への懸念が高まっている。
オスプレイ事故最重大＝米海軍安全センター評価


米軍輸送機オスプレイ＝７月２２日、鹿児島県沖
　【ワシントン時事】米海軍安全センターは１５日、沖縄県名護市沿岸で起きた米軍輸送機オスプレイの事故について、人的・金銭的被害の大きさに基づく４段階の分類のうち、最も重大な「Ａ級」に当たるという軍内部の評価をホームページで公表した。
　同センターによると、Ａ級は（1）被害額が２００万ドル（約２億３６００万円）以上（2）機体が大破（3）死者が出る（4）関係者が永久的な全身障害を負う－といったケースが該当する。事故の状況に関しては「訓練飛行中に海に不時着水。乗員５人全員が脱出し、２人が負傷した」と記している。（時事通信2016/12/16-08:52）
オスプレイ事故は「最重大級」　米機関が評価、沖縄名護海岸の墜落

琉球新報2016年12月16日 06:30 
の海岸で１３日夜に起きた米軍普天間飛行場所属のＭＶ２２オスプレイ墜落事故で、米海軍安全センターが事故の規模について最も重大な「クラスＡ」に分類し、機体は大破したと評価していることが１５日分かった。クラスＡは被害額が２００万ドル以上や死者が発生した事故。米軍や米国防総省は「不時着」「着陸」と説明しているが、説明とは程遠い、激しい事故だったことが今回の評価でも裏付けられた。
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オスプレイの機体の残骸を回収する米軍関係者＝１５日午後、沖縄県名護市安部
　【ワシントン＝問山栄恵本紙特派員】沖縄県名護市安部
　同センターは事故原因については言及していないが、算定では被害額は８０６０万ドル（約９５億円）。オスプレイの機体価格は２０１５米会計年度（１４年１０月～１５年９月）の米国防予算では１機約７２１０万ドル（約８５億円）となっており、被害総額は機体価格を上回った。
　１７米会計年度（１６年１０月～１７年９月）に入り、米海兵隊所属航空機によるクラスＡの事故が頻発している。センターによると、今回のオスプレイ墜落事故や７日に高知市沖で起きた米軍岩国基地（山口県岩国市）所属ＦＡ１８戦闘攻撃機の墜落事故を含め、年度内で発生した米海兵隊のクラスＡ事故件数はすでに６件に上る。
　同センターによると、米海兵隊航空機による１７米会計年度の１０月１日～１２月１３日までの１０万飛行時間当たりのクラスＡ事故発生率は１２・３６件で、前年同時期の４・４５件と比べ高くなった。
米海軍 オスプレイ事故「最も重大なクラスＡ」
ＮＨＫ12月16日 12時17分
沖縄県名護市の浅瀬にアメリカ軍の輸送機オスプレイが不時着して大破した事故について、アメリカ海軍は、軍の内部で航空機事故の大きさを分類する４段階の評価で最も重大な「クラスＡ」にあたるという見解を明らかにしました。
今月１３日、沖縄県名護市の東にある浅瀬で、アメリカ軍普天間基地に所属するオスプレイ１機が不時着して大破し、乗っていたアメリカ兵５人のうち２人がけがをしました。
この事故について、アメリカ海軍で事故防止に取り組んでいる海軍安全センターは１５日、軍の内部で航空機事故の大きさを分類する４段階の評価で最も重大な「クラスＡ」にあたるという見解をホームページ上で明らかにしました。
アメリカ海軍は、航空機事故に関して、機体の損害や人的な被害の程度を基準に評価しており、このうち「クラスＡ」は、損害額が２００万ドル、日本円にしておよそ２億３０００万円以上か、死者が出るなどした場合に分類されるとしています。
アメリカ海軍は、「クラスＡ」とした理由を明らかにしていませんが、沖縄県に駐留するアメリカ海兵隊の報道官は、ＮＨＫの取材に対し「死者は出ていないが、損害額は現時点で８０００万ドルと見積もられている」と述べ、損害額の大きさが今回の評価の要因となっているという見方を示しました。
防衛副大臣 安全保障に必要
オスプレイの事故を受けて沖縄を訪れていた若宮防衛副大臣は、一連の日程を終えたあと、那覇空港で記者団の取材に答えました。
この中で、若宮副大臣は、今回の事故について、アメリカ海軍が、軍の内部で航空機事故の大きさを分類する４段階の評価で最も重大な「クラスＡ」にあたるという見解を明らかにしたことについて「クラスＡというほどの事故ということは承知しているが、オスプレイは昨今の安全保障を考えたときに必要な機材ではなかろうかと考えている。事故原因をしっかり分析すべきだが、自衛隊としては導入する方向で考えている」と述べました。
防衛省は、陸上自衛隊が導入するオスプレイ１７機を佐賀空港に平成３０年度以降、段階的に配備することを計画しています。
墜落したオスプレイ　空中給油中にトラブルか

沖縄タイムス2016年12月15日 07:57

　米軍は１４日、沖縄でのオスプレイの飛行停止を決めた。在沖米軍トップのニコルソン四軍調整官（中将）は１４日午後に記者会見し、飛行停止の期間を「すべてのチェックリストを見直し、内容が問題ないと私が確信するまで」と説明。墜落事故の原因を、オスプレイのプロペラが空中給油中に給油ホースを切るトラブルがあり、その際にプロペラが損傷したため、飛行が不安定になったとした。



オスプレイへの給油のイメージ

事故２機　同時訓練

　１３日午後１１時２５分ごろに普天間飛行場で胴体着陸したオスプレイは、名護市安部の海岸で墜落したオスプレイと一緒に給油を受けていた「僚機」だった。空中給油を受けたオスプレイ２機がいずれも、着陸に関係する重大事故を起こしていたことになる。

　翁長雄志知事は１４日、記者団に「起こるべくして起きた」と不快感を示した。

　米軍によると、本島から約３０キロ沖合の訓練空域内で、２機のオスプレイとＣＨ５３ヘリ１機の合計３機が、ＫＣ１３０空中給油機から給油を受ける訓練を実施していた。

　関係者によると、訓練中にオスプレイ１機がプロペラを損傷して墜落したため、もう１機は脱出した乗員を捜索するなどの目的で墜落現場付近の上空を長時間、旋回した。

　燃料が乏しくなり普天間飛行場に帰還したが、着陸の際、機材の不具合で前輪が出なかった。パイロットは前輪が出ないまま、２本の滑走路の間にある緑地帯に胴体着陸したという。着陸後、機体周辺に赤色灯をつけた車両や米兵らが集まっている姿が確認された。

　宜野湾市には沖縄防衛局から１４日午後、前日夜に普天間でオスプレイが車輪を出せない状態で着陸したとの報告が入った。県には連絡がなく防衛局へ事実関係を確認。本紙の取材に対し、米軍からの返答はない。

「制御できず墜落」　オスプレイ主任分析官、給油時に問題

琉球新報2016年12月16日 11:16 
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　【ワシントン＝問山栄恵本紙特派員】国防研究所（ＩＤＡ）でオスプレイの主任分析官を務めたレックス・リボロ氏は米軍普天間飛行場所属の垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイが名護市安部の海岸に墜落した事故について「航空機が制御できていた場合、機体の損傷を引き起こさずに水面に着陸できただろう。機体が激しい損傷を受けた事実はその航空機が制御不能であり、航空機を破壊するに十分な力で水面にぶつかったことを示唆している」と述べ、オスプレイが制御不能で墜落したことを強調した。墜落事故が空中給油をきっかけに起きたことに対しては「ヘリモードで補給することができないという事実は、予期されなかった航空機の欠陥である」と述べ、オスプレイの新たな構造的欠陥であると指摘。同じような墜落事故が再び発生すると強調した。１４日、本紙の取材に答えた。
　リボロ氏は「何が（事故）原因であれ、これは明かに航空機が完全に破壊されたことによる墜落事故だ」と米軍が説明する「不時着」ではなく「墜落」と断定した。オスプレイによる空中給油については「夜間の空中給油は、どの航空機でも常に困難だ」と指摘。その上で「パイロットによる誤操作や乱気流発生のいずれかで、給油ホースが受け手に当たる可能性がある。この状況では、オスプレイは回転翼が垂直であり、（空中給油機の）給油パイプに非常に近いので、より深刻な状況になる」と述べた。
　また、「オスプレイはコントロールするのが難しいため、ヘリモードでの飛行中に補給することはできない」と説明した。
　リボロ氏は在沖米軍トップのニコルソン在沖米四軍調整官が声明で、「県民や乗務員を守るために、意識的に浅瀬に着陸しようとした」と主張したことに対して「無意味でばかげている」と批判。「キャンプ・シュワブにはビーチがあり、ビーチ全体が緊急時に着陸可能であった。パイロットはどこにいても、墜落するしかなかった。私は問題の機密性を理解しているが
「制御できずに墜落」　新たな構造欠陥指摘　オスプレイの元主任分析官のリボロ氏

琉球新報2016年12月15日 13:18 
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琉球新報の取材に答えるリボロ氏（写真は２０１２年、米バージニア州アレクサンドリアで撮影）
■激しい損傷が語る事実
　国防研究所（ＩＤＡ）でオスプレイの主任分析官を務めたレックス・リボロ氏は米軍普天間飛行場所属の垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイが墜落した事故について「航空機が制御できていた場合、機体の損傷を引き起こさずに水面に着陸できただろう。機体が激しい損傷を受けた事実はその航空機が制御不能であり、航空機を破壊するに十分な力で水面にぶつかったことを示唆している」と述べ、オスプレイが制御不能で墜落したことを強調した。
■回転翼モードで補給できない
　墜落事故が空中給油をきっかけに起きたことに対しては「回転翼モードで補給することができない事実は、予期されなかった航空機の欠陥である」と述べ、オスプレイの新たな構造的欠陥であると指摘。同じような墜落事故が再び発生すると強調した。１４日、本紙の取材に答えた。
　リボロ氏は「何が（事故）原因であれ、これは明らかに航空機が完全に破壊されたことによる墜落事故だ」とし、米軍が説明する「不時着」ではなく「墜落」と断定した。
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米海兵隊の主力戦闘機ＭＶ２２オスプレイ（レックス・リボロ氏提供）
■危険な夜間の空中給油
　オスプレイによる空中給油については「夜間の空中給油は、どの航空機でも常に困難だ」と指摘。その上で「パイロットによる誤操作や乱気流発生のいずれかで、給油ホースがレシーバーと接触する可能性がある。（空中給油機の）給油パイプに非常に近いので、より深刻な状況になる」と指摘。その上で「オスプレイはコントロールするのが難しいため、回転翼モードでの飛行中に補給することはできない」と説明した。
■「浅瀬に着陸」声明の無意味さ
　リボロ氏は在沖米軍トップのニコルソン在沖米四軍調整官が声明で、「県民や乗務員を守るために、意識的に浅瀬に着陸しようとした」と主張したことに対して「この声明は無意味でばかげている」と批判。「キャンプ・シュワブにはビーチがあり、ビーチ全体が緊急時に着陸可能であった。パイロットはどこにいても、墜落するしかなかった。私は問題の機密性を理解しているが、沖縄の人々と誠実に向き合うべきだ」と強調した。
（ワシントン＝問山栄恵本紙特派員）（琉球
米海兵隊オスプレイ、アフガンでの運用率１％　事故率は41倍

沖縄タイムス2016年1月15日 11:27

　【平安名純代・米国特約記者】米海兵隊が２０１０～１２米会計年度にアフガニスタンに配備した航空機１２機種のうち、ヘリ機能を持つ６機種のなかで、垂直離着陸型輸送機ＭＶ２２オスプレイの運用率が１・０２％と極端に低く、ほとんど使われていなかったことが１４日までに分かった。クラスＡ～Ｄの事故の割合は、全１２機種平均の約４１倍と突出している。



普天間飛行場に配備されている米海兵隊のＭＶ２２オスプレイ＝２０１５年１１月６日、金武

■事故は全機種平均の41倍

　米海軍安全センターが公表した「海兵隊航空機アフガニスタン事故報告書」によると、同国に配備された海兵隊航空機１２機種の飛行時間は計１２万３６４５・３時間。これに対し、オスプレイの飛行時間は計７２３・６時間と極端に低い。

　オスプレイの飛行時間を年度別にみると、１０年度が１５・４時間（ヘリ機能を持つ６機種の合計は１万８５０９・３時間）で運用率は０・０８％、１１年度が６３２・４時間（同２万７５６２・６時間）で２・３０％、１２年度が７５・８時間（同２万５１２１時間）で０・３０％。３年間で計７２３・６時間（同７万１１９２・９時間）で運用率は１・０２％となっている。

　全１２機種のクラスＡ～Ｄの事故率（１０万飛行時間当たり）は２６・６９で、３７４６・８時間に１件の割合で発生。これに対し、オスプレイの事故率（同）は１１０５・５６で全機種平均に対し約４１倍、９０・４時間に１件の割合で発生。クラスＡの事故率（同）は１３８・１９で、１２機種平均に対し２１倍。ヘリ機能を持つ６機種の平均に対し、３０倍となっている。

　当地で起きたオスプレイのクラスＡ～Ｄの事故は計８件。被害規模が最も大きい「クラスＡ」（２００万ドル以上の損害や死者）は、機内の後部ドアから海兵隊員が転落死した１件で、地上での機体の整備中などに起きたクラスＣ（５万ドル以上、５０万ドル未満の損害や軽度の負傷者）は７件となっている。

　機種別ではヘリの事故率が最も高く、２００４年に沖縄国際大学に墜落したヘリと同型機のＣＨ５３Ｄ大型輸送ヘリが６件、米軍普天間飛行場にも配備されているＣＨ５３Ｅが８件。同報告書は総括で「ＭＶ２２、ＣＨ５３Ｄ、ＣＨ５３Ｅの（１０万飛行時間当たりの）クラスＡ～Ｄの事故発生率は８５・１６でその他の航空機は１１・２５」とヘリ事故の高さを強調。また「オスプレイのクラスＣに分類される地上での事故が目立つ」と注釈している。

■オスプレイ「実戦で使えない」 元米国防研究所主任分析官リボロ氏

　【平安名純代・米国特約記者】米国防研究所（ＩＤＡ）の元主任分析官でオスプレイの専門家、レックス・リボロ氏は１２日、米海軍安全センターがまとめたアフガニスタンにおける米海兵隊航空機の事故報告書について沖縄タイムスの取材に対し、「現地でのオスプレイの利用率の低さと事故率の高さは驚異的で恥ずべき数字だ。実戦で使い物にならなかったことを立証している」と述べた。

　リボロ氏は「同報告書で注目すべきは事故率の高さではなく、利用率の低さだ。これはオスプレイは本来の目的のために使えないことを示している」と強調。「（報告書のなかで）海兵隊のオスプレイ保有数は２５０機とあるがアフガニスタンでの飛行時間はたったの７２３時間。一方で、１５０機のＵＨ１Ｙヘリの飛行時間は１万６千時間以上だ」と両者の差を指摘。２００６年に２機を比較検証した際に、戦地での任務遂行機能に大差がないとのデータを得ていたことを明らかにした。

　また、オスプレイの１０万飛行時間当たりの事故率が１１０５・５６件となっていることについて「通常、戦地での事故率は平時より高い。平時の事故率が１０万飛行時間当たり約６件なのに対し、ベトナム戦時のヘリの事故率は約１００件だった。私がオスプレイの機能分析を担当した１９９２年から２００６年時、同機の事故率はおそらくベトナム戦時のものを上回るだろうと予測していたが、１１０５件という驚異的な数字は想像すらできなかった」と指摘。

　０２年に当時の海軍長官らに対し、「同機の戦地における事故率は１０万飛行時間当たり約１００件に達するだろう」と警鐘を鳴らしたところ、「ありえない話だ」と一笑に付されるなど、米軍幹部らが検証結果を軽視していた経由なども説明した。

　リボロ氏は、オスプレイがアフガニスタンで運用されなかった理由について「事故発生への懸念」を挙げ、自身が０７年から０８年にバグダッドに赴任していた際も同様の理由で「ほとんど運用されなかった」と述べ、「残念だが私の過去の予見はすべて的中している。海兵隊は給油が不要な長距離飛行などの特別任務を除き、オスプレイの大半を退かせることになるだろう」と予見した。

オスプレイ胴体着陸、不時着現場急行後＝米軍「制御可能状態」と説明
　防衛省沖縄防衛局は１６日午前、米側から得た情報として、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）で１３日夜に胴体着陸した新型輸送機オスプレイは、名護市沖で不時着したオスプレイから救難連絡を受け、現場で空中監視を実施した後に事故を起こしたなどと同市や県に伝えた。
　それによると、胴体着陸事故が起きたのは１３日午後１１時４５分ごろ。同飛行場に着陸する際、着陸装置に故障が生じ、「通常の制御可能な状態で緩やかな着陸を行った」と米側は説明している。
　沖縄県名護市の稲嶺進市長は１６日午前、若宮健嗣防衛副大臣と会談し、二つの事故について抗議。抗議文も手渡し、「県民の抗議を受け入れずに、強行配備した結果だ。（不時着）事故現場に隣接する辺野古に新基地が建設されれば、危険性が拡大することは明らか」として、新基地建設の撤回などを求めた。（時事通信2016/12/16-11:56）
翁長沖縄知事「怒り禁じ得ず」＝オスプレイ事故で政府に抗議


沖縄県名護市沖で起きた米海兵隊新型輸送機オスプレイの事故を受け、会談に臨む沖縄県の翁長雄志知事（左）と稲田朋美防衛相＝１５日午後、東京都新宿区の防衛省
　沖縄県名護市沖で起きた米海兵隊の新型輸送機ＭＶ２２オスプレイ事故を受け、同県の翁長雄志知事は１５日、防衛省を訪れ、稲田朋美防衛相に抗議した。翁長氏は「怒りを禁じ得ず、直ちに飛行中止と配備撤回を要請する」と表明。稲田氏は「全ては安全確認と理解が前提だ。しっかり取り組んでいく」と応じた。
　翁長氏は、米軍普天間飛行場（同県宜野湾市）で事故機とは別のオスプレイが胴体着陸したことも取り上げ、「防衛省から連絡がなく誠に遺憾だ」と同省の対応を批判。「今回の事故と関係ないならば、なおさらオスプレイは欠陥機だと言わざるを得ない」と断じた。政府が２２日に名護市で予定する米軍北部訓練場（同県東村など）返還式典の中止も改めて求めた。
　また、沖縄県の抗議に在沖米軍トップのニコルソン四軍調整官が「県民や住宅に被害を与えなかったので感謝されるべきだ」などと反論したことにも言及、「県民の不安を顧みようとしない発言だ。占領軍意識そのものと考えざるを得ない」と非難した。
　翁長氏はこれに前後して、外務省で小田原潔外務政務官、首相官邸で杉田和博官房副長官とも面会し、抗議の意を伝えた。この後、翁長氏は記者団に、杉田氏から返還式典は中止しない方針を示されたと明かし、「県民の憤りはさらに大きくなる」と指摘した。（時事通信2016/12/15-18:51）
オスプレイ事故に懸念相次ぐ＝「県民感情逆なでせぬよう」－自民
　自民党が１５日に開いた国防部会などの合同会議で、沖縄県名護市沖で起きた米海兵隊の新型輸送機オスプレイの事故について、出席者からは「重大事案だ」などと懸念し、再発防止を求める声が相次いだ。
　在沖米軍トップのニコルソン四軍調整官が「県民や住宅に被害を与えなかったので、感謝されるべきだ」と述べたことに関しては、「県民感情を逆なでしないよう申し入れてほしい」と政府に求める意見が出た。（時事通信2016/12/15-12:48）
オスプレイ事故　自民党内からも懸念　「自衛隊も同じ訓練するのか」

東京新聞2016年12月16日 朝刊

 

	沖縄県名護市沖に散乱したオスプレイの機体。先端の一部がえぐれていた。左下には空中給油で使う受油パイプとみられる管が見える。沖縄市の写真家・牧志治さんが米軍規制前の１４日午前に撮影
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　米海兵隊の新型輸送機オスプレイが沖縄県沖の浅瀬で大破した事故を巡り、自民党が十五日に開いた国防部会などの合同部会で、繰り返される米軍機事故への苦言や、米側の情報提供の姿勢に対する懸念が出席者から相次いだ。事故の背景にある米軍機運用の問題点がさらに浮き彫りとなったのみならず、オスプレイの安全性を強調している安倍政権を支える自民党側から、日米の防衛政策に対する不満が示されるという極めて異例の事態となった。　（新開浩）

　自民党の部会では、安倍内閣での防衛相経験者からも厳しい意見が出された。

　八月まで防衛相だった中谷元氏は、事故機のプロペラが空中給油訓練中に給油ホースを切断して破損し、飛行が困難になったとの米軍側の説明を踏まえ「夜間に何百キロものスピードで飛びながら、どうやって訓練しているのか。しっかり検証してほしい」と求めた。

　中谷氏は、陸上自衛隊も二〇一八年度までに十七機のオスプレイを配備することを踏まえ「日本も夜間の給油訓練を行うのか」と質問。防衛省幹部は「具体的な訓練内容はこれから検討する」と応じ、訓練をする可能性を否定しなかった。

　小野寺五典元防衛相も、米海兵隊の戦闘攻撃機ＦＡ１８が今月七日に高知市沖に墜落したことに関し「一週間に次々と事故が起きている。海兵隊はしっかりした体制をとっているのか」と疑問を投げかけた。

　オスプレイの拠点となる地域から選出された議員も深刻な影響を強調した。

　沖縄県が地元の議員は、在沖縄米軍トップのニコルソン沖縄地域調整官が「パイロットは県民に被害を与えなかった。感謝されるべきだ」などと発言したことについて「言い方に問題がある。県民の感情に配慮してほしい」と批判した。

　陸自がオスプレイの配備を計画する佐賀空港がある佐賀県選出の議員は「受け入れに向けた努力に影響が出ている」と指摘。防衛省側は調査状況などを説明するため十六日に担当者を佐賀県に派遣すると述べた。

◆翁長知事「欠陥機」防衛相に抗議

　沖縄県の翁長雄志（おながたけし）知事は十五日、杉田和博官房副長官や稲田朋美防衛相らと相次いで会談した。米軍新型輸送機オスプレイ二機の事故について「不安が現実のものとなり、大きな衝撃を受けている。（二件の事故が）関係ないと言うなら、なおさらオスプレイは欠陥機だ」と抗議し、配備撤回を申し入れた。翁長氏によると、杉田氏には「『なるほど』と思える検証をして発表してほしい」と要請。「中身を何も教えないで『米国から丁寧な説明があり、日本政府は了解しました』というような報告では、とても納得できない」と念押しした。

　稲田氏に対しては「日米地位協定の下では、日本が法治国家というのは神話だ。沖縄の基地問題を解決しなければ、日本はアジアのリーダーになれない」と厳しい言葉で、米国に強い姿勢で臨むよう求めた。

　在沖縄米軍トップのニコルソン沖縄地域調整官が「パイロットは感謝されるべきだ」と発言したことについても「占領軍意識そのもの」と批判した。

　稲田氏は「全ては安全が確認されることが前提。安全性を（県民に）理解いただくことも前提だ」と指摘。マルティネス在日米軍司令官に飛行停止を求めた際「オスプレイ自体に問題はないと認識している」と説明を受けたことも明らかにした。　（横山大輔）

◆米軍準機関紙は「墜落」ｃｒａｓｈ

　沖縄県名護市沖で米軍新型輸送機オスプレイが大破した事故について、米軍の準機関紙「スターズ・アンド・ストライプス」が「墜落」を意味する「ｃｒａｓｈ」との表現を使っている。日米両政府は「不時着」や「着水」などと説明しているが、米軍の関連メディアが違う表現で報じたことが注目される。

　同紙はウェブサイトの一報で「Ｏｓｐｒｅｙ　ｃｒａｓｈｅｓ　ｏｆｆ　Ｏｋｉｎａｗａ，ｃｒｅｗ　ｓａｆｅ（オスプレイが沖縄沖に墜落、乗組員は無事）」という見出しをつけ、オスプレイの参考写真を掲載。その後も「オスプレイ墜落は沖縄の反基地感情を再燃させる」などの英文見出しの記事を載せている。

　事故については、沖縄県側も「墜落」と主張。日米両政府の説明について、事故を矮小（わいしょう）化するものだと反発している。　（安藤美由紀、北條香子）

米軍発言「占領意識そのものだ」　沖縄知事、オスプレイ配備撤回要求

沖縄タイムス2016年12月16日 07:32

　【東京】沖縄県の翁長雄志知事は１５日、首相官邸や防衛省、外務省を訪れ名護市安部でのオスプレイ墜落事故について抗議し、配備撤回を求めた。翁長氏は在沖米軍トップのローレンス・ニコルソン四軍調整官の県民の不安を顧みない発言に「占領軍意識そのものと考えざるを得ない」と非難。日本政府が当事者意識を持って、原因を検証するよう求めた。



オスプレイ事故で杉田副官房長官に抗議後、記者の質問に答える沖縄県の翁長雄志知事

　翁長氏は稲田朋美防衛相に、墜落機とは別のオスプレイが米軍普天間飛行場に胴体着陸したことを報道で知ったとし「防衛省から連絡がなく誠に遺憾。明らかになっていない事故については情報提供しないという姿勢の表れではないか」と対応を批判した。沖縄防衛局が墜落機とは関係がないと説明したことを挙げ「なおさらオスプレイは欠陥機であると言わざるを得ない」と断じた。

　稲田氏は「（現場は）住民が住んでいる場所に非常に近い。全ては安全確認と（県民・国民に）理解してもらうことが前提だ。しっかり取り組んでいきたい」と述べた。

　３カ所への抗議を終えた翁長氏は記者団に、いずれからも配備撤回についての言及はなかったと説明。これまで墜落事故が発生しても、米側が安全とすれば飛行再開されてきたことについて「検証の中身は何も教えずに、（日本政府が）理解したので飛ぶことを了解したでは説明にはならない。当事者能力のない国にはならないでもらいたい。これだけの安全保障を沖縄に背負わせておきながら、県民に説明せず物事にふたをするのはあり得ない」と真摯（しんし）な対応を求めた。

　「多くの県民の思いが踏みにじられ、政府への強い不信がもたらされる」と米軍北部訓練場の返還式典の自粛を要請したが、杉田和博官房副長官は予定通り２２日に開催することを伝えた。翁長氏は「県民からすると、ただただ国家権力という大きな力の前でひれ伏すしかない状況を強いられている。（県民が）このままではいけないという気持ちを持ちつつあると強く感じている」と述べた。

「米軍やりたい放題」＝オスプレイ事故で政府に抗議－沖縄副知事
　防衛省の若宮健嗣副大臣は１５日、沖縄県庁を訪れ、安慶田光男副知事と会談した。席上、安慶田氏は米海兵隊の新型輸送機オスプレイの不時着事故について、「米軍がやりたい放題やっている現実を分かってほしい。大きな事故につながらなかったからいいのか」と抗議した。若宮氏は「しっかり受け止めて対応したい」と応じた。
　安慶田氏は事故について、「機体は大破しており、墜落ではないか」と疑問を呈した。若宮氏は「墜落であれば勢いよく落ち、死亡事故に至っていたかもしれない」と述べ、墜落には当たらないとの認識を示した。
　若宮氏は会談後、記者団に「空を飛んでいると多少の事故は免れない。一人も亡くなっていないのは不幸中の幸いだ」と語った。（時事通信2016/12/15-12:42）
しんぶん赤旗2016年12月17日(土)

オスプレイ墜落　沖縄で怒り広がる　２市７町村議会が抗議決議

　米軍普天間基地（沖縄県宜野湾市）に所属するＭＶ２２オスプレイが名護市の浅瀬に墜落した事故で、沖縄県の２市７町村議会は１６日（一部１５日）、抗議決議・意見書を可決するなど怒りが広がっています。

　名護市議会は賛成１５、反対１１の賛成多数で「ＭＶ２２オスプレイ墜落に抗議する意見書」を可決しました。

　安部区集落付近の海岸から８０メートルの浅瀬で、事故当時イザリ漁をしていた市民もおり、一歩間違えば人命にかかわる大惨事になりかねず、日米両政府の責任は重大だと指摘。オスプレイ配備の撤回、同型機配備を行う辺野古新基地建設の中止・撤回を求めています。

　米軍嘉手納基地を抱える嘉手納町議会は、全会一致で可決。「欠陥機として危険性が指摘され、配備反対を強く訴えてきたオスプレイが現実に県内で事故を起こした」と強く抗議しています。

　當山宏・同町長は、議会後、「オスプレイ配備で、居住地域の上空を縦横無尽に飛んで訓練することになるだろうと危険性を感じて、配備反対が入った『建白書』をつくり、政府に届けた。その懸念したことが本当に起こった。配備の撤去を強く求めたい」と語りました。

　宜野座（ぎのざ）村議会は、オスプレイの即時撤去を求める抗議決議を全会一致で可決。同議会は、オスプレイのつり下げ訓練と夜間飛行に伴う騒音被害に対する抗議決議も可決しました。「村民に騒音被害を与え、恐怖と不安に陥れたことは、戦場さながらの状況で、断じて許されない」と訴えています。

　このほか､石垣市議会､西原町議会、南風原（はえばる）町議会、恩納（おんな）村議会、今帰仁（なきじん）村議会、読谷（よみたん）村議会が抗議決議や意見書を可決しました。

不時着判断に理解求める＝オスプレイ事故で米国務省高官
　【ワシントン時事】ラッセル米国務次官補（東アジア・太平洋担当）は１４日、沖縄県名護市沖で起きた米海兵隊の新型輸送機オスプレイの事故について「残念だ」とした上で、「日本人の命は危険にさらさなかった。（そうするために）米国人の命を危険にさらしたとも言える」と述べ、海上の浅瀬に不時着させたパイロットの判断に理解を求めた。時事通信の取材に答えた。
　ラッセル次官補は「日本を防衛するため、米国人は毎日、命を懸けている」と指摘。また、「米軍は事故防止に向けて、誰よりも懸命に取り組んでいる」と語り、米軍が安全を最優先して対応していることも分かってほしいと強調した。（時事通信2016/12/15-08:32）
オスプレイ、事故率上昇＝操縦難しさ指摘も


新型輸送機ＭＶ２２オスプレイの不時着現場付近から残がいを運ぶ米軍＝１５日午後、沖縄県名護市
　１３日夜に沖縄県名護市で不時着して大破し、１４日には別の機体の胴体着陸も明らかになった米海兵隊のＭＶ２２オスプレイ。自衛隊も導入する同機の安全性への不安が強まっており、操縦の難しさも指摘される。防衛省によると、同機の「クラスＡ」と呼ばれる重大事故の発生率は上昇傾向にある。
　「クラスＡ」は死者の発生や２００万ドル（約２億３５００万円）以上の損害を出した重大事故を指し、事故率は１０万飛行時間当たりで計算される。
　ＭＶ２２の事故率は算出を始めた２０１２年４月は１．９３だったが、１３年９月末には２．６１に。最新の１５年９月末は２．６４まで上昇した。ただ、この値そのものは、海兵隊全体の平均値と同じだという。
　オスプレイには、今回事故を起こした海兵隊のＭＶ２２とは別に、１７年に日本へ配備予定の米空軍特殊作戦用のＣＶ２２がある。ＣＶの事故率は１４年９月末で７．２１と、ＭＶを大きく上回る。同省担当者は、ＣＶの総飛行時間が約５万１０００時間（１５年９月末）にとどまることを挙げ、「飛行時間が１０万時間に達しないと、意味のある事故率の算出は困難だ」と指摘する。
　オスプレイはヘリコプターと固定翼機の特徴を兼ね備えており、垂直離着陸や空中停止、高速での長距離移動ができる。防衛省幹部は「ヘリと固定翼の機能を持つ夢のような乗り物だが、飛行時は両者の技術と判断が求められ、操縦は難しいのでは」と話す。
　陸上自衛隊はＭＶ２２を１８年度から順次、１７機取得する。ＣＶ２２は１７年に米軍横田基地（東京）へ配備される。（時事通信2016/12/15-19:42）
海保の捜査、難航か＝日米地位協定が壁に－オスプレイ事故


新型輸送機ＭＶ２２オスプレイの不時着現場付近から残がいを運び出す米軍関係者＝１５日午後、沖縄県名護市
　米海兵隊の新型輸送機オスプレイが沖縄県名護市の海岸に不時着した事故で、第１１管区海上保安本部（那覇市）は１５日までに、航空危険行為処罰法違反容疑で捜査を始めた。ただ、米軍が乗員の事情聴取などに応じるかは不透明で、日本の司法警察権を制限する日米地位協定の壁もあり難航が予想される。
　外国籍の航空機が墜落・不時着した場合、主権が及ぶ領海内であれば、海保が事故原因を捜査する。１１管は１４日未明に捜査を始め、現場周辺の写真を撮影するなどした。今後、乗員の事情聴取や実況見分などを行い、容疑が固まれば書類送検したい考えだ。しかし、米軍に捜査協力を要請したが返答はなく、現場に近づけないという。
　日米地位協定に基づく刑事特別法は「米軍の財産の捜索、差し押さえ、検証は米軍の同意を得て行う」などと規定しており、これまでも日本側の原因究明を阻んできた。
　２００４年８月、沖縄国際大（同県宜野湾市）に米軍ヘリが墜落した事故では米軍の同意が得られず、県警は機体の検証や乗員の事情聴取ができなかった。
　県警は氏名不詳で米兵４人を書類送検したが、地位協定の「米軍が公務中に起こした事故は日本側に第１次裁判権がない」との規定から不起訴処分となった。（時事通信2016/12/15-17:22）
「機体に要因ない」＝在日米軍司令官が声明－オスプレイ事故
　在日米軍のマルティネス司令官は１５日までに、沖縄県名護市沖で起きた米海兵隊の新型輸送機オスプレイの事故を受け、原因について「機体に要因するものではない」とする声明を発表した。
　声明によると、乗員５人のうち２人が米海軍病院に搬送され、他３人も軽傷を負い手当てを受けた。事故機の回収については「環境へ影響を及ぼさないよう、日本の関係省庁と協力していく」と述べた。
　声明では「米軍の最優先課題は常に安全性だ」と強調。引き続き事故に関する情報を公表していくとした。（時事通信2016/12/15-13:14）
米軍、回収作業を継続＝オスプレイ不時着現場－沖縄


不時着し、大破した米海兵隊の新型輸送機ＭＶ２２オスプレイと米兵＝１５日午前、沖縄県名護市
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）所属の米海兵隊の新型輸送機ＭＶ２２オスプレイが沖縄本島東海岸に不時着し大破した事故で、名護市安部沖の現場では、１５日午前も引き続き米軍が部品の回収作業を続けた。
　大破した機体が残されているのは、海岸の岩場から数十メートル先にある浅瀬のリーフ。穏やかな波が打ち寄せる中、折れた垂直尾翼がリーフ上に乗り、無残な姿を見せていた。多数の部品が周辺に散らばり、波をかぶっていた。
　米兵が黒いゴムボートで機体に何度も近づき、窓枠とみられる部品や棒状の部品、パネルなどを相次ぎ回収。約１キロ離れた砂浜に回収した部品を並べ、写真を撮影するなど確認作業を進めていた。


米海兵隊の新型輸送機ＭＶ２２オスプレイの不時着現場付近で抗議活動を行う市民ら＝１５日午前、沖縄県名護市
　近くの砂浜では、住民約２０人が「オスプレイ反対」「基地反対」などとシュプレヒコールを上げ抗議。千葉県から訪れたという会社員の女性（５３）は「（普天間飛行場に胴体着陸した別の機と合わせ）２機立て続けに事故が起きたことで、オスプレイの危険性が証明された。即刻配備をやめるべきだ」と強い口調で語った。カヌーに乗った反対派住民が機体に近づき、米兵がゴムボートで並走し近づかないよう妨害する場面もあった。（時事通信2016/12/15-12:02）
不時着判断に理解求める＝オスプレイ事故で米国務省高官
　【ワシントン時事】ラッセル米国務次官補（東アジア・太平洋担当）は１４日、沖縄県名護市沖で起きた米海兵隊の新型輸送機オスプレイの事故について「残念だ」とした上で、「日本人の命は危険にさらさなかった。（そうするために）米国人の命を危険にさらしたとも言える」と述べ、海上の浅瀬に不時着させたパイロットの判断に理解を求めた。時事通信の取材に答えた。
　ラッセル次官補は「日本を防衛するため、米国人は毎日、命を懸けている」と指摘。また、「米軍は事故防止に向けて、誰よりも懸命に取り組んでいる」と語り、米軍が安全を最優先して対応していることも分かってほしいと強調した。（時事通信2016/12/15-08:32）
カジノ法対応に批判＝野田氏「司令塔として至らず」－民進議員懇
　民進党は１６日、両院議員懇談会を開いた。カジノを解禁する統合型リゾート（ＩＲ）推進法をめぐり、党としてちぐはぐな対応をしたことに対し、衆参両院の議員から批判の声が上がった。野田佳彦幹事長は「具体的な戦術で若干の齟齬（そご）があったのは司令塔である幹事長の至らないところだ」と陳謝した。
　蓮舫代表ら幹部はカジノ法の「廃案」を唱えていたが、参院側が内閣委員会の採決に応じるなど、一貫性を欠く動きを見せた。このため、懇談会では「執行部は意思統一を図ってほしかった」（衆院若手）、「何とか党内をまとめてほしかった」（参院中堅）との意見が出た。野田氏は「通常国会ではしっかりと対応していきたい」と述べ、理解を求めた。（時事通信2016/12/16-15:41）
早期解散「頭の片隅にもない」＝安倍首相
　安倍晋三首相は１６日夜のＮＨＫ番組で、早期の衆院解散について「現段階では全く頭の片隅にもない」と述べた。米国のトランプ次期大統領との再会談については「新しい政権ができるので、できるだけ早いタイミングで首脳会談を行いたい」と述べ、来年１月２０日の新政権発足後、早期に実現させたいとの意向を示した。（時事通信2016/12/16-21:56）
首相、年明け解散を否定　「頭の片隅にもない」

共同通信2016/12/16 22:55

　安倍晋三首相は16日のNHK番組で、年明けの衆院解散・総選挙の可能性について「現段階で全く頭の片隅にもない」と否定した。日ロ首脳会談の焦点だった北方領土問題で、目立った成果が上がらなかったのを踏まえたとみられる。政権内には、解散は来年秋以降との見方が広がりそうだ。政府、与党は来年の与野党攻防の舞台となる次期通常国会について、1月20日か23日の召集を軸に調整を始めた。

　首相は太平洋戦争の発端地となった米ハワイの真珠湾を今月27日（現地時間）に訪問。トランプ新政権発足直後の来年1月下旬に訪米し、日米同盟の重要性を再確認する方向で調整している。

民進 蓮舫代表 与党の国会運営批判 衆院選準備急ぐ
ＮＨＫ12月16日 13時40分
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民進党の蓮舫代表は、党の両院議員総会で、事実上閉会した臨時国会について「『強行採決国会』だった」と述べ、与党側の国会運営を批判するとともに、早期の衆議院の解散・総選挙に備え、公約の取りまとめなど、準備を急ぐ考えを示しました。
この中で、蓮舫代表は、臨時国会を振り返り「『強行採決国会』であり、ひどい国会だった。与党は、ＴＰＰや、『年金カット』、『カジノ解禁』の議論を、『しない、させない、許さない』という姿勢で、異論や反論を封じ込め、国民が知る前にすべてを終わらせようとした。まさに、国会軽視、数のおごりだ」と述べ、与党側の国会運営を批判しました。
また、蓮舫氏は「衆議院の解散は、いつあってもおかしくない。エネルギーや、人への投資、経済成長といったさまざまな分野の政策を分厚く準備してほしい」と述べ、早期の衆議院の解散・総選挙に備え、準備を急ぐ考えを示しました。
一方会合では、出席者が「カジノを含むＩＲ・統合型リゾート施設の整備推進法への衆議院と参議院での対応が、ちぐはぐだった」と指摘したのに対し、野田幹事長は、「そごが生じたのは、私に至らないところがあった。衆参の連携は大事なので、来年の通常国会では、しっかり対応していきたい」と述べ、理解を求めました。
自民幹事長「国民がっかり」＝日ロ交渉に異例の不満
　北方領土交渉が焦点となった１５、１６両日の日ロ首脳会談について、与党内では好意的な意見が出る一方、目に見える成果がなかったとして不満の声も上がった。自民党の二階俊博幹事長は党本部で記者団に「国民の大半はがっかりしていると心に刻んでおく必要がある」と述べた。与党幹部が外交交渉にあからさまな不満を示すのは異例だ。
　二階氏は「日ロ首脳が胸襟を開いて会談したことは成功だった」としながらも、領土交渉に関しては「そうそう甘いものではないと思い知ったのは一つの参考になるのではないか」と指摘。一時は首脳会談の成果を掲げての衆院解散・総選挙の可能性も取り沙汰されたが、二階氏は「日ロ問題は解散のテーマにならない」と否定した。
　自民党内からは「政府は期待値を上げ過ぎた。国民は肩すかしを食らった気持ちだろう」（中堅）との苦言も漏れた。（時事通信2016/12/16-20:09）
二階氏「国民の大半がっかり」　北方領土問題で

共同通信2016/12/16 19:16

　自民党の二階俊博幹事長は16日、安倍晋三首相とプーチン・ロシア大統領の会談で、北方領土の帰属を巡る問題に進展がなかったとされることについて「国民の大半ががっかりしていると、われわれも心に刻む必要がある」と表明した。党本部で記者団に語った。

　ロシアとの平和条約締結については「3日でも4日でも缶詰めになって話し合い、納得のいく結論を出すべきだ」と強調。元島民の墓参手続き簡素化などの成果は評価しつつも「この程度のことで喜ぶのではなく、真の平和と友好の方向に進むことを切に願っている」と述べた。

日ロ交渉 河野元衆院議長「国家間の関係強化が必要」
ＮＨＫ12月17日 4時29分
今回の日ロ首脳会談について、かつて外務大臣としてプーチン大統領と会談したことがある河野洋平元衆議院議長は、平和条約の締結や北方領土返還の実現に向けては、首脳どうしに加えて国家間の関係を強めていくことが必要だと指摘しました。
河野洋平元衆議院議長は２０００年１１月に外務大臣としてプーチン大統領と平和条約締結交渉の前進に向けて会談したほか、父親の河野一郎元農林大臣が平和条約締結後に歯舞群島と色丹島を日本に引き渡すことを明記した１９５６年の日ソ共同宣言の取りまとめに当たりました。
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河野元衆議院議長は今回の首脳会談について、「６０年前、父親たちがモスクワで交渉したときは、日本の大使館もなく命懸けの交渉だったと聞いているが、それを考えると今回は総理大臣の生まれ故郷の温泉で交渉したわけで、状況はずいぶん変わったと思う」と述べました。また、ロシアとの交渉については、２０００年のプーチン大統領と自身の会談に触れ、「『われわれは平和条約を結べば歯舞色丹を渡すという約束をしているので、それだけではダメだというなら、これ以上話はできない』と繰り返し言われた。ロシア側は原則をきちっとして一歩も譲らない感じを受けた」としたうえで、「今回、日本、ロシアともにどちらも主張を曲げることはできないとしているが、交渉ごとは、どこかで妥協しないと決まらない」と述べ、その難しさを指摘しました。
そして、平和条約の締結や北方領土返還の実現に向けて、河野元衆議院議長は「首脳どうしの個人的な信頼関係を積み上げていくことに加え、ロシアが日本を味方にしておきたいと思えるような関係を築くことが大事ではないか」と述べ、首脳どうしに加えて国家間の関係を強めていくことが必要だと指摘しました。
北方四島で共同経済活動＝日ロの法的立場害さず－安倍首相、プーチン氏と合意


ロシアのプーチン大統領（左）と共同記者会見する安倍晋三首相＝１６日午後、首相公邸
　安倍晋三首相は１６日午後、ロシアのプーチン大統領と首相官邸で２日目の会談を行った。焦点の北方領土問題を含む平和条約締結に向け、日ロ双方の法的立場を害さない形で、北方四島での共同経済活動に関する協議を始めることで合意した。４島の帰属問題では実質的な進展はなかったとみられる。活動の制度設計は今後の協議に委ねられるが、実現した場合でも、領土問題解決につながるかは不透明だ。会談では、経済・民生分野の協力強化も確認した。
「ロシアの懸念考慮を」＝北方領土問題－プーチン大統領
　約１時間１０分の会談後、両首脳はプレス向け声明を発表した。声明は、択捉、国後、色丹、歯舞４島での共同経済活動に関する協議を開始することが「平和条約締結に向けて重要な一歩になり得るとの相互理解に達した」と明記。共同経済活動の実施は「平和条約に関する両国の立場を害さない」ことに立脚するとした。両首脳の平和条約締結への「真摯（しんし）な決意」も盛り込んだ。
　首相は会談後の記者会見で、共同経済活動に関し「特別な制度について交渉を開始することで合意した」と説明。領土問題については「解決にはまだまだ困難な道が続く」と認めた。プーチン氏は「共同経済活動を実現することで平和条約締結に向けた信頼が醸成される」と述べた。（時事通信2016/12/16-18:40）
しんぶん赤旗2016年12月17日(土)

日露首脳会談　領土問題進展なし　「共同経済活動」で協議へ

　安倍晋三首相とロシアのプーチン大統領は２日間の首脳会談を終え、首相官邸で１６日、共同記者会見を行いました。日ロ間の最大の懸案事項である領土問題については一切の進展がみられませんでした。

　首相は「領土問題の解決には、まだまだ困難な道が続く」との認識を示し、安倍政権下での解決を事実上、放棄しました。

　両首脳は、領土問題を後回しにした形で、択捉、国後､歯舞､色丹の｢北方四島｣での「特別な制度の下での共同経済活動」に関する協議を開始することで合意しました。これに関して報道向け声明は「平和条約締結に向けて重要な一歩になり得るとの相互理解に達した｣と明記｡共同経済活動の実施は「平和条約に関する両国の立場を害さない」ことに立脚するとしました。

　また、「北方四島」の元住民が査証（ビザ）なしで渡航できるようにする措置の検討も盛り込まれました。

　さらに、エネルギー、医療、極東開発など日本側が提案した経済協力に関する８項目の協力プランを具体化する１２本の｢成果文書｣について合意しました。しかし、経済協力を領土問題解決につなげるというのは、歴代政府が何度も繰り返した破綻済みの手法です。

　安倍首相は会見で、「北方四島での日本の原則的な立場は変わらない」と強調。北海道の一部である歯舞・色丹と千島列島の南半分にある国後、択捉を一体にするという、国際的に通用しない「北方四島」返還という歴代政府の立場に固執しました。

　一方、プーチン大統領はロシア極東のウラジオストクでの海軍基地の存在と同時に日米安保条約に言及し、「北方四島」を放棄すれば在日米軍が迫ってくるとの考えを示唆し、日本側をけん制しました。また、平和条約締結後の歯舞、色丹２島引き渡しを明記した１９５６年の日ソ共同宣言に触れ､｢どのような形で引き渡すか明確には定義されていない」と述べました。

しんぶん赤旗2016年12月17日(土)

日露首脳会談について　志位和夫委員長が談話

　日本共産党の志位和夫委員長は１６日、日露首脳会談を受けて、次のような談話を発表しました。
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（写真）記者の質問に答える志位和夫委員長＝16日、党本部


　一、日本国民が何よりも願ったのは、日露領土問題の前進だったが、今回の首脳会談では、この問題はまったく進展がなかった。

　プーチン大統領は、今回の首脳会談に先だって、「第２次世界大戦の結果は、しかるべき国際的な文書で確定している」とのべ、「千島列島の引き渡し」を取り決めたヤルタ協定を前面に押し出し、千島列島、歯舞、色丹の不法な占領を正当化し、「領土問題は存在しない」と公言した。

　それに対して、「新しいアプローチ」の名で、安倍首相がとった態度は、首脳間の「信頼」、日露の「経済協力」をすすめれば、いずれ領土問題の解決に道が開けるというものだった。しかし、日露領土問題が、「信頼」や「経済協力」で進展することが決してないことは、これまでの全経過が示している。

　一、首脳会談では、４島における「特別の制度のもとでの共同経済活動」について、交渉を開始することで合意した。

　しかし、この動きには、重大な懸念がある。

　第一に、ロシア側は、これは「ロシアの主権の下で行われる」とくりかえし表明している。「共同経済活動」の具体化の過程で、日本の領土に対する主権が損なわれることが懸念される。

　第二に、ロシアによるクリミア併合に対して、Ｇ７、ＥＵなど国際社会が経済制裁を行うもとで、日本がロシアとの経済協力を進めることは、対ロシアの国際的な取り組みを崩すことになりかねない。

　安倍首相は、「共同経済活動」が平和条約の締結にむけた一歩になると強調したが、その保障はまったくなく、逆に４島に対するロシアの統治を、政治的・経済的に後押しするだけのものである。

　一、日露領土問題の行き詰まりを打開するためには、日本が、国際的に通用する確かな交渉の立場と論建てを確立する必要がある。

　日露領土問題の根本は、「領土不拡大」という第２次世界大戦の戦後処理の大原則を踏みにじって、米英ソ３国がヤルタ協定で「千島列島の引き渡し」を取り決め、それに拘束されてサンフランシスコ条約で日本政府が「千島列島の放棄」を宣言したことにある。

　この不公正に正面からメスを入れ、千島列島の全面返還を内容とする平和条約締結をめざすべきである。北海道の一部である歯舞、色丹は、中間的な友好条約によって速やかな返還を求めるべきである。

　日本政府に、この基本的立場のないことこそ、戦後７０年余、日露領土問題が一歩も前進しない原因がある。これまでの日露領土交渉の抜本的転換を強く求める。

安倍首相 四島で共同経済活動へ 平和条約締結へ重要な一歩
ＮＨＫ12月16日 16時08分
安倍総理大臣は、ロシアのプーチン大統領との２日間にわたる日ロ首脳会談を終えた後、共同記者会見に臨み、焦点となっていた北方領土での共同経済活動について、「平和条約締結に向けた重要な一歩」として、四島を対象に行うための特別な制度を設ける交渉を開始することで合意したことを明らかにしました。また、両首脳は、元島民の自由な往来を可能にするための案を検討することでも一致しました。
安倍総理大臣とロシアのプーチン大統領は、１５日安倍総理大臣の地元・山口県長門市で首脳会談を行ったのに続き、１６日東京に移動して、総理大臣官邸で２日目の会談を行いました。
そして、会談の終了後、そろって記者会見に臨み、安倍総理大臣は、北方領土問題を含む平和条約交渉について、「戦後７１年を経てもなお、日本とロシアの間には平和条約がない。この異常な状態に私たちの世代で終止符を打たなければならない。その強い決意を確認した」と述べました。
そのうえで、安倍総理大臣は、焦点となっていた北方領土での共同経済活動について、「平和条約締結に向けた重要な一歩」として、四島を対象に行うための特別な制度を設ける交渉を開始することで合意したことを明らかにしました。
そして、安倍総理大臣は、「この共同経済活動は、両国の平和条約に関する立場を害さないという共通認識のもとに進められるもので、日ロ両国にのみ創設されるものだ」と述べました。
さらに、安倍総理大臣は、北方領土の元島民の平均年齢が８１歳を超えていることを踏まえ、人道上の理由から、元島民の自由な往来を可能にするための案を検討することで一致したことも明らかにしました。
また、記者会見に先立って、８項目の経済協力プランをめぐり政府間や企業間で８０の合意文書が交わされ、民間を含めた日本側の経済協力は総額で３０００億円規模にのぼるということです。
これに関連して、安倍総理大臣は記者会見で、来年、ロシアのウラジオストクで開かれる『東方経済フォーラム』に出席する意向を示したうえで、その際に協力プランの進ちょく状況を確認する考えを示しました。
岸田外相 平和条約へ重要な一歩
岸田外務大臣は、総理大臣官邸で、記者団に対し「元島民の墓参や、故郷への自由な訪問、日ロ両国の特別な制度のもとでの共同経済活動、平和条約問題などで、大きな成果を挙げることができた。元島民の方々の墓参などについては、できるだけ早く調整を行っていきたい。それ以外についても、日ロ間でしっかり意思疎通し、前進を図っていかなければならない」と述べました。
また、岸田大臣は、「北方四島の帰属の問題を解決して、平和条約を締結するためにも、共同経済活動に関する協議を通じて、四島の開発に参画していくことは、大変意義があり、平和条約締結に向けた重要な一歩となりうる」と述べました。
元島民は
択捉島の元島民で、北海道根室市の鈴木咲子さん（７８）は、自宅のテレビで共同記者会見を見守りました。
鈴木さんは、「難しい問題と思っていましたが領土問題で前進がなかったことには少しがっかりしています。しかし、元島民が四島に行きやすくなることはうれしいし、前進だと思います。日ロ関係は少し動き始めたように感じるので、あとは立ち止まらないで前に進んでほしい。希望は捨てていません」と話しました。
歯舞群島の志発島出身で北海道根室市の木村芳勝さん（８２）は、自宅のテレビで共同記者会見を見守りました。
木村さんは、「領土の返還についての確かな言葉が１つも出てこなかったことが残念です。自分たちに残された時間は長くはないので、生きているうちに島の返還をなんとか進めてほしいです」と話していました。
北方領土の元島民などでつくる千島歯舞諸島居住者連盟の脇紀美夫理事長は、安倍総理大臣とロシアのプーチン大統領の共同記者会見を受けて午後４時半すぎから北海道根室市内で記者会見し、「このたびの日ロ首脳会談において北方領土問題の解決に向けた何らかの進展があるものと期待していましたが、先ほどの安倍総理大臣の発表でも、領土問題の今後の具体的なスケジュールのようなものが示されず、残念です」と述べました。
そのうえで、「四島での共同経済活動を契機に、これまで停滞していた領土問題を解決に導こうとしている意欲を表明したものと受け止めています。政府においては、今後、さらに粘り強く交渉を重ね、１日も早く四島の返還が実現することを期待しています」と話しました。
さらに、領土交渉が進展したと評価できるか問われると、「領土問題についてだけ言えば今の状況では前進したとは言えないが、両首脳とも互いに平和条約を締結したいという意欲は感じた。共同経済活動をてこにしながら最終的に領土問題に移っていきたい」と語りました。
根室市では新聞号外
北海道根室市では日ロ首脳会談の共同記者会見を受けて新聞の号外が配られました。根室市内のスーパーでは買い物客が次々と号外を受け取り、会談の内容を伝える紙面に見入っていました。
号外を受け取った根室市の３０代の男性は「平和条約締結に向けた具体的なスケジュールがわからず、期待外れでした」と話していました。また、根室市の６０代の男性は「領土問題は大きく動かなかったが、今後に向けた１歩になると思う」と話していました。
北方領土に住むロシア人住民は
北方領土に住むロシア人住民にＮＨＫのロシア人スタッフが取材したところ、北方領土での共同経済活動について、歓迎する一方、領土の引き渡しに関しては、否定的な意見が聞かれました。
このうち北方領土の中で最も開発が遅れてきた色丹島で、水産加工場に勤める５４歳の男性は、共同経済活動について、「島の発展が期待できるので賛成です。日本側は島のインフラ整備のために投資をしてくれると思うし、それによって地元の人たちの雇用も増えると思います」と話していました。
一方でこの男性は、領土の引き渡しに関しては、「島は日本に渡しません。島はロシアの領土ですし、今後もロシアの領土であり続けます」と話しました。
また、北方領土の中で最も開発が進んでいる択捉島でホテルに勤務する女性は、「共同経済活動は漁業や農業など島の発展に大きく貢献すると思います。しかし、島の引き渡しには反対です」と話していました。
こうした声からは、北方領土のロシア人住民にとって、経済協力と領土問題はあくまで別だという意識がうかがえます。
各党の反応
自民党の二階幹事長は、党本部で記者団に対し「日本側としては、領土問題を解決し、平和条約を早期に締結することが課題であり、経済問題も大事かもしれないが、人間は経済でだけ、生きているわけではない。『もう少し、しんしに向き合ってほしい』と、ロシア側に鋭く切り込んでいくべきで、国民の大半はがっかりしているということを、われわれも含めて、心に刻んでおく必要がある。そうそう甘いものではないということを思い知ったことは、１つの参考になるのではないかと思うので、引き続き、こちらから攻勢をかけていくことが大事だ。ここをチャンスにして、しっかり追い込んでいき、解決を見出してほしい」と述べました。
民進党の蓮舫代表は、党本部で記者団に対し、「ロシアに対する、大規模な経済援助の進展はあったが、領土問題が置き去りの印象がぬぐえない。勝ち取った果実が見えず、本当に、平等な関係での交渉の成果だったのか。引き分けどころか、プーチン大統領に一本取られた形で終わったのだとすれば、非常に残念だ」と述べました。
公明党の山口代表は、党本部で記者団に対し、「首脳会談で一定の合意ができたこと自体が大きな成果だ。領土問題も含めた平和条約の締結に至るには、両国の国民の理解が十分に整うことが必要で、これまで交流が乏しかったことから考えても、一気に進むことは難しかった。平和条約締結の合意を結べるような環境を整えるための、重要で具体的な一歩だ」と述べました。
共産党の志位委員長は、党本部で、記者団に対し、「国民が何よりも願ったのは、領土問題の進展だったが、首脳会談では、全く進展がなかった。安倍総理大臣は、『共同経済活動が、平和条約の締結に向けた第一歩になる』と強調したが、その保証は全くなく、逆に四島に対するロシアの統治を政治的・経済的に後押しするだけだ。全体を通して見ると、前進どころか、後退したのではないかという不安が強い」と述べました。
日本維新の会の馬場幹事長は、大阪市にある党本部で、記者団に対し、「領土問題の解決にまで、なかなか踏み込めない状況だが、今回の首脳会談をベースに、両国の国民が交流し、ともに働き、暮らし、学んでいくことを進めていけば、問題の根本的な解決につながっていくと思う。今、日本とロシアが、同じ土俵に、同じ立場で立った状態なので、半歩でも、１歩でも、物事を前に進めていくことが大事だ」と述べました。
社民党の又市幹事長は、「『北方領土問題で２島返還』とか、『期限を区切った平和条約の締結で合意』などの期待が高まっていたが、全くの期待外れに終わった。経済協力の満額回答を勝ち取ったプーチン大統領に、『一本』取られた感じがする。北方四島での共同経済活動を行うための特別な制度についての交渉も、北方領土問題を含む平和条約締結交渉の進展に向けた足がかりとなるのか疑問が残る」などとする談話を発表しました。
日本のこころを大切にする党の中野幹事長は、「北方四島での『共同経済活動』について協議の開始を合意したことは評価する。しかし、北方領土の帰属や、『特別な制度』に対するわが国の法制度の管轄の議論が平行線をたどったのであれば、手放しで称賛するわけにいかない。わが国は、『国家の意思』として北方領土に対する主権を引き続き明確に示していく必要がある」などとする談話を発表しました。
新潟県立大学の袴田教授「日ロの温度差大きい」
ロシア政治に詳しい新潟県立大学の袴田茂樹教授は今回の首脳会談について「日ロの間で、少なくとも平和条約の問題をめぐっては、大きな温度差があるという印象だ。プーチン大統領は記者会見の大部分を経済協力の問題に割いていた」と述べて、日本とロシアの立場の違いの大きさが改めて示されたと指摘しました。
そのうえで、北方四島での共同経済活動を行うための特別な制度に関して交渉を開始することで合意したことについて「日本の法的立場を侵さずにどうやって実現するのかという疑問にこたえておらず、結論が出るとしても相当先になるだろう」と述べました。
また、北方領土問題について日本への譲歩は見られなかったと指摘し、その背景として、おととしのクリミア併合によって「かつて失った領土を取り戻した」としてプーチン大統領は国内で高い支持を集めていることから「第２次世界大戦の結果、ロシア領になったと主張している島を日本に引き渡すと国内で説明がつかなくなる」という見方を示しました。
そのうえで袴田教授は、「安倍総理大臣が自分たちの世代でなんとか解決したいという熱意を持つのは正しい姿勢だが、客観的に見て、プーチン大統領の状況を見ても解決は簡単ではないと言わざるをえない」と述べ、領土問題の解決は今後も時間がかかるという見方を示しました。
法政大学の下斗米教授「試みるに値する」
ロシアの政治に詳しい法政大学の下斗米伸夫教授は、平和条約締結の一歩として北方四島における「共同経済活動」の実現に向けた交渉を進めることで両首脳が合意した点について、「世界では２つの国家が主権を主張しあう場合に、共存する方法として、すでにノルウェーとロシアなどが取り組んだ例がある。日ロ間でも平和条約の締結に向けて試みるに値する」と指摘しました。
そして日本側が今回、過去の経緯にとらわれない「新たなアプローチ」に基づき交渉に臨んだことについて、「これまでの領土交渉は２島や４島など島の数や主権が議論となり平行線をたどった。今回は旧島民やこれからビジネスを始めようとする人など、人を中心としたメカニズムによる試みだ。一見、回り道に見えるが“急がば回れ”で、お互いの主権に触れない形で特別な国際法を作ってしまおうというものだ」と述べ、長年にわたって成果が見られなかった交渉の進展につながるものだとしています。
また今回の合意は、日本にとって北方四島の旧島民や島々を目の前にしながら自由に往来ができなかった人々の思いをくむとともに、ロシアにとっても国民に「経済協力を呼び込む」と説明できるもので、双方に受け入れ可能な合意だったとして、その意義を評価しました。
プーチン大統領 共同会見で日本側に謝意示す
ＮＨＫ12月16日 17時49分
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日ロ首脳会談を終えたプーチン大統領は安倍総理大臣とともに臨んだ共同記者会見で友好的な雰囲気の中で話し合いが出来たと日本側に謝意を示しました。
経済・政治で活発に対話
そのうえでプーチン大統領は「双方の実業界や政府関係者の参加のもと貿易や投資などについて話し合い、省庁の間で覚書も交わされた。政治的な対話も活発に行われた」と述べ、今回の訪問での成果を強調しました。
日本との経済協力に期待
経済分野の協力については「ロシアは、日本の液化天然ガスの８％を供給している。今後もロシア極東の資源を日本に供給していきたい。極東発展における日本との協力に期待する」と述べて、協力関係のさらなる強化に期待を示しました。
信頼の醸成欠かせず
平和条約の締結についてプーチン大統領は「まだ多くの課題が残っており、信頼の醸成が欠かせない。問題の解決に向けて相互協力が大事だ」と述べて、強固な信頼関係を築いていくことが重要だという認識を示しました。
安全保障分野でも協力
プーチン大統領は「朝鮮半島の情勢やテロとの戦いにおいても協力していきたい」と述べ安全保障分野でも日本との協力を進める意向を示しました。
安倍総理をロシアに招待
さらに、「ロシア・ウラジオストクで行われる東方経済フォーラムなどの機会をとらえて来年、安倍総理大臣の都合のいい時に招待したい」と述べて、来年のロシア訪問を安倍総理大臣に要請しました。
元島民の往来に最大限対応
会見の中でプーチン大統領は、北方四島の元島民から手紙を受け取ったことを明らかにしたうえで、「元島民が、これまで行けなかった地域を含めて、島々を訪問できるよう最大限の対応をしていきたい」と述べ、高齢化が進む元島民が故郷に訪問できるよう配慮する考えを示しました。
そのうえで、サハリン・旧樺太や千島列島が１９世紀以降、ロシア領や日本領となってきた歴史的な経緯にふれ、「交渉でこうした歴史的なピンポンのようなやり取りはやめたほうがいい。ロシアと日本の根本的な利益のために最終的・長期的な解決の必要性を理解しなければならない」と述べました。
島々は日ロを近づけるもの
プーチン大統領はさらに「１９５６年の日ソ共同宣言に立ち戻ると、平和条約締結後に日本に２つの島を引き渡すとなっているが、どのような形で引き渡すかは明確に定義されていない。重要なのはこの島の人々の利益を考えることだ。島々はロシアと日本を引き離すのではなく近づけるものになりうる」と述べました。
共同経済活動は平和条約に向けて重要
プーチン大統領は、「安倍総理大臣から提案された、共同経済活動のための特別なメカニズムを作ることで、平和条約の締結にむけた、最終的な決定に近づけることが大事だ。これは経済関係だけを大事にして平和条約を後回しにするということではない。私たちにとっていちばん大事なのは平和条約の締結だ。それは、長期的な展望で関係を構築することだ」と述べロシアとしても最終的に平和条約の締結を目指す考えを示しました。
日ロ首脳会談終え 報道機関向けに声明発表
ＮＨＫ12月16日 16時42分
首脳会談のあと、日ロ両政府は、北方領土での共同経済活動の実現に向けて、協議を開始するとともに、元島民の自由な往来に関して、手続きの簡素化を検討する、などとした、報道機関向けの２つの声明を発表しました。
それによりますと、北方領土での共同経済活動について、「安倍総理大臣とプーチン大統領は、協議を開始することが、平和条約の締結に向けた重要な一歩になり得るということに関して、相互理解に達した」としています。
そして、「かかる協力は、両国関係の全般的な発展、信頼と協力の雰囲気の醸成、関係を質的に新たな水準に引き上げることに資するものだ」と指摘しています。
そのうえで、「両首脳は、関係省庁に対し、漁業、海面養殖、観光、医療、環境その他の分野を含み得る共同経済活動の条件や形態などに関する諸問題について、協議を開始するよう指示した」としています。
また、「日ロ双方は、経済的に意義のあるプロジェクトの形成に努めるとともに、経済活動の分野に応じて、国際約束の締結を含む、実施のための然るべき法的基盤の諸問題が検討される」としています。
さらに、「日ロ双方は、この声明および、この声明に基づき達成される共同経済活動の調整に関するいかなる合意も、活動の実施も、平和条約問題に関する日本とロシアの立場を害するものではないことに立脚する」としています。
一方、元島民の自由な往来に関する声明では、「両首脳は、先祖の墓を訪問するための日本人の元住民の往来に関して、人道上の理由に立脚し、何よりも、参加者が高齢であることを考慮した改善を必要としていることで合意した」としたうえで、「両国の外務省に対し、追加的な一時的通過点の設置および、現行の手続きの更なる簡素化を含む、あり得べき案を迅速に検討するよう指示した」としています。
また、「双方は、これに関するあらゆる問題について、対話を継続することで合意した」としています。
声明について、外務省は、北方四島の呼び方が両国で異なることから、日ロ両政府がそれぞれ声明を発表したと説明しています。
北方領土はロシア固有＝歴史認識でけん制－プーチン大統領
　「１９４５年、ソ連はサハリン（樺太）だけでなく、南クリール諸島（北方領土）を取り戻した」。ロシアのプーチン大統領は１６日の日ロ首脳会談後の記者会見で、北方領土に関する歴史認識を披露、ロシア固有の領土との考えを強調して日本をけん制した。
　大統領は、北方領土を日本領と定めた日露和親条約（日露通好条約）に触れ、「１８５５年にプチャーチン提督が条約を締結した時、日本は初めて南クリール諸島を手に入れた」と主張。「それまではロシアの航海士が発見したため、ロシアは島々は自国に帰属すると考えていた」と語った。
　大統領は「５０年が経過し、日本は不十分と考えて１９０５年の（日露）戦争後、サハリンの半分を手に入れた」と指摘。４０年後の４５年、第２次大戦の結果として当時のソ連が島々を「取り戻した」と語った。
　２０１４年のウクライナ南部クリミア半島の併合後、国民の愛国心を追い風に大統領は高い支持率を保っている。会見では領土問題で妥協しない姿勢を内外にアピールする意図があったと言えそうだ。（時事通信2016/12/16-21:54）
「主権問題、議論せず」＝ロシア高官－日ロ首脳会談
　ロシアのペスコフ大統領報道官は１５日、記者団に対し、同日の日ロ首脳会談で「（北方領土の）主権問題は全く議題に上らなかった」と説明した。インタファクス通信などが伝えた。
　報道官は「ロシアの主権の問題は議論の対象でない」と主張した。また、北方領土問題を含む平和条約締結交渉の期限が議論されたかどうかという質問に対しても「ノーだ」と答えた。（時事通信2016/12/16-01:25）
ロシア、領土で譲らず＝「信頼醸成」で経済協力優先－日ロ首脳会談
　北方領土問題を含む平和条約締結交渉が焦点となった１５日の日ロ首脳会談で、ロシアのプーチン大統領は北方四島の帰属問題で譲歩しなかったもようだ。ロシア高官は両首脳が北方領土での共同経済活動の協議開始に関する文書の内容で合意したと表明。一方で北方領土は「ロシアの領土」で、共同経済活動はロシアの法律に基づいて行われるとの認識を示した。大統領も首脳会談で同様の立場を示したとみられる。
　大統領は９月に安倍晋三首相が出席したウラジオストクの経済フォーラムで、領土問題解決の必要性を訴え、安倍首相との信頼関係を強調。しかし、ロシアに歩み寄りの姿勢を見せるトランプ次期米大統領の下、米ロ関係の改善が見込まれるなど最近の国際情勢の変化を受け、北方領土交渉については慎重姿勢に転じたもようだ。大統領報道官は１５日、首脳会談で北方領土の主権問題は議題に上らなかったと主張。領土問題は議論の対象外であると日本側をけん制する狙いがあるとみられる。一方で大統領は「信頼醸成」の名目で日ロの経済協力を重視する姿勢を鮮明にしている。
　ロシア大統領府は首脳会談の２日前の１３日に大統領と一部日本メディアのインタビューを公表。この中でウクライナ危機をめぐる対ロ制裁について「日本は制裁に加わった。制裁を受けたまま、どうやって経済関係を発展させられるだろうか」と日本の対応を批判。ロシアに領土問題は存在しないと主張し、「ロシアとの間に領土問題があると考えているのは日本だ」と突き放した。首脳会談前の対日けん制の意図は明白だ。
　こうした発言の背景には、トランプ次期大統領が、プーチン氏が期待するような新政権の人事を行い、米ロ関係の改善が見込まれることがある。トランプ氏は国務長官に米石油大手エクソンモービルのティラーソン会長を指名。ティラーソン氏はプーチン氏と親交があり、ロシアで石油ビジネスに関与してきたことから、対ロ制裁の緩和にも前向きとみられる。
　制裁で経済が低迷するロシアは、北方領土交渉に応じる態度を見せることで日本から制裁網を切り崩そうとしていたが、米ロ関係が改善すれば日本に譲歩する必要性は低下する。
　また、プーチン大統領からは最近、「ロシアと中国の関係を戦略的パートナーシップに位置付けている」「ロシアが中国とこれほどの信頼関係を持ったことはかつてなかった」など中ロの蜜月ぶりを強調する発言が目立つ。領土問題の解決と併せて中国けん制の狙いを持ってロシアに接近する日本の意図を見透かし、揺さぶりをかけている。（時事通信2016/12/16-01:21）
日ロ首脳会談 欧米メディアはどう伝えたか
ＮＨＫ12月16日 20時55分
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安倍総理大臣とロシアのプーチン大統領との日ロ首脳会談の結果について、欧米メディアも関心を寄せています。
このうち、ロイター通信は、プーチン大統領が記者会見で、日本と平和条約を締結することが重要だと指摘したことを紹介したうえで、「多くの経済協力で合意に達したが、第２次世界大戦後、２国間の関係に影を落としてきた領土問題では大きな進展はなかった」と伝えています。この背景には、プーチン大統領は、ロシアの主権を守るという国内でのみずからのイメージを損ないたくないと考えていることがあると指摘しています。
また、フランスのＡＦＰ通信は、「日本とロシアは、２日間にわたって行った首脳会談でも、平和条約の締結を妨げてきた数十年におよぶ領土問題に対し何の解決策も見いだせなかった」として、北方領土問題では進展がなかったと指摘しました。
一方、アメリカのＣＮＮテレビは、「日本とロシアは、密接な経済協力と、７１年にもおよぶ領土問題の解決に向けてともに歩むことで合意した」と伝えています。
共同経済活動「特別な制度で」＝日ロ首脳、山口で会談－北方領土打開へ議論


会談の冒頭に握手するロシアのプーチン大統領（左）と安倍晋三首相＝１５日午後６時８分、山口県長門市の大谷山荘（代表撮影）
　安倍晋三首相は１５日夜、ロシアのプーチン大統領と山口県長門市の温泉旅館で夕食を含めて約５時間会談した。日ロ間の懸案である北方領土問題を含む平和条約締結交渉の打開に向け、北方四島での共同経済活動を「特別な制度の下」（首相）で実施することなどを議論した。ロシア高官は共同経済活動の実現へ協議開始で合意し、１６日に共同文書を発表する方向だと明らかにした。
　会談は少人数会合を約１時間２０分、平和条約交渉を中心に通訳だけを交えた１対１の会談を９５分間、続いて日ロの経済閣僚らも加えた夕食会を約２時間行った。
　首相はプーチン氏との２人だけの会談後、記者団に「元島民の故郷への自由訪問、４島での日ロ両国の特別な制度の下での共同経済活動、平和条約について率直かつ非常に突っ込んだ議論を行った」と述べた。会談の結果は１６日の東京での首脳会談後の共同記者会見で報告するとした。
　ロシア高官は共同経済活動について、「条件、態様、分野をめぐる協議開始を両国外務省などに指示することになる」と記者団に説明。４島を対象とし、ロシアの法律に基づいて行うとも述べた。ただ、日本はロシア側が主権を行使する形での実施は認められないとの立場。日本政府高官は１５日夜、「４島を実効支配しているロシアはそう言わざるを得ない」と指摘。両首脳は、双方の主権を棚上げした形での共同経済活動の実施を模索したとみられる。
　プーチン氏は１５日午後、大統領特別機で山口県入りした。大統領としての来日は２００５年以来で４回目。首相の地元の長門市へ移動し、両氏の間で通算１６回目となる首脳会談に臨んだ。日本到着が予定より３時間近く遅れたことに伴い、会談開始もずれ込んだ。
　会談の冒頭、首相は「大統領の１１年ぶりの訪日を、私のふるさとである長門市でお迎えできてうれしい」と歓迎。プーチン氏は「きょうとあすの首脳会談は、日ロ関係の前進に大きく貢献すると期待している」と応じた。


　ロシア側によると、安全保障協力では外務・防衛担当閣僚協議（２プラス２）の再開で一致した。２プラス２は、１３年１１月に初めて開催したが、ロシアのクリミア編入で中断していた。首相は記者団に「国際的な課題についてロシアが建設的な役割を果たすことの重要性を確認した」と説明。北朝鮮やシリア情勢などについても意見を交わした。
　また、人的往来を活発化するため、北方領土への査証（ビザ）なし交流の拡大や、ロシア国民に対する日本のビザ発給要件緩和なども協議した。
　両首脳は１６日に東京で首脳会談と共同記者会見を行い、８項目の経済協力プランのほか、十数本の成果文書を発表する。（時事通信2016/12/16-00:51）
「空飛ぶクレムリン」飛来＝ロ大統領特別機、核ボタンも


プーチン・ロシア大統領の特別機＝１０月１５日、インド・ゴア（ＡＦＰ＝時事）
　１５日に来日するロシアのプーチン大統領を運ぶのは、ロシア製のイリューシン（ＩＬ）９６型旅客機がベースの大統領特別機だ。豪華絢爛（けんらん）かつ執務機能を備え、「空飛ぶクレムリン」とも呼ばれる。日本にはめったに飛来せず、航空ファンの注目を集めそうだ。
　全長約５５メートル、全幅約６５メートルで、エンジン４機を搭載。機体側面に描かれたロシア国旗の白、青、赤３色のラインが印象的だ。
　量産型を基にしているが、大統領特別機はＩＬ９６－３００ＰＵという型番が振られている。「ＰＵ」はロシア語で司令所を意味する略称。ロシア軍最高司令官でもあるプーチン氏は、機上で「有事には赤いボタン（核ボタン）を押し、核攻撃の脅威に対応できる」（ロシア・メディア）とされる。（時事通信2016/12/15-06:41）
カジノ解禁へ環境整備＝菅官房長官


記者会見する菅義偉官房長官＝１５日午前、首相官邸
　菅義偉官房長官は１５日の記者会見で、カジノを中心とした統合型リゾート（ＩＲ）推進法の成立を受け、「政府としては国会の議論を十分に受け止め、ギャンブル依存症対策の強化などを含む必要な措置について、しっかり取り組みたい」と述べ、カジノ解禁に向けた環境整備を進める考えを示した。推進法は１年以内をめどにＩＲ実施法を整備するよう求めている。（時事通信2016/12/15-12:44）
朝日新聞／2016/12/15 6:00

社説　オスプレイ大破／懸念が現実になった

　米軍や政府は「不時着」だというが、翁長知事が示した「墜落」との認識こそふさわしい。
　沖縄県名護市で米軍の輸送機オスプレイが事故を起こした。海岸の集落から３００メートルほどしか離れていない浅瀬に、大破して横たわる機体の残骸は、事態の深刻さを雄弁に物語る。
　許しがたいのは米軍側の態度である。日本国内でのオスプレイの運用を当面停止したのは当然だが、在沖米軍トップの四軍調整官は抗議した副知事に対し「パイロットは住宅や住民に被害を与えなかった。感謝されるべきだ」と話したという。
　占領者意識丸出しの暴言というほかない。政府は事実確認のうえ、発言の撤回と謝罪を強く求めるべきだ。
　この事故と暴言は、沖縄が直面している現実を、多くの人に改めて思いおこさせた。
　墜落の恐怖、騒音の苦しみ、奪われる普通のくらし、重大な事故・事件をくり返しても反省しない米軍、県民より米国の顔色をうかがう日本政府……。
　オスプレイは１２年秋から米軍普天間飛行場に順次配備され、いまは２４機にまで増えた。事故機はその中の１機だ。
　同飛行場をめぐっては、オスプレイも含め、夜間早朝や人口密集地上空での飛行を制限する日米合意がある。だが県の測定によると、制限時間帯でも１日平均で１０回を超える騒音が記録され、有名無実化している。
　先月あった爆音訴訟の判決で那覇地裁沖縄支部は「米軍と国によって、住民に対する違法な被害が漫然と放置されている」と、厳しく指摘した。
　また、本島中部の宜野座（ぎのざ）村では先日来、オスプレイが水タンクをつり下げて民家上空を飛行する訓練を行っている。地元の抗議を米軍は無視し、政府は有効な手を打てないでいる。
　来週２０日に普天間飛行場の移設をめぐる辺野古訴訟の最高裁判決が予定され、２２日には米軍北部訓練場の一部返還がある。返還といっても、オスプレイの離着陸帯の新設が条件になっており、基地機能の強化との受けとめが沖縄では支配的だ。
　そんなときに起きた事故である。政府が対応を誤れば、県との間の溝はさらに深まる。
　米軍に原因の究明と徹底した情報公開を迫るのはもちろん、同様の事故が起きたとき、日本側も調査に関与できる仕組みの導入を働きかけるなど、県民・国民を向いた対応を求めたい。
　沖縄の負担はもはや限界だ。これを軽減する道を、いま一度根底から問い直す。「墜落」をその契機にしてほしい。
毎日新聞／2016/12/16 4:00

社説　オスプレイ大破／住民を危険にさらすな

　沖縄で米軍の新型輸送機オスプレイによる重大事故が起きた。 
　事故機は沖縄県・米軍普天間飛行場に配備されているもので、名護市沖約８０メートルに落ち、機体は大破した。 
　米軍が日本政府の要請を受け、安全が確認されるまでオスプレイの飛行を一時停止すると決めたのは当然だ。米軍には徹底した原因究明、積極的な情報公開、再発防止を求める。日本政府もそれらが確実に行われるよう努めてほしい。 
　米軍によると、事故は夜間の空中給油訓練中に起き、オスプレイのプロペラが給油ホースを切断した影響で損傷したことから、陸地を避けて浅瀬に「不時着」したのだという。「機体の問題ではない」と説明し、「墜落」ではないと強調している。 
　だが一歩、間違えば民家に落ち、大惨事になっていたかもしれない。 
　オスプレイは操縦が難しい輸送機と言われる。仮に機体に問題がなかったとしても、それで完全に「安全」「安心」というわけでもない。 
　同じ日の夜、別のオスプレイが機体脚部の不具合により、普天間に胴体着陸したことも明らかになった。 
　一晩でオスプレイの事故が２件相次いだのは異常だ。住民をこれ以上、危険にさらしてはならない。 
　さらに、沖縄の人々の神経を逆なでしたのが、在沖縄米軍トップのニコルソン沖縄地域調整官の発言だ。 
　ニコルソン氏は、抗議に訪れた安慶田（あげだ）光男・沖縄県副知事に対し「パイロットは住宅や住民に被害を与えなかった。感謝されるべきで表彰ものだ」と開き直ったという。 
　沖縄が過重な基地負担を引き受け、米軍機の騒音、事故、米兵の犯罪などに苦しんできた歴史に対する理解が米軍側になければ、基地を安定的に維持することは難しい。ニコルソン氏の態度は極めて不適切で、調整官としての資質をも疑わせる。 
　日本政府は抗議し、発言の撤回と謝罪を求めるべきだ。 
　オスプレイは、沖縄だけの話ではない。米軍横田基地（東京都）にも配備される計画で、陸上自衛隊も導入を進める。日本全体の問題だ。 
　今回の事故では、日米地位協定が壁となり、日本側が捜査できないことが改めて浮き彫りになった。米軍だけの調査で片づけられ、日本側は追認するという仕組みの問題は明らかだ。日本側も捜査できるよう地位協定を見直す必要がある。 
　来週は、普天間の辺野古移設をめぐる最高裁判決と、米軍北部訓練場の一部返還式典が予定されている。 
　最高裁では国の勝訴が確定する見通しだ。政府は、訓練場の返還で負担軽減を印象づけ、辺野古移設工事を再開する狙いだったが、政府ペースで進めるのは難しくなるだろう。

産經新聞／2016/12/16 6:00

主張　オスプレイ事故／究明と再発防止に徹せよ

　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）所属の垂直離着陸輸送機オスプレイが、名護市の沿岸に不時着し、大破した。
　政府は重大事故として米側に原因究明などを求めた。ケネディ駐日大使が当面の飛行停止を表明したのは当然だろう。
　オスプレイは航続距離や速さに優れ、在日米軍が導入した。その機動力の高さから、自衛隊も導入して配備する計画を立てている。
　だが、事故を契機に、沖縄では配備反対論が再燃している。米側には事故原因の説明など誠実な対応を求めたい。政府もそれを強く促すことが、オスプレイの信頼性を回復し、円滑な運用を再開するうえで欠かせない。
　米側の発表では、今回の事故の原因が機体にある可能性は極めて低いという。他の航空機からの空中給油の訓練中に不具合が起きたとされる。徹底した原因究明と日本側への説明を求めたい。
　オスプレイのパイロットは帰還を試みたが、住宅密集地にある普天間には戻らず、キャンプ・シュワブ沿岸の浅瀬に不時着する方が安全だと判断したという。その判断で、重大事故が回避されたという側面はあるだろう。
　だが、この点について、在沖縄米軍幹部が県副知事に対して「パイロットは県民に被害を与えなかった。感謝されるべきだ」と語ったという。
　この幹部は、事故について記者会見で謝罪している。副知事の強い抗議に対応する中で出た言葉のようだが、事故を起こした側が用いる言葉としては極めて不適切である。反対派を勢いづけることにもつながる。
　そうした点も含め、政府は米側に誠実な対応を重ねて要求していく必要がある。
　普天間移設をめぐっては、翁長雄志（おなが・たけし）知事が埋め立て承認を取り消したことへの訴訟で、来週の最高裁判決で国の勝訴が確実視されている。それを受け、政府は早期の工事再開を考えていた。
　今回の事故が、普天間移設問題の進展を改めて妨げる要因とならないよう、日米双方にとって万全の取り組みが必要である。
　普天間移設を含む在日米軍再編が、日米安保条約の実効性を高め、抑止力向上に資する重要性は変わらない。早期実現に向け、政府は引き続き沖縄を説得し、理解を求める努力を重ねるべきだ。

中日/東京新聞／2016/12/15 8:00

社説　オスプレイ事故／家の上に落ちていたら

　沖縄県名護市沖で米軍の垂直離着陸輸送機オスプレイが「不時着」した。起こるべくして起きた事故だ。米側は同機の飛行を一時停止すると表明したが、同機の国内配備そのものを見直すべきだ。
　大破したオスプレイの機体が無残な姿をさらしている。事故が起きたのは名護市のわずか八十メートル沖の浅瀬だった。これが人々の暮らす集落の上に落ちていたなら−。
　米側は「コントロールを失った状況でなく自発的に着水した」と墜落の可能性を否定するが、その言葉を県民が信用できるだろうか。国内の事故でありながら、日米地位協定を盾にして現場の捜査権は日本の警察にはなく米側にあるからだ。日本側は事故の原因究明や情報提供を、米側にお願いしているだけである。
　現場は米側が規制線を張り、機動隊は米軍の意向に沿って立ち入りを制限する。取材しようとする記者たちもそれに阻まれている。
　また、オスプレイの国内での重大事故は初めてだが、米国本土やアフガニスタン、ハワイなどでは墜落、不時着事故が相次いでいる。専門家は機体の特性として操作の難しさなど、その危険性についてずっと指摘してきた。
　にもかかわらず、日本政府の姿勢は甘い。二〇一二年に初めて普天間飛行場に配備された際、米側の安全だという説明を頼りに導入を決めた経緯がある。飛行モードの転換についても米側と覚書を結んでいるが、反故（ほご）にされている。最近も宜野座村の民有地上空で物資のつり下げ訓練が行われ、県民の批判を浴びたばかりだ。
　名護市より北の東村や国頭村では北部訓練場の一部返還条件としてヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）建設が強行されている。まさにオスプレイが使う施設で、県民は危険がさらに増える建設など受け入れられるはずもない。
　米側は同機の安全性を確認するまで飛行の一時停止を表明したが、沖縄への配備そのものと、ヘリパッド建設を中止すべきだ。
　オスプレイは普天間飛行場に二十四機が配備され、東京の横田基地にも配備計画がある。日本は主権国家らしく米国に対峙（たいじ）すべきで、米国に黙って従い配備を続行するのは無謀でしかない。
　ヘリパッドの年内完成を急ぐ日米両政府は二十二日に北部訓練場の返還式典を予定しているが、翁長雄志知事は出席しないと表明した。オスプレイが重大事故を起こして何をことほぐのか。工事を即刻中止し、式典も中止すべきだ。

しんぶん赤旗2016年12月15日(木)

主張　オスプレイの墜落　危険な欠陥機は直ちに撤去を

　沖縄県の米海兵隊普天間基地（宜野湾市）配備の垂直離着陸機ＭＶ２２オスプレイ１機が同県名護市安部（あぶ）の沿岸部に墜落しました。防衛省は国内初の重大事故を小さく見せかけようと「不時着」と発表しましたが、安部沿岸の岩礁でバラバラに大破した無残な姿をさらす機体を見れば、墜落であることは明白です。２０１３年１月、沖縄県内全ての４１市町村の首長と議会議長、県議らから配備撤回を求める「建白書」を手渡された安倍晋三首相をはじめ日本政府が、オスプレイの「安全性」を繰り返し宣伝し、配備を進んで容認してきた責任は極めて重大です。

沖縄全域で県民を脅かす

　開発段階から相次いで墜落死亡事故を起こし、「欠陥機」と呼ばれてきたオスプレイは現在、普天間基地に２４機が配備されています。１２年９月に１０万人以上が参加した「オスプレイ配備に反対する沖縄県民大会」の開催や１３年１月の「建白書」提出などに示された沖縄の民意を乱暴に踏みにじり、１２年から１３年にかけて強行されました。

　オスプレイ配備反対が「オール沖縄」の声になったのは、騒音被害や墜落など事故の危険が沖縄全域に及び、県民の命と暮らしを脅かすことが強く懸念されたためです。米海兵隊が１２年に発表した報告書（環境レビュー）では、オスプレイは沖縄本島のほぼ全域や伊江島に広がる米軍ヘリ着陸帯の大半（６９カ所）を使うことが明らかになっていました。

　今回、オスプレイが墜落した名護市安部の沿岸部は、安倍政権が普天間基地に代わる新基地建設を狙う同市辺野古の目と鼻の先です。オスプレイを県内のどこに配備しようが、沖縄全域が事故の危険にさらされることを証明するとともに、普天間基地の「危険性除去」のために新基地が必要だという安倍政権の口実に全く道理がないことを示しています。

　しかも、安倍政権が建設強行をもくろむ辺野古の新基地は、隣接する海兵隊基地キャンプ・シュワブやキャンプ・ハンセンなどと一体的に運用される最新鋭の巨大基地になります。東村高江で強行されている北部訓練場のヘリ着陸帯の新設などと合わせ、現在、大問題になっている住宅地上空の物資つり下げ（宜野座村）や夜間飛行などオスプレイの危険な訓練が激化することは間違いありません。

　普天間基地配備のオスプレイは、横田基地（東京都）、厚木基地（神奈川県）、キャンプ富士（静岡県）、岩国基地（山口県）などにも飛来し、訓練を繰り返しています。横田基地には、米空軍の特殊作戦用のＣＶ２２オスプレイ１０機の配備も計画されています。

　今回の墜落事故は沖縄にとどまらず、全国各地の住民の安全にも関わる大問題です。

全国に危険を広げる政府

　安倍政権が既に陸上自衛隊へのＭＶ２２オスプレイ１７機導入を決め、佐賀空港（佐賀県）への配備を狙っていることは重大です。陸自木更津基地（千葉県）には日米共同のオスプレイ整備拠点を建設しようとしています。

　安倍首相は今回の事故を受けても「飛行の安全確保が大前提だ」と述べるだけで、オスプレイ配備容認の姿勢を変えようとしません。沖縄と全国が連帯し、オスプレイの飛行中止、配備撤回を求めるたたかいを広げることが急務です。

北海道新聞／2016/12/15 10:00

社説　オスプレイ事故／やはり起きてしまった

　重大事故への懸念が、日本国内で初めて現実になった。
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）を拠点にする米海兵隊の新型輸送機オスプレイ１機が、同県名護市沖に不時着、大破した。
　翁長雄志知事が「大きな衝撃を受けている」と国に抗議し、オスプレイの飛行中止や配備撤回を求めたのはもっともだ。
　オスプレイは開発段階から墜落事故が相次いでおり、構造上の欠陥を指摘する声は根強い。
　危険性が拭えない米軍機を、普天間のような住宅密集地の中にある基地に配備すること自体、やはり根本的な問題がある。
　オスプレイの基地機能は国外の、住民被害の恐れがない場所に移すべきではないか。
　米軍側は事故機について空中給油を受ける訓練中だったと説明。燃料ホースが切れ不安定になり、普天間に戻ろうとしたが、陸地上空で不具合が生じる事態を避けるため、現場に不時着したという。
　オスプレイを巡っては、墜落や着陸失敗などによる搭乗員の死傷事故が後を絶たない。米軍側は今回の事故を重く受け止め、原因を徹底的に調査し、情報をつまびらかにせねばならない。
　理解できないのは、稲田朋美防衛相の説明である。「自発的に着水したと聞いている。墜落ではない」というが、事故機は胴体から翼がもげて大破している。墜落と受け止められても仕方あるまい。
　オスプレイは本州の各米軍基地にも飛来し、活動の幅を広げている。航空イベントで、陸自丘珠駐屯地（札幌市）に展示されたこともある。
　今回の事故で、オスプレイに対する不安が沖縄県内のみならず、全国に広がっている。
　安倍晋三首相も「重大な事故」との認識を示している。政府に求められるのは、事を穏便に済ませるための努力ではなく、国の導入計画も含め、オスプレイ配備の是非を改めて検討することだろう。
　折しも今月下旬、米軍北部訓練場（沖縄県東村など）の部分返還に関する式典が行われる。
　翁長知事は欠席の意向を事故前から表明している。県の抗議にもかかわらず、近くでオスプレイが危険な訓練を繰り返していることなどが理由だ。
　日米両政府は、式典よりも考えるべきことがあるのではないか。
　大切なのは沖縄における危険の除去である。普天間飛行場を名護市辺野古に移したところで、それは危険のたらい回しでしかない。

西日本新聞／2016/12/15 12:00

社説　オスプレイ事故／これで安全といえるのか

　ばらばらになった機体が青い海に散乱している。安全性への不安が現実化したような光景だ。
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）所属の新型輸送機オスプレイが１３日夜、名護市沖の海上に不時着した。乗員は救助されたものの、機体は大破した。米軍は「不時着」と主張するが、機体の制御を失った墜落状態だった可能性もある。日本国内でのオスプレイの重大事故は初めてである。
　事故を起こした米海兵隊のＭＶ２２オスプレイは、２０１２年から１３年にかけて普天間へ配備された。開発段階から事故が相次いでいたため、安全性に懸念があるとして沖縄では激しい配備反対運動が起きた。米軍や日本政府は「安全性は十分確認されている」として配備を押し切った経緯がある。
　今回の事故を受け、政府は米軍にオスプレイの飛行停止を要請し、原因究明を求めた。米軍も当面、国内での運用を停止すると政府に伝えた。当然の措置である。
　問題はこれからだ。沖縄では１３年にも、米軍嘉手納基地のヘリコプターの墜落事故が起きたが、米軍は事故原因が「特定されていない」としながらも、わずか１１日後に訓練を再開した。日本政府も再開に異を唱えなかった。
　今回の事故について、米軍は空中給油訓練中のトラブルだと説明している。機体や構造に問題はないと言いたいのだろう。しかし、オスプレイの特殊な構造や操縦の難しさが原因となったり、事故を重大化させたりした側面はなかったか。徹底的な究明が必要だ。
　日本政府も米軍任せにせず、主体的に調査に関与すべきである。米軍には物分かりの良い顔をして、国民の安全を守る責務をおろそかにするようでは、本末転倒とのそしりを受けるだろう。
　今回の事故を受け、沖縄でオスプレイの配備撤回を求める声が再び高まるのは必至だ。オスプレイは、陸上自衛隊が佐賀空港（佐賀市）への配備を計画している。住民の納得がいく原因究明がなされるまで、オスプレイの運用も配備計画もストップすべきである。

中國新聞／2016/12/16 10:00

社説　オスプレイ大破／地元沖縄の懸念、現実に

　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）に所属する垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイが名護市辺野古沖の浅瀬に落ちて大破した。恐れていた重大事故が、日本でも現実のものになった。
　米軍は「コントロールを失った状況ではなく自発的な着水」として「不時着」と発表した。プロペラや翼がへし折れ、胴体がちぎれた無残な光景とは隔たりがある。詭弁（きべん）としか言いようがない。集落や市街地で起きていたらと思うと背筋が凍る。
　事故を起こしたのは普天間に拠点を置く海兵隊の２４機のうち１機で、空中給油訓練の途中、プロペラが給油ホースに当たって安定を欠いたらしい。「機体に問題はない」と事故翌日に早々と説明したが、地元に十分な情報を出さない従来の米軍の姿勢とは異なるように思える。
　沖縄では米軍北部訓練場の一部返還が２２日に迫る。その条件として日本側が建設中のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）でもオスプレイの運用を想定しており、事故の波紋を小さくするために一定の説明を余儀なくされたのかもしれない。
　だが機体に差し障りがなくとも「うっかりミス」で済ますわけにはいかない。オスプレイは操縦の難しさからも安全性への疑念が拭えない。今回のように人為的な要因で事故を誘発するとすればやはり心配だ。事故後に運用を一時停止しているが、地元の理解が得られないなら訓練自体を中止すべきだろう。
　米軍から聞き捨てならぬ発言も出た。県民に代わって抗議した沖縄県の副知事に向かい、在沖縄米軍のトップが「パイロットは県民に被害を与えなかった。感謝されるべきだ」などと激高したという。怒りや不安が渦巻く住民の胸の内を無視した暴言と言わざるを得ない。「植民地意識丸出し」と副知事が批判したのも当然だろう。
　稲田朋美防衛相も米側に原因究明や情報公開を型通り求めるのでは能がない。日本の領土、領海での捜査や原因究明を阻む「壁」である日米地位協定の見直しを働き掛ける必要がある。その点、合同検証を求めた海上保安庁は筋が通っている。
　オスプレイは開発段階から事故が頻発しながら、米側の「安全」宣言をうのみにして日本が４年前、普天間配備を受け入れた。墜落の恐れが大きい飛行モードを制限する覚書は、ほごも同然だ。今月も沖縄県北部の民家上空でオスプレイによる物資のつり下げ訓練が繰り返され、不安が高まる中の事故である。
　安倍政権が事あるごとに口にしてきた「基地負担の軽減」が軽視されている内実を露呈したともいえよう。
　北部訓練場の部分返還の記念式典を、日米両政府は官邸で予定している。このままでは沖縄の県民感情を逆なでするのは明らかだ。
　沖縄だけではない。海兵隊のオスプレイは岩国基地に頻繁に飛来しており、岩国市や山口県が原因究明と再発防止策の徹底を求めた。横田基地は空軍のオスプレイが配備される予定だ。さらに陸上自衛隊にも１７機を佐賀空港に配備する計画があり、千葉県の木更津駐屯地には日米の整備拠点が置かれるという。
　こうした計画を、日米両政府はいったん白紙に戻すことを考えるべきだ。この事故の持つ意味は、それほど大きい。

陸奥新報／2016/12/15 12:05

社説　オスプレイ事故「安全性、徹底した検証を」

　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）所属の海兵隊の新型輸送機ＭＶ２２オスプレイが１３日夜、沖縄本島東海岸の名護市安部沖の浅瀬に不時着し、大破した。
　米側は今回の事故について、沖縄本島の沖合の訓練空域で、空中給油機とオスプレイなどの給油訓練を行っていた際、給油ホースが切れたため、オスプレイの機体に不具合が発生したと説明。パイロットは人命に影響のない浅瀬への不時着を選択したとする。
　大破した灰色の機体の折れ目からは内部の部品が枝のように伸びており、不時着時の衝撃の強さを物語る。そもそも不時着というより、墜落に近いのではないか。米側はパイロットが機体をコントロールできていたかのような説明をしているが、うのみにはできない。
　日本国内でのオスプレイの重大事故は今回が初めてだが、国外では相次いで事故を起こしている。乗員が死亡したものでは２０１２年４月のモロッコでの墜落、１５年５月のハワイでの着陸失敗などがあるほか、開発段階から重大事故を繰り返してきた。
　オスプレイは安全性に対する不安や懸念が完全には払しょくされないまま、１２年１０月に沖縄へ配備された。その後、国内で重大事故が発生しなかったことから、不安や懸念は徐々に薄まっていったように感じられる。だが、ついに重大事故は発生した。極めて遺憾であり、政府には米側に対して早急な原因究明と情報開示、再発防止策などを強く求めていくことが求められる。
　今回の事故が海上だったことは、不幸中の幸いだったと言えよう。沖縄では宜野座村の米軍キャンプ・ハンセン周辺で、オスプレイによる物資のつり下げ訓練が民家の上空などで繰り返されていた。もし、市街地で事故が起きていたら、取り返しのつかない大惨事となっていたことは想像に難くない。
　つり下げ訓練をめぐり、沖縄県と防衛省沖縄防衛局は今月上旬、米側に抗議したが中断されることはなかった。米側は今回の事故で、ようやくオスプレイの飛行を一時停止する方針を示したが、これまでの態度は極めて不誠実で、強い憤りを感じざるを得ない。
　米軍は横田基地（東京）に低空飛行訓練などを行う特殊作戦用のＣＶ２２オスプレイの配備を１７年に計画し、政府も自衛隊へのオスプレイ導入を計画しているが、この際、全ての計画をいったん凍結するべきではないか。
　事故機とは別のオスプレイも、普天間飛行場に胴体着陸していた。沖縄だけでなく、オスプレイの飛行ルートや、今後配備が計画される地域の住民は不安と憤りを募らせていることだろう。いま一度、徹底して安全性を検証し、不安が払しょくされるまでは飛行を再開させるべきではない。

信濃毎日／2016/12/15 10:05

社説　オスプレイ事故／徹底した究明と公表を

　米軍普天間飛行場に所属する輸送機オスプレイが沖縄県名護市沖に不時着した。
　安全性への不安を募らせる事故だ。原因を徹底究明し、つぶさに公表する必要がある。
　日本国内で初めての重大事故である。１３日午後９時半ごろに発生した。乗員５人は米軍が救助、２人がけがをしている。まかり間違えば、より深刻な事態になりかねなかった。
　米軍側によると、空中給油機から給油を受ける訓練中だった。燃料を渡すホースが切れ、機体が不安定になったという。普天間に帰還しようとしたものの、陸地の上空で不具合が生じるのを避けるため浅瀬を選んで不時着したと日本政府に説明している。
　どのような経緯でホースが切れたのか、なぜ不時着しなければならない状況になったのか…。説明通りだとしても、疑問は残る。尾翼が折れるなど胴体部分は大破した。不時着より墜落と言う方が適切なのではないか。
　プロペラの角度によってヘリコプターと固定翼機に飛行モードを切り替えられる。開発段階から事故が相次ぎ、安全性への懸念は根強い。２０１２年のモロッコでの墜落などは「人為ミス」が原因とされた。今回の事故は改めて操縦の難しさを感じさせる。
　日本政府は安全が確認されるまでの飛行停止を要請し、米側は運用を当面停止するとした。当然である。ケネディ駐日米大使は飛行再開についても日本政府と緊密に調整したいと述べている。政府は国民に対し状況を逐一、説明する必要がある。
　原因究明を米軍任せにはできない。地元の海上保安部は航空危険行為処罰法違反容疑で捜査に着手した。何があったのか、しっかり解明しなくてはならない。
　飛行の停止だけでなく、配備についても政府は米国側との交渉や再検討をすべきだ。沖縄県の翁長雄志知事は「直ちにオスプレイの飛行を中止して配備撤回を求めたい」と述べている。名護市や沖縄本島北部にある米軍訓練場の地元でも抗議の声が上がった。
　沖縄だけではない。米軍の定期整備拠点に選ばれた陸上自衛隊木更津駐屯地、経由地として頻繁に飛来している米軍岩国基地、陸自が導入する機体の配備を要請されている佐賀空港など、各地で動揺が広がっている。
　米空軍の訓練空域は長野県内を含め、全国に及ぶ。国民の間に不安を残したまま配備を進めれば反発が高まるだけだ。

富山新聞／2016/12/15 4:05

社説　オスプレイ事故／原因の徹底究明求めたい

　沖縄県宜野湾市にある米軍普天間飛行場所属の新型輸送機オスプレイ１機が海上に不時着し、大破した事故は、普天間飛行場の移設工事や米軍北部訓練場の一部返還に伴う新たなヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）建設工事だけでなく、自衛隊の配備計画にも深刻な影響を及ぼしかねない。日本側が原因究明と安全が確認されるまでの飛行停止を求め、米側もそれに応じる意向を示したのは当然である。
　事故について、防衛省が「不時着」と受け止めているのに対し、沖縄県側の認識は「墜落」と、食い違いを見せている。オスプレイの危険性をいたずらに煽ったり、逆に事故を過小評価したりせず、冷静に対応したい。米側も原因究明はもとより、情報公開を徹底して住民に不信感を持たれないようにしてもらいたい。
　海上保安部も日本側の権限に基づき、捜査に着手した。再発防止のため、日米が地位協定の壁を越えて協力することが沖縄県民の信頼維持に重要である。
　米軍によると、空中給油を受けていたオスプレイのプロペラが給油ホースを切断し、打撃を受けたことが事故につながった可能性があるという。飛行が困難になったオスプレイは、万が一を考えて市街地に囲まれた普天間から名護市のキャンプシュワブに帰投先を変えたが、及ばなかったとされる。米側の説明通りなら、パイロットの判断で市街地墜落という最悪事態は回避されたことになる。
　垂直離着陸機のオスプレイは、開発当初に事故が相次いだ。しかし、米兵の安全確保に責任を持つ米政府のお墨付きを得て、２００５年に量産が開始された。防衛省などによると、１０万飛行時間当たりの重大事故率は、沖縄配備のＭＶ２２型で２・６４（１５年９月時点）となっており、海兵隊の全航空機の平均に近い。
　近年もモロッコや米ハワイで墜落事故が起きているため、危険なイメージを払拭できずにいるが、どちらも操縦の未熟さなど人的要因によるもので、オスプレイの設計に欠陥があるわけではないとの報告書が出されている。

北國新聞／2016/12/15 4:05

社説　オスプレイ事故／原因の徹底究明求めたい

　沖縄県宜野湾市にある米軍普天間飛行場所属の新型輸送機オスプレイ１機が海上に不時着し、大破した事故は、普天間飛行場の移設工事や米軍北部訓練場の一部返還に伴う新たなヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）建設工事だけでなく、自衛隊の配備計画にも深刻な影響を及ぼしかねない。日本側が原因究明と安全が確認されるまでの飛行停止を求め、米側もそれに応じる意向を示したのは当然である。
　事故について、防衛省が「不時着」と受け止めているのに対し、沖縄県側の認識は「墜落」と、食い違いを見せている。オスプレイの危険性をいたずらに煽ったり、逆に事故を過小評価したりせず、冷静に対応したい。米側も原因究明はもとより、情報公開を徹底して住民に不信感を持たれないようにしてもらいたい。
　海上保安部も日本側の権限に基づき、捜査に着手した。再発防止のため、日米が地位協定の壁を越えて協力することが沖縄県民の信頼維持に重要である。
　米軍によると、空中給油を受けていたオスプレイのプロペラが給油ホースを切断し、打撃を受けたことが事故につながった可能性があるという。飛行が困難になったオスプレイは、万が一を考えて市街地に囲まれた普天間から名護市のキャンプシュワブに帰投先を変えたが、及ばなかったとされる。米側の説明通りなら、パイロットの判断で市街地墜落という最悪事態は回避されたことになる。
　垂直離着陸機のオスプレイは、開発当初に事故が相次いだ。しかし、米兵の安全確保に責任を持つ米政府のお墨付きを得て、２００５年に量産が開始された。防衛省などによると、１０万飛行時間当たりの重大事故率は、沖縄配備のＭＶ２２型で２・６４（１５年９月時点）となっており、海兵隊の全航空機の平均に近い。
　近年もモロッコや米ハワイで墜落事故が起きているため、危険なイメージを払拭できずにいるが、どちらも操縦の未熟さなど人的要因によるもので、オスプレイの設計に欠陥があるわけではないとの報告書が出されている。

福井新聞／2016/12/15 8:05

社説　オスプレイ不時着、大破／犠牲リスクさらに高まる

　【論説】米軍普天間飛行場所属の新型輸送機オスプレイ１機が海上に不時着した。国内での重大事故は初めてだ。胴体や翼は大破し無残な姿をさらけ出した。以前から安全性が問題視されてきたが、やはり事故は起きた。
　沖縄県の翁長雄志（おながたけし）知事は配備撤回を要求している。１７機を導入した陸上自衛隊は２０１９年度から佐賀空港に順次配備する計画で、住民らの不安が広がる。事故原因の徹底究明は当然だが、米軍の十分な情報提供がなされるかだ。早期の運行再開は許されない。
　不時着現場は普天間飛行場の移設先である名護市辺野古の米軍キャンプ・シュワブに近く、民家からは数百メートルしか離れていない。
　米軍側は、空中給油機から給油を受ける訓練中に機体が不安定化、浅瀬を選んで不時着したと日本政府に説明した。普天間へ帰還しようとしたが、陸地上空で不具合が生じる事態を避けたとする。米側説明は機体本体の故障ではないことを印象づけたいようだが、大破状況から「墜落だと認識している」と翁長知事が疑念を抱くのはもっともだ。
　あろうことか、米軍側は民家などを避けて被害を防いだ操縦士をたたえ、「感謝されるべきだ」などと高飛車な態度を取っている。日本を見下す姿勢がはからずも露呈した。那覇の海上保安本部は捜査を受け入れるよう米軍に申し入れている。決して事故を矮小（わいしょう）化させてはならない。
　日本政府は米側が飛行を一時停止し、再開についても話し合う意向を示したことを評価した。日米同盟の緊密な連携を強調する狙いだろうが、沖縄の抗議を無視して強行配備した責任は日本政府にもあるのだ。
　オスプレイは１２年７月、岩国基地に搬入され、１０月に普天間配備を開始。現在２４機が運用されている。辺野古移設に際しても配備が計画され、地元は「新基地が建設されれば危険性はさらに増す」と反発する。
　さらに、米軍北部訓練場の一部返還が来週に迫る中で、条件として日本側が建設中のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）でのオスプレイ運用が想定される。政府は早々に事故原因に言及、影響を最小限にとどめようと躍起だが、沖縄の怒りを増幅させるだけだ。
　オスプレイは、輸送能力や性能は優れていても、航空機とヘリ機能を併せ持つだけに操縦が困難。機体の大きさに比べてもプロペラが小さく、機体の転換モードでは不安定になると指摘する専門家もいる。
　開発段階から事故が続発し、１９９１〜２０００年までに４回の墜落事故が発生、３０人が死亡した。昨年５月にも米ハワイ州で訓練中、着陸に失敗し、２２人が死傷。１３日には普天間飛行場で胴体着陸していたことが判明した。
　問題の根深さは日米安全保障条約に基づく日米地位協定の不平等条約にある。米軍の軍事機密がどれだけ提供されるのか。配備要請を受けている佐賀県など他の関係自治体、住民らの不安は強まる。日本人が犠牲になるリスクは高まった。

神戸新聞／2016/12/15 6:05

社説　オスプレイ大破／沖縄県民の不安が現実に

　決して起こしてはならない事故が起きてしまった。
　沖縄県の米軍普天間飛行場に所属する新型輸送機オスプレイが名護市辺野古沖に落ち、搭乗員５人のうち２人がけがをした。空中給油の訓練中に起きた事故という。
　米軍と日本政府は「不時着」と発表したが、沖縄県は機体の破損状況から「墜落」と受け止め、オスプレイの配備撤回を求めた。
　浅瀬に横たわる事故機の映像を見ると機体はバラバラに大破し、翼が胴体部分から離れている。制御不能となったことは間違いなさそうだ。
　街中に落ちていたらどうなっていたか。１９５９年の宮森小学校への米軍ジェット機墜落、２００４年の沖縄国際大学への大型ヘリ墜落など沖縄で起きた惨事が頭をよぎる。
　普天間飛行場の移設計画で揺れる地元辺野古や、オスプレイが使用するヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）の建設が進む北部訓練場周辺で、住民から「不安が現実になった」と声が上がるのは当然である。
　今月２２日にはヘリパッド建設と引き換えに米軍北部訓練場の約半分が返還され、沖縄と首相官邸で式典が開かれる予定だ。その直前の事故に、政府関係者から「最悪のタイミング」と嘆く声が聞かれる。
　日本でオスプレイの重大事故が起きたのは初めてだ。事態を重く見た在沖縄米軍はすぐに記者会見を開き、事故原因を説明するとともに県民に謝罪した。
　現在使用中のＭＶ２２オスプレイは操縦が難しいとされ、開発段階から多くの事故を起こしている。米軍は今回の事故原因を徹底的に調査するとともに、積極的に情報を公開すべきだ。その上で、一貫して配備に反対してきた沖縄県民の声にしっかり向き合う必要がある。
　沖縄で事故を起こせば、ますます住民の反基地感情が高まることは明らかで、米軍も慎重に運用してきた。それでも事故は起きた。その事実は重い。さらに同じ日、別のオスプレイが普天間飛行場で胴体着陸していたことも明らかになった。今の機種で本当に安全を確保できるのか、疑問と言うしかない。
　事故を受けて各地の米軍基地の地元で不安の声が広がる。オスプレイは陸上自衛隊も１７機を導入し配備を進めている。日本政府は対応について再考すべきではないか。

山陽新聞／2016/12/15 8:05

社説　オスプレイ事故／安全への不安が現実に

　沖縄にとっての不安が現実になった。決して見過ごせない重大事故である。
　沖縄・普天間飛行場に配備されていた米軍の新型輸送機オスプレイが訓練中に海上に不時着、大破した。
　日本政府は安全が確認されるまでの飛行停止と原因究明を求め、米軍側も当面の飛行停止を決めた。「大変遺憾。オスプレイ飛行の安全確保が大前提だ」と安倍晋三首相も言うように、徹底的な原因究明が不可欠だ。
　事故を起こした機体は名護市の岸から約８０メートルの浅瀬で、胴体や翼が分離した状態で見つかった。乗員５人は救助され、２人がけがをした。
　事故はなぜ起きたのか。米軍の説明では、空中給油の訓練中にプロペラが給油ホースを切断して機体が不安定になり、陸地の上空での不具合を避けようと、浅瀬を選んで不時着した。機体はコントロールを失っておらず、パイロットの意思で着水したという。
　だが、機体が大破した現場を見る限り、墜落に近いようにも思える。「あわや」の状況にはなかったのだろうか。
　オスプレイは開発段階からトラブルが相次ぎ、安全性への疑問が指摘される輸送機である。これまでに墜落事故などで３０人以上が死亡した。昨年５月にもハワイで着陸に失敗し、２人が死亡した。
　そのため沖縄への配備をめぐっては県民が激しく反対運動を展開。米軍が強行する形で２０１２年１２月から本格運用が始まった。
　現在、沖縄には２４機が配備されている。飛行訓練が頻繁に繰り返され、住宅地が密集している普天間飛行場周辺だけでなく、飛行ルートで住民を巻き込む事故が起きないか心配されてきた。
　今月には、オスプレイが訓練で何らかの物体をつり下げて民家の上空を連日飛行する様子が見られ、不安が広がっていたという。県民には配備や訓練がなし崩し的に拡大されたとの不満が強い。
　在沖縄米軍トップが「沖縄の人々に謝罪する」と記者会見で異例の発言をしたのも、県民感情を沈静化させたい思惑があるのだろう。
　だが、別のオスプレイが普天間飛行場で胴体着陸していたことも明らかになった。過剰な基地負担を強いられてきた沖縄が、一連の事故で態度を硬化させるのは当然だ。県は配備の撤回をあらためて求めた。米軍だけでなく、日本政府も厳しく受け止めねばならない。
　衝撃は全国各地に広がっている。オスプレイは東京、静岡などの米軍基地にたびたび飛来するほか、山口・岩国基地への２６年までの配備が予定されている。輸送能力の高さが評価され、陸上自衛隊も１９年度からの佐賀空港への配備を地元に要請中だ。
　こうした地域で理解を得ることは一層難しくなろう。だが、安全への懸念を払拭（ふっしょく）しないままの運用や配備は絶対にあってはならない。

愛媛新聞／2016/12/16 10:05

社説　オスプレイ大破／原因の徹底究明と情報の公開を

　バラバラになった機体と乗組員２人のけが。どう見ても「墜落」だ。米軍普天間飛行場所属の新型輸送機ＭＶ２２オスプレイが事故を起こして、沖縄県名護市沖の浅瀬で大破した。米軍は「不時着」と表現するが、事故を矮小化しようとする意図がありあり。「コントロールを失った状況ではない」（稲田朋美防衛相）とかばう日本政府にも失望を禁じ得ない。
　米軍が、安全点検を終えるまでオスプレイの運用を停止すると発表したのは当然だ。空中給油訓練中にプロペラが給油ホースに当たって損壊したことが事故原因となった可能性があると説明している。しかし、航空危険行為処罰法違反容疑での捜査受け入れを要請した第１１管区海上保安本部（那覇）に対し、米軍は回答しないまま機体の回収作業を始めた。日米地位協定を盾に協力を拒む可能性が高い。
　政府は米軍に対し、再発防止と原因の徹底究明、情報公開を求める必要がある。単なる「操縦ミス」で済ませられる問題なのかどうかを見極めるべきだ。
　許せないのは在沖縄米軍トップの発言だ。抗議に訪れた沖縄県の副知事に対し「パイロットは県民に被害を与えなかった。感謝されるべきだ」と話した。激高し、謝罪の言葉もなかったという。「植民地意識丸出し」（副知事）の態度も含めて、改めて謝罪を強く求めたい。
　事故と同じ日、別のオスプレイが普天間飛行場で胴体着陸したことも分かっている。開発段階から指摘されてきた安全性への疑問がまったく解消されていないことを憂慮する。
　オスプレイは２０１２～１３年に、計２４機が普天間に配備された。陸上自衛隊も１７機を導入、１９年度から佐賀空港に配備することを地元に要請している。
　沖縄県の翁長雄志知事が日米両政府にオスプレイの配備撤回を求めたほか、佐賀県の山口祥義知事も徹底的な原因究明がない限り、配備は「あり得ない」と述べた。オスプレイが訓練で利用する基地などを抱える自治体からも、飛行中止を求める声が相次いでいる。日本政府はそうした不安を真摯に受け止め、配備計画の見直しなどを米軍に求めるべきだ。
　とりわけ沖縄では、北部訓練場の未返還区域で、オスプレイが運用されるヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）が建設中。宜野座村では今月、オスプレイが何らかの物体をつり下げ、民家上空を飛行する訓練を連日行っている。墜落や騒音への懸念から、地元住民らが反対している。今回の事故で、沖縄県民の反発はさらに強まっている。
　政府は、普天間飛行場の移設を実現するため、海上の埋め立て工事を年明けにも再開する構えを見せている。このまま工事を強行すれば、政府と沖縄県の対立は激化する一方だ。
　沖縄の基地負担をこれ以上増やしてはならない。オスプレイの事故を機に、根本的な軽減策を検討するべきだ。

高知新聞／2016/12/15 10:05

社説　オスプレイ事故／国は毅然とした対応取れ

　恐れていたことが現実となった。
　米軍の新型輸送機オスプレイが沖縄県名護市沖に不時着し大破した。搭乗員５人は救助されたが、２人がけがを負った。
　陸地から８０メートルしか離れていない浅瀬。機体はプロペラがちぎれ翼がもげるなど、胴体部分がバラバラの無残な姿をさらしている。住宅密集地だったら大惨事となっていた。
　米側は空中給油訓練中、燃料ホースが切れて機体が不安定になった、と説明。陸地上空で不具合となるのを避けるため、浅瀬に不時着したとしている。在沖縄米軍トップのニコルソン沖縄地域調整官は「パイロットは県民に被害を与えなかった。感謝されるべきだ」と述べた。
　この傲岸（ごうがん）不遜さは何だろう。
　これではオスプレイの配備や運用、ひいては日米安保条約に基づく在日米軍の活動への理解など、到底得られるはずがない。
　オスプレイは開発段階からトラブルが相次ぎ、海兵隊員らが死亡する墜落事故も度々起きている。米軍はその都度、操縦士の技量など人為的ミスを原因に挙げ、機体の構造上の欠陥は否定してきた。
　日本政府も米側の「安全宣言」を受け入れ、沖縄への配備のほか陸上自衛隊への導入計画を進めている。それでも今回、国内では初となるオスプレイの重大事故が起きた。米側の説明を「うのみ」にしてきた政府の責任も問われよう。
　航空機とヘリコプターの機能を併せ持つオスプレイは、ヘリモードで降下する際、速度など一定の条件が重なると回転翼が生み出す空気の渦に入り込んでしまう。そうなると揚力を失い、制御不能に陥る構造的な問題も指摘されている。
　そもそも人為ミスによる事故が続発すること自体おかしい。ミスを誘発する機体の欠陥がありはしないか。そんな疑問も浮かんでこよう。
　今回の不時着に関しても、稲田防衛相は「コントロールを失った状況ではなく自発的に着水したと聞いている。墜落ではない」と強調している。安全性が確認されるまでの間、オスプレイの飛行停止も要請し、米軍も受け入れた。
　しかし安全を確認するには原因の究明が大前提だ。そのためには米軍の調査や発表に頼るだけではなく、日本側も主体的に事故の捜査に携わることが欠かせない。
　ところが現状では「米軍基地外での米軍機事故に関するガイドライン」によって、事故機の残骸や部品は米軍が管理する決まりとなっている。日本政府は合同調査を阻むこうした「壁」を、一つ一つ取り払っていかなければならない。
　９月には米攻撃機ＡＶ８ハリアーが沖縄本島沖に、今月もＦＡ１８戦闘攻撃機が本県沖に墜落した。米軍機事故で国民の命が脅かされている。脅威の根本には日本の空を自由に航行することを認めた日米地位協定がある。状況の打開へ地位協定の改定も見据えた、毅然（きぜん）とした対応が政府には求められる。

佐賀新聞／2016/12/15 6:05

論説　オスプレイ事故

　米軍の新型輸送機オスプレイが沖縄県名護市の海に落ちて大破した。同機は海外で事故が続いており、安全性が問題視されていたが、国内で初めての事故となる。沖縄県民が抱いていた不安が現実化した形になり、佐賀空港への配備計画にも影響を与えそうだ。
　海の浅瀬には原形をとどめず、バラバラになった機体が散乱していた。米軍の乗組員５人が無事だったことは幸いだった。しかし、現場近くには住宅街がある。民家に落ちていたらと想像すると、ぞっとする。
　沖縄県は国が進める米軍普天間飛行場の辺野古移転について反対を唱え続けている。同県では大学敷地内にヘリコプターが墜落するなど米軍機の事故が相次いだ。翁長雄志知事が「とんでもないこと」と怒るのはもっともだ。
　オスプレイは両翼に可動式のプロペラがあり、飛行機のように速く飛べるだけでなく、ヘリコプターのように垂直離着陸できる。活用範囲が広い新型機として期待も大きい。しかし、米兵２人が死亡した昨年５月のハワイの墜落事故など海外で事故が続いている。
　米軍は今回の事故について「空中給油の訓練で、給油機の燃料ホースがオスプレイのプロペラで切れて、機体が不安定になった」と説明し、機体そのものが事故原因でないことを強調する。
　ただ、その程度のトラブルが事故につながるのならば、やはり、どこか構造上に問題があると考えるべきではないのか。米側は過去の事故で、いずれも「人為的なミスが主要因」と総括しているが、今回は十分な検証を求めたい。
　日本も１機１００億円超の大金で購入し、自衛隊機として使用する計画だ。今、しっかり安全性を調べておかないと、操縦する自衛隊員が危険にさらされるし、今後の事故も「人為的なミス」で片付けられる恐れさえある。
　気になるのは事故について、日米ともに「不時着」という言葉を使い続けている点だ。不時着とは、操縦者の制御がきく状態で、目的地以外に緊急着陸することを意味する。
　機体が大破している状況を見れば、「墜落」ととれる。在沖縄米軍トップの「パイロットは県民に被害を与えないように不時着した。感謝されるべきだ」という説明には強い違和感を覚える。
　事故の影響を最小限に抑えようという意図でもあるのだろうか。米軍のトラブルはいつも日米同盟の厚いベールに包まれ、十分な情報が出てこない。日本政府も過剰な配慮で米軍をかばう。この構図が今回の「不時着」事故でも出てきて、検証が不十分なまま終結しないか不安もある。
　防衛省は今、佐賀空港へのオスプレイ配備計画をめぐり、佐賀県と交渉を続けている。配備予定の１７機はすべて事故機と同型機だ。また、米軍が訓練で佐賀空港を使用する可能性も残っており、事故は無関係とは言えない。
　山口祥義知事が「原因がうやむやのままで、受け入れの判断をすることはありえない」と徹底的な究明を求めているが当然だろう。
　佐賀県の場合、住宅街に落ちるのも恐ろしいが、海に落ちてもノリ漁など漁業に甚大な被害を与える。安全性に不安を抱えた機体が国防に貢献するということは考えられない。（日高勉）

宮崎日日／2016/12/16 8:05

社説　オスプレイ事故

◆徹底した原因究明と説明を◆
　米軍の新型輸送機オスプレイが沖縄県名護市辺野古近くの浅瀬に突っ込み、大破した。
　政府は米側に安全が確認されるまでの飛行停止と原因究明を要請。米軍は「安全性の点検が必要な限り飛行させない」としている。
　ただオスプレイは開発段階から海外で墜落死亡事故などが相次ぎ、安全性への懸念が根強い。政府はオスプレイの安全性に責任を持てるのか。危険はあっても日本の安全保障上仕方ない-などと考えてはいないか。徹底した原因究明と情報開示、さらに安全確保について納得のいく説明を求めたい。
海外で相次いだ墜落
　宜野湾市にある米軍普天間飛行場に２４機が配備されている沖縄では「住民を巻き込む事故が起きてからでは遅い」と飛行停止を求める声が絶えなかった。国内初の重大事故はそんな中で起きた。
　普天間飛行場の辺野古移設を巡る国と県の対立もあり、地元の反発はかつてないほど強まっている。事は沖縄にとどまらない。陸上自衛隊が導入を決めた１７機を佐賀空港に配備する計画があるほか、山口の米軍岩国基地や東京の米軍横田基地にも順次配備予定だ。千葉には定期点検の拠点があり、飛行訓練ルートは全国にまたがる。
　オスプレイは主翼の両端にあるプロペラの角度を変え、ヘリコプターのように垂直離着陸したり、固定翼機並みに高速飛行したりできる。最大速度や搭載量、航続距離のいずれも輸送ヘリより優れ、災害派遣にも適しているといわれる。しかし事故が絶えない。
　開発段階の１９９０年代から２０００年にかけ墜落事故が相次ぎ、計３０人が死亡。０７年に実戦配備されて以降もモロッコで４人が死傷し、米本土でも５人が負傷した。この２件について米側は、いずれも「人為ミス」で機体に問題はないと日本側に報告している。
　ただオスプレイはその特徴ゆえに操縦が難しいとされ、専門家から危険性が指摘されている。
あきれた「感謝」発言
　米軍によると今回は空中給油訓練中に事故機のプロペラが給油ホースに当たり、破損。辺野古のキャンプ・シュワブ沿岸を目指し、集落を避けて「不時着」させたという。機体はばらばらで「墜落」にしか見えないが、深刻な事故でないと印象づけたいのだろう。
　それにしても米軍側が沖縄県側に「パイロットは県民に被害を与えなかった。感謝されるべきだ」と発言したのには驚いた。不安が現実のものとなった地元の怒りを理解していないというほかない。
　米軍は「機体に問題はない」と強調している。そうだとしても安全ということにはならない。政府は事故の状況や原因について、詳細な情報提供に努めるべきだ。そのためには、日米地位協定の壁に阻まれ、米軍機の事故などが起きたときに日本側が捜査や原因究明に主体的に関与できない現在の仕組みを見直すよう、米側に働き掛けていくことが必要になる。

社説　[オスプレイ大破] 総点検まで運用停止を
南日本新聞12/15 付
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）所属の新型輸送機オスプレイ１機がおとといの夜、名護市沖の浅瀬に不時着した。
　胴体付近から翼がもげて大破した機体を、海面にさらす無残な姿に軍用機の面影はない。
　日本でオスプレイの重大事故は初めてだ。乗員５人は米軍が救出したが、人家などに落ちていたらと思うとぞっとする。
　沖縄県の翁長雄志知事は沖縄防衛局長に「オスプレイの配備撤回を求めたい」と述べた。県民の安全を守る立場から当然だろう。
　稲田朋美防衛相も在日米軍に、安全が確認されるまでの飛行停止と原因究明を要請した。翁長知事と同様、配備見直しに踏み込むぐらいの姿勢で臨むべきだ。
　米軍は事故を重く受け止め、原因究明を徹底してもらいたい。
　同時に、日本側に説明した「自発的着水」についても真相を明らかにするため、第１１管区海上保安本部（那覇）の捜査を受け入れるべきだ。
　機体が大破しているのになぜ墜落ではないのか、国民が納得する説明が必要である。
　事故現場は、普天間飛行場の移設先である名護市辺野古の米軍キャンプ・シュワブからわずか湾一つ挟んだ所にある。
　移設に反対する沖縄県と名護市が「基地ができればオスプレイの危険度が増す」と、反発を強めるのは避けられまい。
　オスプレイは主翼両端のプロペラの角度を変えて、ヘリコプターのような垂直離着陸と固定翼機並みの速度での飛行ができる。
　だが、開発段階から事故が相次ぎ安全性が懸念されてきた。
　１９９１～２０００年に起きた４回の墜落事故で３０人が犠牲になった。量産決定後の１２年から１５年にかけては、モロッコや米・ハワイでの墜落事故などで海兵隊員らが死傷した。
　事故機のほとんどは海兵隊仕様のＭＶ２２で今回もそうだった。在日米軍は普天間飛行場に２４機配備している。
　そのうち数機が、海上自衛隊鹿屋基地で予定される米軍岩国基地（山口県）の空中給油機の訓練に参加することになっている。
　鹿屋でのオスプレイの訓練は地上給油とされるものの、飛来してくることに変わりはない。防衛省は「ＭＶ２２の安全性を確認した」としていたが、実際に事故は起きたのである。
　オスプレイは陸上自衛隊が１７機の導入を計画するなど国内で増える恐れがある。その導入や鹿屋での訓練前に全機を総点検し、終わるまでは運用停止を求めたい。
琉球新報／2016/12/17 6:05

社説　墜落現場過剰規制／米軍に国内法適用せよ／主権... 

　日本側が捜査を申し入れても回答さえしない。報道陣には正当な理由もなく退去を求める。そこが民間地域であるにもかかわらずだ。米軍の傍若無人な振る舞いは到底認められない。
　主権を侵されても日本政府は問題にすらしない。独立国の誇りを捨てて米国を優先することで生じた歪（ひず）みが、沖縄県民の平穏な暮らしを脅かし続けているのである。 
　日本が国民の基本的人権を保障する真の法治国家ならば、米軍の治外法権を認める日米地位協定を破棄して米軍に国内法を適用し、厳しい規制の網をかけるべきだ。
　世界基準と乖離 
　名護市安部の海岸で発生したオスプレイ墜落事故は、２００４年の沖国大米軍ヘリ墜落事故を受けて、日米が取り交わした基地外での米軍機事故に関するガイドライン（指針）が適用される事案だ。 
　だがこの指針も事故機の管理や原因調査を米軍が優先的に行うことに変わりはない。民間地域での米軍の治外法権にお墨付きを与える屈辱的なものだ。オスプレイ墜落事故でも、その弊害が現れた。 
　その一例が日本の捜査権が阻まれていることだ。第１１管区海上保安本部は米軍側に捜査を申し入れたが、放置されている。事故原因解明に欠かせないフライトレコーダーは米軍が回収した。 
　海保は航空危険行為処罰法違反で捜査に着手したが、捜査難航を懸念せざるを得ない。米軍は自らの非協力姿勢で「良き隣人」ではないことを示した。 
　規制の在り方も問題だ。米軍が浜を分断する形で張り巡らせた規制線の中に置かれたオスプレイの残骸を機動隊が警備したことは、米軍の機密を守ることに主眼を置いているためだろう。住民の安全を確保する意思は一切感じられない。 
　指針は「事故現場を可能な限り小さく設定」した上で規制することを求める。名護市議らの抗議で、米軍が規制範囲を縮小したことは、米軍が意のままに規制していることの表れだ。それを問題視しない日本政府は米軍の指針違反を容認していることになる。 
　このような米軍優先は世界基準と大きく乖離（かいり）している。 
　イタリア国内の全米軍基地は、イタリア軍司令官の下に置かれている。米軍は重要な行動をイタリア側に全て事前通告し、演習、軍事物資・兵員の輸送、事件・事故でもその発生を通告することが課せられている。米軍機事故の検証もイタリア側が主導権を持つ。 
　これが主権国家としてあるべき姿である。米国を上位に置く日本とは対照的である。日本政府はイタリアを見習うべきだ。
　市長業務を妨害 
　墜落現場では、米軍が報道陣に現場から離れるよう要求した。指針によれば、現場にいる県警が報道陣を含む「見物人」の「整理」を担当する。県警がいない場合は米軍が整理できるが、県警は今回、その場にいた。一時的であれ、指針を無視した米軍の退去要求は指針に明らかに反する。 
　米軍だけではない。県警の対応にも問題はある。稲嶺進名護市長が現場に近づくことを制止したことだ。 
　指針では、事故現場を行政上管轄する地方当局が必要な業務を適宜行うことを認めている。 
　市長は事故現場を行政上管轄する地方当局のトップである。墜落事故の被害状況確認は市長にとって必要な業務だ。市民の安全に大きな責任を負う市長の業務を妨害することは、あってはならない。 
　稲嶺市長は「地元の人たちも私も含めて現場に近寄れない。こんな不合理な世界があるのか。ここは沖縄か、名護市か」と憤った。当然である。 
　民間地域でありながら、過剰な規制によって市長でさえも正当な業務を阻まれる。こんな異常な状況をいつまでも放置してはならない。日本政府は主権国家としての務めを果たすべきだ。醜いまでの米国優先に終止符を打たねば、真の独立国とは言えない。

琉球新報／2016/12/16 6:05

社説　欠陥機配備撤回要請／飛行再開はあり得ない／返... 

　オスプレイの連続事故に対する県民の強まる危機感と怒りに向き合うそぶりさえ見えない。政府が県の要求をことごとく拒否するのは事故を重く受け止めていないからではないのか。
　翁長雄志知事がオスプレイは欠陥機だとして、沖縄配備撤回を政府に改めて要請した。墜落、胴体着陸とオスプレイの事故が相次ぎ、当然の要求だ。 
　だが、若宮健嗣防衛副大臣は安慶田光男副知事を訪ねた際、撤回要求を拒否し、それどころか辺野古新基地建設推進を明言した。 
　安倍政権には沖縄の過重な米軍基地負担の軽減を一切期待できないことが改めてはっきりした。県民軽視許されない 
　稲田朋美防衛相は翁長知事の抗議に対し「安全性に関して県民のみならず国民も重大な関心を寄せているオスプレイの今回のような事故に関して非常に遺憾である」と述べた。 
　だが「遺憾」の真意は何なのか。事故で県民が恐怖を感じたことではなく、辺野古新基地に支障が出ることを「遺憾」としているようにしか聞こえない。 
　その証拠に稲田防衛相は１４日、オスプレイ墜落事故の辺野古新基地建設計画への影響について「関係者が誠実に履行していくということだと思う」と述べている。新基地建設を推し進めることしか念頭にないのではないか。 
　オスプレイの安全性が疑われ、事故原因も確定しない中での新基地推進発言は無神経すぎる。そもそもオスプレイは沖縄本島全域を飛び回っており、新基地ができたからといって県民が危険にさらされる状況は変わらない。県民からすれば、飛行再開はあり得ない。 
　翁長知事との会談で、稲田防衛相は「県民と国民が理解して、安全だということがない限り、飛行することはやめてほしいと（在日米軍トップのマルティネス司令官に）申し入れた」と述べ、「県民の理解」がオスプレイ飛行再開の条件とも受け取れる発言をした。 
　だが、稲田防衛相は事故は「不時着水」だとし、墜落とは見なしていない。オスプレイは安全で、墜落原因である訓練を改善したとして「安全宣言」することは目に見えている。 
　若宮防衛副大臣は安慶田副知事との会談で「東アジアの不安定な安全保障環境で、欠くべからざる装備になっている」として、オスプレイの配備撤回要求を拒否した。 
　理解し難い。百歩譲って東アジアの不安定な安全保障環境にオスプレイが貢献しているとしても、沖縄県民の犠牲はどうでもいいのか。県民軽視は許されない。重み受け止めるべきだ 
　翁長知事は北部訓練場過半の返還式典について「重大な事故を起こしたオスプレイが代替施設であるヘリパッドで運用されるのは極めて問題であり、返還式も行うべきではない」とし、開催自粛を求めた。これも当然の要求である。 
　北部訓練場過半の返還は、オスプレイが使用するヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設が条件である。ヘリパッドは東村高江の集落を取り囲むように配置されている。住民のことを考えれば、盛大に祝えるものではない。 
　翁長知事と面談した杉田和博官房副長官は、みんなで努力して返還まできたとして「開催したい」と拒否した。 
　一体、政府がどんな努力をしてきたというのか。 
　総面積約７８００ヘクタールのうち約４千ヘクタールの広大な土地が返ってくるが、米軍が使用できない土地を返すだけのことだ。その見返りに、政府が住民らの反対を押し切って、米軍にとって使い勝手のいいヘリパッドを造ることを努力と言えるのだろうか。県民を愚弄（ぐろう）する返還式典はやめるべきだ。 
　翁長知事は「開催を見直さない場合、多くの県民の思いが踏みにじられ、政府への強い不信感をもたらすことになる」と稲田防衛相に伝えた。その言葉の重みを政府は受け止めるべきだ。

琉球新報／2016/12/15 6:05

社説　オスプレイ墜落／海兵隊撤退しかない／訓練場返...

　この危険で不気味な灰色の機体が飛ぶ限り、どこに落ちてもおかしくない。県民の命と尊厳を守り、犠牲者を出さないためになすべきことが一層鮮明になった。 
　それは危険機種の撤収にとどまらない。欠陥機を運用する在沖米海兵隊の全面撤退と辺野古新基地、高江ヘリ着陸帯の建設断念を強く求める。 
　海兵隊の垂直離着陸機ＭＶ２２オスプレイが１３日夜、名護市安部の海岸に墜落した。多くの県民が「落ちるべくして落ちた」と背筋が凍る恐怖感を味わっている。 
　沖縄配備を強行した上、危険な訓練を放置する日米両政府への強い怒りが基地の島に充満している。 見苦しい矮小化 
　日米両政府は北部訓練場の過半返還の記念式典を２２日に催す予定だが、東村高江のヘリ着陸帯建設を急ぐ強権的対応が強い反発を招く中、墜落事故まで起きた。式典強行は県民感情を逆なでする。 
　翁長雄志知事は式典中止を要求した。北部訓練場は返還を前に基地機能強化が際立ち、安倍政権が口にする「負担軽減」は虚飾に満ちている。安倍政権で「基地負担軽減」を担う菅義偉官房長官は式典中止を決断すべきだ。 
　海兵隊によると、事故機は空中給油を受ける訓練中に切れた給油管がプロペラを破損し、不安定になったという。制御できなくなったから海に落ちたのだ。墜落の衝撃で機体はバラバラになって波間に漂った。それでも海兵隊と日本政府は「不時着」と言い張る。オスプレイが使う辺野古新基地計画などへの影響を抑えようとする矮小（わいしょう）化は見苦しい。 
　墜落の要因は激しい訓練にもある。高江ヘリ着陸帯への離着陸の頻度は増し、宜野座村や金武町の抗議をよそに、騒音防止協定に抵触する深夜まで両町村の住宅地上空で物資宙づり訓練が続いている。 
　そして、今回の墜落は風速が強い暗闇の中での空中給油訓練中に起きた。練度向上を最優先し、民意を無視して危険な訓練を強行する海兵隊の組織体制、人権意識の希薄さが引き起こしたのだ。同じ日の夜、配備先の普天間飛行場に別のオスプレイが胴体着陸していたことも明らかになった。 
　海兵隊の安全管理は全く機能していない。オスプレイを巡り、２０１２年に全４１市町村長と議長が建白書に署名し、「オール沖縄」で配備に反対した。今も建白書は生きている。翁長県政は海兵隊撤退にこぎ着ける包括的基地施策を立案し、日米政府との折衝力を高めてもらいたい。 県民見下す暴言 
　駐留する地の住民感情を全く認識していない。この人の思考回路はどうなっているのか。米軍統治下に逆戻りしたかと錯覚する。 
　安慶田光男副知事の抗議に対し、在沖海兵隊トップのニコルソン四軍調整官は「操縦士は住宅、住民に被害を与えなかった。県民に感謝されるべきだ。表彰ものだ」とのたまい、抗議されること自体に不満を示した。机をたたき「政治問題にするのか」と開き直る場面もあった、という。 
　沖縄を見下す「植民地意識丸出し」（安慶田副知事）の暴言だ。トップの姿勢が軍隊組織に悪影響を及ぼす。海兵隊は沖縄社会と到底相いれない異物と化している。一刻も早く姿を消してもらいたい。 
　県内での米軍機墜落は今年２件目で日本復帰後４８件目だ。年に１度以上、米軍機が落ちる都道府県がどこにあるのか。オスプレイは試作段階を含めて墜落事故が相次ぎ、３７人が犠牲になっている。 
　この欠陥機が飛び続ければ、墜落などの重大事故は避けられない。安全対策を尽くすといっても新たな犠牲を防ぐ担保にはならない。沖縄の空から消えてもらうしかないのである。 
　海上保安庁の合同検証要求に対する米軍の返答はなく、現場から報道陣を遠ざけるよう県警に規制を促す場面もあった。日本の主権が発揮できない現場統制、日米地位協定の欠陥も正さねばならない。

沖縄タイムス／2016/12/15 8:05

社説　オスプレイ墜落／海兵隊撤退へ舵を切れ

　もはや悠長なことを言ってはいられない。政府や米軍が事態の沈静化を優先し、その場しのぎの対応に終始するのであれば、犠牲者を出す前に、私たち自身が強い意思と覚悟をもって対処していかなければならない。
　米軍普天間飛行場に所属する垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイが１３日夜、名護市安部沿岸の浅瀬に墜落した。
　プロペラがちぎれ、尾翼が折れ、胴体部分はバラバラに大破していた。機体が相当な衝撃を受けたということである。
　米軍の説明によると、本島の東約３０キロの上空で夜間の空中給油訓練中、給油機のＫＣ１３０からオスプレイに燃料を送るホースが切れ、それが原因で不具合が生じた。
　同じ日の夜、別のオスプレイは、着陸装置に問題が生じ、普天間飛行場に胴体着陸していた。
　キャンプ・ハンセンに隣接する宜野座村城原区の上空では１２月に入って、オスプレイによる物資つり下げ訓練や夜間の旋回飛行訓練が続いた。　１２日には城原区（崎濱秀正区長）が沖縄防衛局や県を訪ね、ファルコンと呼ばれるハンセンの着陸帯の撤去とつり下げ訓練の即時中止を申し入れたばかりである。その直後の、オスプレイの重大事故。　だが、安慶田光男副知事の抗議を受けた在沖米海兵隊トップのニコルソン四軍調整官は「遺憾に思う」としながらも、かなり興奮した様子で、
「パイロットは住民にも住宅にも被害を与えなかった。パイロットのすばらしい行動は感謝されるべきだ」とテーブルをたたいてまくし立てた、という。
　この発言に見られるのは、典型的な「軍人の論理」「軍隊の論理」である。
　県を代表して抗議した安慶田副知事に逆ギレしたということは、四軍調整官としての資質に著しく欠けることを自ら暴露したようなものだ。
　外務省や防衛省は、沖縄で「住民第一」ではなく「米軍ファースト」の基地政策を取り続けている。その結果、米軍の権利主張が強まり、過重負担の解消を求める県民の取り組みに露骨な敵意を示すようになった。
　安全が確認されるまでオスプレイの飛行を停止する、と米軍は言う。機体の欠陥や故障などが原因でないとすれば、どういう方法で安全を確認するのか。
　住民生活への影響なしに、この狭い島で訓練を繰り返すことはおよそ不可能であり、墜落の危険と不安は絶えずつきまとう。
　もはやオスプレイの配備撤回と海兵隊撤退を求め舵（かじ）を切る以外に、抜本的な解決の道は見いだせない。
　全市町村長が署名し、安倍晋三首相にオスプレイの配備撤回を要請した「建白書」の精神に立ち返るときだ。
　海兵隊撤退によって安全保障上の不安が高まるのであれば、本土側が引き取るか、グアム、ハワイを含むアジアへの分散配備をもっと進めるべきだ。
　沖縄に犠牲と負担を押しつけ続ける安全保障政策は維持できない。
　まず成すべきことは、米軍普天間飛行場の一日も早い運用停止に向け、早急に日米協議を開始することである。
　当面の緊急措置としては、宜野座村城原区に隣接するキャンプ・ハンセンのヘリパッドや、東村高江を取り囲むように設置された北部訓練場のヘリパッドを使ったオスプレイ訓練を中止することだ。
　犠牲者を出してからでは遅い。
　政府は２２日、北部訓練場の約半分の返還に合わせ、記念式典を開く。
　負担軽減をアピールする狙いがあるのだろう。だが、面積を減らすことが直ちに負担軽減につながるわけではない。高江の人々からすればヘリパッドの移設は、被害の拡大にほかならない。
　オスプレイの墜落事故が起き、宜野座村城原区や東村高江の人々がオスプレイ訓練に悲鳴を上げているこのときに、ほんとうに式典を開くつもりなのか。「政治ショー」を中止し、両地域の被害をなくすことに傾注すべきである。

朝日新聞／2016/12/16 6:00

社説　カジノ法成立／課題の解決策を示せ

　カジノを含む統合型リゾート（ＩＲ）の整備を政府に促す議員立法のカジノ解禁法が国会で成立した。
　刑法が禁じる賭博にあたるため日本で認められてこなかったカジノの合法化に対し、国民の抵抗感は強い。自民党と日本維新の会を中心とする推進派が異論を押し切り、法成立を急いだことは極めて残念だ。
　衆参両院での実質審議は合わせて２３時間余り。それでも、カジノ実現に向けた数々の課題が浮き彫りになった。
　カジノ解禁法は、施行後１年以内をめどに、規制基準や必要な対策を盛り込んだ実施法の策定を政府に義務づけている。課題の解決も丸投げした格好だ。
　国民が納得できる策を政府が出さない限り、カジノ実施は認められない。
　最も懸念されるギャンブル依存症に関し、推進派は国会答弁で、競馬、競輪などの公営競技やパチンコといった既存ギャンブルの弊害であり、カジノ解禁を機に政府に対策強化を求めると繰り返した。ＩＲ事業者から国や自治体が徴収する金の一部を対策に充てる考えも示した。
　すでにある依存症の問題にどう手をうつのか。何よりもまず、政府はこの点について明確な方針を打ち出すべきだ。パチンコや公営競技での被害抑止策も同時に考える必要があろう。
　依存症は本人や周囲を長く苦しめる深刻な問題だ。だが国レベルの対策はこれまでほとんど講じられてこなかった。
　客の換金行為が当たり前のパチンコが賭博でなく「遊技」とされ、競馬や競艇などが派手な広告を展開する。日本特有の事情が国の対応を遅らせてきた、と専門家は指摘する。
　公営競技と異なり、純民間業者が営むカジノをどんな論理で賭博罪の例外にするのか。やはり民営のパチンコは「脱法」のギャンブルでいいのか。こうした難題も積み残されたままだ。
　カジノを解禁する理由について、推進派は観光振興、とりわけ訪日外国人客の増加に伴う経済効果を強調した。
　だがアジアを見渡せばすでに多くの巨大カジノがあり、後発の日本が競争を勝ち抜けるとは限らない。国会では日本人のカジノ入場を禁じては、との意見も出たが、推進派は収益が伸びず国や自治体へ入る金が減る恐れがある、と否定した。結局、国民の散財を経済成長の糧に期待しているのか。
　今後の法整備を、政府は性急に進めてはならない。一つひとつの課題について、解決策をじっくり考えるべきだ。

読売新聞／2016/12/16 8:00

社説　カジノ法成立／深刻な副作用踏まえ再考せよ

　多くの深刻な副作用を伴うカジノを本当に解禁するのか。政府・与党は、いったん立ち止まり、真剣に再考すべきだ。
　統合型リゾート（ＩＲ）の整備を推進するためのカジノ解禁法が成立した。自民党、日本維新の会などが賛成した。
　参院審議で、議員立法の法案は修正された。だが、カジノの悪影響としてギャンブル依存症を例示し、５年後の見直し条項を追加する、小手先の修正にすぎない。
　カジノには、マネーロンダリング（資金洗浄）や、暴力団の関与、青少年への悪影響、風紀の悪化など、様々な問題点が指摘される。これらにきちんと向き合わないのは、立法府として無責任だ。
　参院では、参考人質疑を含め、１６時間の委員会審議を行った。衆院の６時間よりはましだが、違法な賭博を容認する重大な政策変更に見合うとは到底言えない。
　とにかく延長国会で成立させたい、という自民党などの前のめりな姿勢は批判を免れまい。
　自主投票とした公明党は、慎重審議を唱えた山口代表、井上幹事長らが反対する一方で、賛成は反対の２倍以上に上った。
　理解に苦しむのは、民進党の迷走ぶりだ。参院内閣委員長ポストを握り、蓮舫代表は徹底抗戦の方針を掲げていたのに、参院執行部は、法案修正に満足し、採決に応じて、反対票を投じた。
　司令塔の不在、党内の連携の乱れは明らかで、国民にも分かりづらい、ちぐはぐな対応だった。
　政府は、来年の通常国会にもカジノ解禁の実施法案を提出する構えだ。ギャンブル依存症対策として、カジノの入場料徴収や入場制限、依存症者の相談・治療体制の拡充などを検討している。
　この程度の対策で、悲惨な社会問題を防げるはずがあるまい。
　厚生労働省の研究班によると、依存症の恐れがある日本人が５３６万人もいると推計される。
　カジノは、パチンコ、競馬・競輪より高額の金が動くという。借金を重ねた末、犯罪や自殺に走り、家族離散を招く人が増える。それを承知しながら、なぜカジノを導入せねばならないのか。
　推進派が主張する経済効果も、慎重な吟味が必要だ。海外には、観光・地域振興への貢献は一過性にとどまり、衰退した事例がある。アジアでは、マカオ、韓国、シンガポールなど競争相手も多い。
　新たな付加価値を生むこともなく、客の負け分に依存する。そんな不健全な成長戦略に安易に期待することは慎まねばならない。

毎日新聞／2016/12/15 4:00

社説　カジノ法成立／また政治不信が募った

　立法府の権威を自ら汚すに等しい会期末のドタバタである。 
　カジノ解禁に向けた「統合型リゾート（ＩＲ）整備推進法」（カジノ法）が成立した。参院審議での取り扱いが焦点だったが、民進党は採決を容認した。 
　民営賭博を事実上合法化するという、国民生活に直接影響する法律だ。にもかかわらず、まともな議論も経ずになし崩しに道を開いたことは納得できない。 
　おとといからきのうにかけて、事態は急変した。参院で自民、民進両党が法案修正で歩み寄ったためだ。 
　修正といってもギャンブル依存症対策の明示や施行後５年以内の見直しなどにとどまる内容で、根幹は変わらない。経済効果やマネーロンダリング対策も含め、衆参合計２２時間程度の審議では議論を尽くしたというにはほど遠い。 
　特に理解しがたいのが、参院における民進党の対応である。 
　蓮舫代表は安倍晋三首相との党首討論でカジノ問題に議論を集中させた。ＩＲを成長戦略と位置づける姿勢を「国家の品格を欠く」と批判し、成立阻止を強調していた。参院内閣委員会の委員長は民進党所属のため、議事の主導権を握っていた。 
　ところが参院審議の土壇場で参院民進党は法案の手直しを評価し、内閣委員会の採決に応じてしまった。 
　民進党が採決に応じない場合、自民党は委員会の採決を省略していきなり本会議で成立を強行するかの判断を迫られるため、与党にも慎重論があった。法案に反対したとはいえ不十分な修正で採決に応じたことは、結果的に民進党が成立に手を貸したと取られても仕方ない。 
　この歩み寄りは民進党の参院幹部が主導したのだという。さすがに党内でも批判が起きたのか、執行部は今度は内閣不信任決議案の提出など強硬姿勢に走った。政党の統制を欠いた旧民主党そのままのちぐはぐな対応である。 
　もともとカジノ解禁をめぐり民進党は賛否両派を抱えている。意見集約を怠ってきたツケが回ってきたとも言えるのではないか。 
　もちろん、会期の延長に便乗して無理やり成立を急いだ自民党に一番の問題がある。首相ら官邸がＩＲ構想を推進する中でスピード決着に走り、公明党も事実上同調した。 
　強引な対応はＩＲを推進し、与党に協調的な日本維新の会への配慮からとみられる。だが、推進派もカジノ解禁の副作用を認める中、乱暴に議論を進める必要などなかった。 
　「安倍１強」に与党がなびき、野党第１党の軸足が定まらないようでは国会は正常に機能しない。国会はまた、政治不信を深めてしまった。

日本経済新聞／2016/12/16 4:00

社説　カジノの不安をどう拭う

　カジノを解禁し、ホテルや会議場と一体となった統合型リゾート施設（ＩＲ）を整備するよう、政府に求める法律が成立した。
　カジノにはギャンブルへの依存や反社会的勢力の介入、マネーロンダリング（資金洗浄）の懸念など様々な問題が指摘されている。そのため、この法律の案をめぐっては与野党が対立し、与党内でさえ賛否が分かれていた。
　ところが自民党などは、この法律の案を国会の終盤で唐突に審議入りさせて成立を目指し、それが野党の抵抗で難しくなると、今度は会期の再延長へとなだれ込んでいった。
　カジノ解禁ありきの強引な国会運営に驚くばかりだ。このありさまには、ＩＲの推進に理解を示す人たちも鼻白んだのではないか。
　カジノ法の成立を受けて、政府は具体的な制度づくりに取りかかり、１年以内をめどにＩＲの仕組みや管理の方法などを具体的に定める実施法案を作成する。
　課題は山積している。そもそも賭博に当たるため刑法が禁じているカジノを、どんな理屈で民間業者に認めるのか。この大前提さえ明確になっていない。
　国会審議の場では、問題点については「実施法で適切に対応する」と事実上、丸投げにされてきた。今度こそカジノのメリット、デメリットの両面を十分に検証し、国民に分かる形で示しながら議論を深める必要がある。
　日本はいまでも、他国に比べてギャンブル依存症の疑いがある人の割合が高いという推計がある。自国民の入場を制限したり、高い入場料を課したりする案が出ているが、どんな客層を想定することになるのか。
　ＩＲを経済活性化のための起爆剤にしたいという地方の思いは納得できる。ＩＲの建設や運営にともなって新たな雇用が生まれるといった効果があることも事実だろう。だが依存症対策などの社会的コストがそれを上回ってしまっては元も子もない。長期的な視点に立った検証が欠かせない。

中日/東京新聞／2016/12/16 8:00

社説　臨時国会「閉会」／結局、カジノのためか

　臨時国会が事実上、閉会した。ＴＰＰと年金制度改革を名目に延長された会期の終盤、自民党などは「カジノ解禁法」の審議を強引に進め、成立させた。この国会は結局、カジノのためだったのか。
　振り返れば「カジノ国会」の名がふさわしい国会だったのではないか。九月二十六日に召集された臨時国会が事実上、閉会した。
　安倍晋三首相は冒頭の所信表明演説で「アベノミクス加速国会」と位置付けていたが、アベノミクス加速の是非をめぐり、与野党が建設的な議論を戦わせた国会だったとは、とても思えない。
　当初、十一月三十日までだった会期を延長したのは、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の今国会承認と関連法の成立を確実にし、年金支給額を抑制する年金制度改革関連法を成立させるためだった。
　しかし、トランプ米次期政権の離脱表明で発効する見通しのない協定を承認し、関連法を成立させる必要があるのか、私たちの暮らしに関わる年金の支給額を抑制する法律を、議論を打ち切り、採決を強行してまで成立させていいのかと、私たちは会期延長自体の正当性に疑問を投げかけてきた。
　さらに見過ごすわけにいかないのは、自民党と日本維新の会が国会終盤になってカジノを含む「統合型リゾート施設（ＩＲ）」整備推進法（カジノ解禁法）の審議を強引に進め、会期を再延長してまで成立させてしまったことだ。
　これでは臨時国会の真の目的はカジノを解禁することにあったのかと、疑いたくもなる。
　カジノ解禁法をめぐっては疑問が山積みだ。現行の刑法が賭博として禁じているカジノを、そもそも合法化していいのか▽すでに五百万人を超えるとされるギャンブル依存症の人がさらに増加するのではないか▽カジノやホテル、会議場などが一体化した複合施設を整備すれば本当に経済効果が見込めるのか、などである。
　しかし、衆参両院で審議が尽くされたとは言えない。法案提出議員のパーティー券を、カジノを推進する大手パチンコ企業が大量に購入していたことが、法律の成立を急いだことと、どういう関係があるのかも気掛かりだ。
　疑問や懸念を残したままの法律の成立は、全国民の代表である国会の責任放棄にほかならない。
　カジノ解禁法案の廃案に向けてあらゆる手段で対応するとしていた民進党が、参院での委員会採決に応じたことにも疑問が残る。与野党ともに猛省を促したい。　

北海道新聞／2016/12/15 10:00

社説　民進党迷走／カジノ採決なぜ応じた

　カジノを中心とする統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法案の修正案がきのうの参院本会議で可決し、衆院に戻された。
　臨時国会は会期を３日間再延長した。カジノ法案は衆院本会議で可決、成立の見通しとなった。
　法案を審議した参院内閣委員会では、自民党がギャンブル依存症対策を明示し、施行後５年以内に必要な見直しを行うとの修正案を示すと、民進党は急転直下、採決に応じた。修正案には反対した。
　数の力に物を言わせる政府・与党の姿勢は今国会も目に余った。民進党は「国民の理解も納得も得られていない」と廃案を主張し、徹底抗戦の方針だったはずだ。
　ところが土壇場で野党第１党が対決姿勢を貫かず、成立へ手を差し伸べてしまったように映る。ちぐはぐな腰砕けの対応だった。
　民進党はきのう、参院に安倍晋三首相問責決議案、衆院に共産党など３党と安倍内閣不信任決議案などを提出し、深夜まで法案成立に抵抗の姿勢は見せた。
　蓮舫代表は午前中の党の会合で「立法府の品格を懸けて、衆参一緒に戦って廃案への道筋を付けていきたい」と述べた。
　だが、本気で成立を阻止するなら主戦場は民進党が委員長ポストを握る参院内閣委員会だったはずだ。参院議員の蓮舫氏が、足元の参院執行部と連携が取れていたのかどうか疑問符が付く。
　修正案自体も評価に値しない。カジノ解禁でギャンブル依存症患者を増やし、対策を行うのは「マッチポンプ」のようなものだ。
　ほかにも反社会勢力の介入や本当に地域振興に資するのかどうかなど懸念や疑問は尽きないにもかかわらず、拙速な審議と採決によってカジノ解禁に道を開くことは今後に大きな禍根を残す。
　今国会では政府・与党の最重点だった環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認と関連法に続き、きのう、年金支給額の抑制を柱とした年金制度改革法も成立した。
　政府・与党には、野党との真摯（しんし）な対話で幅広い合意形成を図ろうとの姿勢は今回も希薄だった。
　一方で、経済政策や社会保障の重要課題で問題を深彫りできない民進党の非力さも否めない。
　カジノでは党内に推進派を抱え、長く議論を集約できていなかったことも不可解な採決合意の背景にあるのではないか。
　民進党は「安倍１強」のおごりと緩みが際立つ現政権への説得力ある政策の対立軸を、国民に示す作業を急ぐ必要がある。
河北新報／2016/12/16 8:00

社説　カジノ法成立／今後に禍根残した国会運営

　数の力でごり押しする自民党。腰が定まらない民進党。カジノを中心とする統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法案を巡る臨時国会最終盤の「ドタバタ劇」は、国民の目にどう映っただろうか。
　法案は土壇場で一部修正されて、きのう未明に成立した。審議が十分尽くされていない上、しかも成立までたどり着く過程が不透明だった。国会への不信感が高まっただけでなく、今後に禍根を残したと言わざるを得ない。
　そもそも自民党の対応は「拙速」の一言に尽きる。議員立法なのだから、きちんと手続きを踏んで、各党の合意を取り付けるのが筋だ。法案成立を急いだのはなぜなのか。
　安倍晋三首相の思惑は、大阪万博誘致に絡めてＩＲに積極的な日本維新の会の取り込みにありそう。次期衆院選や憲法改正への協調が念頭にあり、「身内」として引き付けておく狙いがあったのではないか。そうであるならば、党利党略のための法案だろう。　分かりにくかったのは民進党の対応だ。「廃案」を掲げていたのに、参院幹部が突如、自民党幹部と法案を修正することで合意し採決に応じたのは一体どうしたことか。
　党内に「徹底抗戦」を求める強い声があったにもかかわらず、である。最後はつじつま合わせのように、内閣不信任決議案を提出するなど抵抗姿勢に転じた。迷走ぶりに他の野党も驚いたに違いない。蓮舫代表の指導力が問われる事態だ。
　自民党を含めて参院側には、実質審議が５時間半で参院に法案を送ってきた衆院への「意趣返し」があったという。修正案を衆院に回付することで、参院の存在意義を示したかった面もあろう。
　ただ、メンツにこだわって衆院と違いを見せつけたいならば、時間をかけて慎重審議すべきだった。それが「再考の府」の役目ではないか。
　今回成立したのは、基本法である。施行後は１年以内をめどに、政府に対してカジノ合法化に向けての法整備を促している。国民の理解が全く広がっていない中で、実施法がそう簡単に成立するとは思えない。
　修正案では、ギャンブル依存症防止策の強化を明記したものの、結局、政府への丸投げだ。しかも、賭博の納付金で対策を講じるというのでは本末転倒も甚だしい。
　世界有数の「ギャンブル大国」なのに、日本の依存症対策はお寒い限りだ。アルコール、薬物依存症と比べて、予防教育、支援者人材育成、研究助成どれ一つ取っても進んでいない。ここでカジノを解禁したら一体どうなるのか。
　カジノを認める公共性は何なのか。人の不幸を前提にした地域振興が、日本が目指すべき成長戦略なのか。「負」の部分をどう克服していくのか。越えなければならないハードルが幾つもある。国会の責任がこれから問われる。

西日本新聞／2016/12/16 12:00

社説　カジノ法成立／問題点が山ほどあるのに

　刑法で禁止されているカジノを合法化する法律が成立した。統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法というもっともらしい名称に覆い隠されているが、要は「カジノ解禁法」である。
　１年以内にカジノ運営のルールなどを定める実施法案を国会へ提出するよう政府に義務付ける議員立法で、参院での一部修正を経て１５日未明の衆院本会議で自民党や日本維新の会などの賛成多数で可決、成立した。
　私たちは法案の段階から何度も問題点を指摘してきた。厚生労働省が５３６万人と推計するギャンブル依存症の増加、暴力団の介入、犯罪資金の流入や資金洗浄（マネーロンダリング）、周辺の治安悪化、青少年への悪影響など疑問や懸念は山ほどある。
　推進派は利点として外国人観光客の増加、地域活性化、雇用創出効果などを挙げるが、それで相殺できるような問題ではない。
　野党の反対や世論の批判を受けて法案は一部修正された。とはいえ、主な修正は▽悪影響としてギャンブル依存症を明記して政府に防止対策を求める▽施行後５年以内にカジノ法と実施法を見直す－という内容にすぎない。
　これでは「とにかくカジノを合法化するのが先決で、具体的な対策は後で考えればいい」と言うに等しいのではないか。
　議員立法という手法が内包する問題も改めて指摘しておきたい。国会審議でいくら懸念を指摘されても、提案議員は「実施法案を政府に促す法案にすぎない」と責任を回避するような答弁に終始した。政府もＩＲを成長戦略の一環と位置付けているのに「行政府が議員立法にとやかく言えない」（安倍晋三首相）と論議を避けた。
　カジノ法成立によってＩＲ整備は実施法案段階へ進む。今度こそ国会は徹底審議する責任を負う。政府も「運営する側の責任」といった言い逃れは許されない。
　長崎県と同県佐世保市など誘致に取り組む全国の地方自治体も、地域住民を交えて論議を深めてもらいたい。

東奥日報／2016/12/16 10:05

社説　国民の懸念　置き去りに／カジノ法成立

　カジノを中心とする統合型リゾート施設（IR）整備推進法が、15日未明の衆院本会議で自民党や日本維新の会などの賛成多数により可決、成立した。
　審議が始まってからわずか2週間。ギャンブル依存症増加、治安悪化、暴力団によるマネーロンダリング（資金洗浄）の恐れなど、国民の懸念や不安は置き去りにされたままだ。
　カジノ解禁に道を開くことへの本質的な議論は乏しく、国会は熟議を放棄したように映る。「言論の府」としての見識が問われよう。
　同法は議員立法で、カジノや大型会議場、ホテルなどが一体となったIRの整備推進を政府に促す内容。政府は施行1年以内をめどに具体的な法整備を進める。
　安倍政権はIR整備を成長戦略の目玉と位置付ける。自民党も経済振興や観光客誘致につながると主張する。
　参院では参考人質疑を実施したが、衆院の委員会審議は約6時間。推進派議員は「超党派で法案作成までに十分な議論を行った」と主張する。だが、国会外での議員間協議の経過は国民には分からない。国会でのオープンな議論こそが重要だろう。
　IRの経済効果は未知数だ。地域活性化につながるとの見方には「カジノ依存の経済は、カジノが倒れたら全部倒れる」との懸念が付きまとう。研究・検証はまだ不十分だ。
　今国会では、トランプ次期米大統領の脱退表明で発効の見通しが立たなくなっている環太平洋連携協定（TPP）承認と関連法の成立を巡っても政府、与党が強行しており、強引さが目立つ。
　野党第一党の民進党の対応は、ちぐはぐだったと言うしかない。蓮舫代表は先の党首討論で「カジノは新たな付加価値を全く生み出さない」「国家の品格を欠く」と批判していた。
　ところが参院では自民、民進両党の折衝の結果、ギャンブル依存症対策に関する文言のほか、法施行後5年以内に見直すとの規定を盛り込む修正で採決に応じた。一方で、採決では修正案に反対して、不信任決議案などを提出した。
　強引な政権与党と、腰の定まらない民進党。いずれの対応も、国会への国民の不信を深めるだけだろう。国権の最高機関の責務を厳しく再考すべきだ。

岩手日報／2016/12/15 12:05

社説　カジノ法案／国民の懸念置き去りか

　数の力で暴走する自民党、腰砕けの民進党。国会は会期末の１４日、カジノを中心とする統合型リゾート（ＩＲ）整備推進法案をめぐり混乱を極めた。ギャンブル依存の増加など、国民の懸念は置き去りにされたままだ。
　わずか６時間の審議で衆院を通過したカジノ法案。民進は参院内閣委員会の委員長ポストを握り、徹底抗戦の構えだったが、１３日に自民が修正案を示したことで採決に合意。自民や日本維新の会などの賛成多数で可決された。
　この段階で法案は参院本会議で可決後、衆院に戻され本会議で可決成立が固まった。
　民進は首相問責決議案の提出などで抵抗。ならば、なぜ委員会採決に応じたのか。衆院では退席し、参院では採決に応じるという姿勢には、一貫性が感じられない。
　修正案は評価できるものだったのか。「ギャンブル依存症防止に取り組む」と盛り込まれたが、当然のことだ。どう防止するのか具体性を欠き、修正案の名に値しない。
　そもそも、カジノは「成長戦略の目玉」「海外観光客誘致の起爆剤」に値するのか。参院内閣委の参考人質疑では、有識者から「外資系企業の参入で、日本人の資産が海外に流れる」「依存症対策など多くの社会的コストが発生する」など、むしろ成長の阻害要因となるリスクが指摘された。
　参院では、こうした論点を一つ一つ精査し、熟議を重ねるべきだった。民進は自民の暴走を止められないのであれば、せめて「外国人客に限定」など、悪影響を最小限にとどめる実質的な修正を引き出す必要があった。
　１４日には、年金支給額の抑制を柱とした年金制度改革法が成立した。高齢化が進み社会保障費が増大する中、将来の年金水準を確保する制度設計の必要性自体に異論はない。だが、カジノ解禁こそが社会保障制度の根幹を揺るがすことに、なぜ政治は思いが至らないのか。
　アジアのカジノは競争が激化。日本のモデルとされるシンガポールでも、中国人富裕層の客が減少しているという。海外からの誘客が頭打ちとなれば、ターゲットは日本人になる。カジノがもうかればもうかるほど、日本の資産は失われ、将来設計は成り立たなくなっていく。
　社会保障を支える世代、支えられる世代が共にカジノに熱を上げ、借金を重ね、家庭崩壊など悲劇を生み、それらの結果、社会的損失が膨らむ…。悪夢のような将来像が現実味を増す。
　国民の懸念が払拭（ふっしょく）されない限り、カジノ解禁は許されない。もとより、経済効果一辺倒の政府が、十分な対策を講じるとは考えられない。　　　　　

西日本新聞／2016/12/15 12:00

社説　臨時国会／「言論の府」の看板が泣く

　このありさまで「言論の府」だと胸を張っていえるだろうか。
　会期を延長した臨時国会は結局、どのテーマも論議が深まることなく、閉幕する運びとなった。
　今国会では環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認・関連法や年金制度改革法などが重要案件とされた。
　しかし、ＴＰＰはこの国会中に米国のトランプ次期大統領が離脱を表明した。米国抜きのＴＰＰは安倍晋三首相が「意味がない」と認めた通りである。なぜ、日本が急いで承認し、国内対策の関連法まで成立させる必要があるのか。説得力のある説明は最後まで政府や与党から聞かれなかった。
　年金制度改革法も「将来の年金水準を確保するための法案」という政府や与党の主張と「年金カット法案」とする野党の批判は平行線のままだった。世代間で支え合う年金制度なのに、年金を受給する世代と保険料を負担する世代との格差や対立ばかりが浮き彫りになった印象は拭えない。
　極め付きは延長国会で急きょ浮上したカジノを中心とする統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法案だ。ギャンブル依存症や暴力団の介入、治安悪化など数々の問題が指摘され、国民の理解も一向に深まらないのに、あれよあれよという間に成立の方向となった。
　国民生活に直結する重要法案でもなければ、是が非でも今国会で成立を急ぐ必要性もない。強引に国会を運営した与党の責任は重大だが、参院の委員会で自民党が修正案を出すと採決を容認した民進党の姿勢も理解に苦しむ。どっちもどっちと言わざるを得ない。
　今夏の参院選を経て自民党は２７年ぶりに衆参両院で単独過半数を回復した。最終的に「数の力」を後ろ盾にすれば、こういうこともできると露骨に示した国会ではなかったか。野党のふがいなさが、それを許したともいえるだろう。
　政権党は野党の主張や少数意見にも耳を傾け、与野党で英知を集めて国民の負託に応える‐。それが議会制民主主義本来の姿だとすれば、国会そのものの在り方が鋭く問われる臨時国会だった。

中國新聞／2016/12/15 10:00

社説　臨時国会／審議尽くされていない

　将来に禍根を残す臨時国会だろう。多くの国民が懸念する法整備の審議が不十分で修正も形ばかりだ。議会制民主主義にとって由々しき事態である。
　世論調査による内閣支持率は堅調であり、与党は強気の構えを隠そうともしない。安倍晋三首相は年金制度改革法の審議中に「こんな議論を何時間やっても同じですよ」と発言し、民進党の指摘を受けると、「不適切ではない」とする答弁書を、政府がわざわざ閣議決定したほどだ。国会軽視も甚だしい。
　そもそも臨時国会の会期を２週間延長してまで、これほどの重要案件の処理を急いだのはなぜだろう。日ロ首脳会談や安倍首相の米ハワイ・真珠湾訪問で有権者の注目を集めた上で、衆院の早期解散に打って出る腹積もりがあるためだろうか。
　しかし、いくら支持率が高止まりでも、政権が今やるべきことは解散や選挙ではあるまい。
　かねて進めてきた経済政策アベノミクスの成長戦略はどこへ行ったのだろう。働き方改革や女性活躍などの施策も急がなければならない。むろん年金制度改革も重要だが、それだけに年明けの通常国会に持ち越す選択肢もあったのではないか。
　年金制度改革法は、将来の年金水準を確保するため、支給額の抑制を強化する内容が柱である。世代間で痛みを分かち合うという意味では、やむを得ないルール変更も含まれるとみていい。それだけに老後の暮らしに直結する。政府には丁寧な説明が求められていたはずだ。
　だが、１１月の衆院厚生労働委員会では「審議が深まっていない」と採決に反対する民進党など野党に対し、与党は「２０時間を超えれば十分」と押し切った。同じような重要法案の場合、約３０時間審議している。拙速との批判は当然だろう。
　カジノ解禁へと道を開く統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法の審議も同じである。
　与党内でも異論が出たほか、新聞各紙がそろって社説で疑義を呈した。国内外の反社会的勢力の介在やマネーロンダリング（資金洗浄）の恐れ、治安の悪化、青少年への悪影響など、いずれも深刻な問題である。とりわけ気掛かりなのは、ギャンブル依存症の人がさらに増えるのではないかということだ。
　しかも、議員立法の推進法であって、実施法は政府に丸投げになろう。国会議員としての責任放棄になりはしないか。
　これも審議を急ぐ必要はなかったが、民進党の内閣委員長が採決に抵抗するとみるや、自民党は委員会採決を省き本会議の「中間報告」で採決に持ち込む奇策さえ構えていた。なりふり構わぬとはこのことだろう。
　民進党もちぐはぐだった。参院では自民党との折衝の結果、法律に「ギャンブル依存症」の文言を明記するなどの修正で委員会採決に応じた。その一方で採決で修正案に反対し、きのうは問責決議案などで抵抗した。筋を通さない印象だけが残り、残念というほかない。
　あすで自民、公明両党が政権復帰を果たして４年になる。現政権は決して結果を出しているわけではないが、野党第１党の民進党も政権戦略を示せない。
　来年の通常国会も、憲法改正論議をはじめ課題は山積している。今こそ、国会は形骸化を自ら食い止めるべきときだ。

信濃毎日／2016/12/16 10:05

社説　国会閉幕／熟議の場に程遠い姿

　国会は議員立法の統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法の成立で事実上閉幕した。
　カジノ解禁に道を開く重大な法案にもかかわらず、審議開始からわずか２週間での可決である。熟議の場には程遠い国会の現状が端的に表れている。
　衆院本会議での可決、成立は１５日未明にずれ込んだ。１４日までの会期内には採決できないと見込み３日間再延長してのことだ。自民党は今国会での成立にこだわってきた。来年の通常国会に先送りした場合、夏の東京都議選に響きかねないといった事情がある。
　カジノやホテル、大型会議場などが一体となった施設の整備推進を政府に促す法律だ。施行後１年以内をめどに政府が必要な法整備をする。ギャンブル依存症の患者が増える可能性、マネーロンダリング（資金洗浄）に悪用される恐れなど、問題点は多い。
　推進法は、カジノに伴う有害な影響を排除するため必要な措置を講じること、ギャンブル依存症などの悪影響を防止することを盛り込んでいる。どう防ぐのか、具体策は政府に丸投げの形だ。もとより解禁の是非を巡る本質的な議論は深まらなかった。
　自民が急いだ背景には、カジノを「成長戦略の目玉」と位置付ける安倍晋三首相の意向がある。１１月下旬に２週間の会期延長を決めた際、公明党の山口那津男代表との会談で「ＩＲ法案もよろしくお願いします」と伝えていた。
　首相が目指す政策を実現するため形だけの審議で法律を成立させる。与党とはいえ、自民が首相に唯々諾々と従うばかりなら国会は官邸の下請けになってしまう。
　一方、野党第１党の民進党の対応は分かりにくいものだった。廃案を主張しながら、参院の委員会で修正案の採決を容認した。
　カジノ法案のほかにも、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案、年金制度改革法案と与党のごり押しが続いた。
　ＴＰＰを巡って農相が強行採決を唆すような発言をしたり、官房副長官が野党の国会対応を「田舎のプロレス」と評したりと、立法府を軽視する政権の姿勢も際立つ国会だった。
　３年前の特定秘密保護法、昨年の安全保障関連法など、数の力による与党の採決強行は当たり前の光景になりつつある。
　「首相１強」の下、国会の空洞化が著しい。行政へのチェック機能や合意形成の努力を放棄するようでは、存在意義が問われる。与野党共に厳しく自覚すべきだ。

社説　臨時国会閉幕へ　機能不全示した言論の府
新潟日報2016/12/16
　「言論の府」の誇りはどこに行ってしまったのか。１７日閉幕の臨時国会は、国民の生活に関わる重要法案が本質的な論議の深まらぬまま、次々と成立した。
　「安倍１強体制」の下、与党は数の力を頼りに、採決の強行を繰り返した。
　国民の不安を置き去りにして、政府の目指す方向へと、一方的に法整備が進む。国会の機能不全と言われても、仕方があるまい。
　中でも混迷を極めたのが国会の最終盤、駆け込みで成立する形となった統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法案だ。
　日本になじみのなかったカジノの解禁を柱としている。
　カジノはギャンブル依存症の増加や治安悪化などへの懸念が指摘され、反対も根強い。にもかかわらず、自民党は経済効果への期待を主張して、押し切った。
　国民の不安よりも、カジノ解禁を強く望む日本維新の会への配慮や、政治日程を優先させたということだろう。
　衆院内閣委員会では、自民党議員が質問の「時間が余った」として、法案と直接関係ない般若心経を唱える場面まであった。
　ところが、野党第１党の民進党は党内不一致で迷走し、結果として自民党を利する形となった。
　蓮舫代表はカジノ法案を批判し、廃案を目指していたとされる。だが参院は民進党の委員長の下、小幅修正で採決に応じた。
　何ともちぐはぐな対応だ。党執行部と参院幹部の間で、意思疎通がなかったという。
　修正案は、衆院に戻されて可決となった。民進党は、野党としての機能を果たせなかった責任をかみしめるべきだ。
　今国会で当初、最大の焦点とされたのは環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案と関連法案だった。
　しかし、米国のトランプ次期大統領がＴＰＰからの離脱を表明したことでその足元は崩れた。
　なぜ日本がＴＰＰを急いで承認する必要があるのか。そうした指摘が相次いだにもかかわらず、与党は採決を強行した。
　ＴＰＰの発効は困難な情勢だが、国民の疑問に対する十分な説明が行われたとは言い難い。
　年金制度改革法案でも、与党と野党の論議は平行線だった。
　与党は将来的な年金財政の安定のために必要と訴え、野党は「年金カット法案」と批判した。
　少子高齢化が進む日本では、それこそ熟議が必要な法案なのに、対立ばかりが目立った印象だ。
　看過できないのは、安倍晋三首相の発言だ。年金法案で野党議員の質問に対し「こんな議論を何時間やっても同じ」と答えた。
　政府提出法案をチェックするのは野党の役目だ。野党議員も有権者の負託を受けている。それを否定するような発言は筋違いだ。
　今臨時国会は、自民党が２７年ぶりに参院で単独過半数を回復して初の国会だった。数の力を背景にした強引な国会運営が現実になったことを、改めて憂える。
　議会制民主主義は、少数意見を尊重することで担保される。政権与党は原点に立ち返ってほしい。
福井新聞／2016/12/16 8:05

社説　不毛のごり押し国会／国民不在の政争もう結構

　【論説】国会は、選挙で選ばれた議員が法律や予算を決め、条約を承認する場である。それゆえ国民の意思が反映されるよう丁寧な運営に務める責任がある。憲法４１条で定める「国権の最高機関」が果たす役割は重い。
　行政府が独善に陥り、国会機能を軽視すれば国は方向性を失い、乱れる。いくつもの重要法案が熟議なく成立していった臨時国会に失望と不信感を抱く国民も多いのではないか。
　延長された国会の最大焦点だったカジノを中心とする統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法案は、未明の衆院本会議で修正可決し成立。年金支給額の抑制を柱とした年金制度改革法も成立した。９日にはもう一つの重要法案、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）が承認され、関連法も成立した。米国の次期大統領トランプ氏が脱退を表明し、発効が絶望視されていたにもかかわらず安倍政権が押し通した「漂流協定」である。
　いずれも課題解決に至らない不十分な議論や多少の修正で成立させたものだ。強権を振りかざす与党だけではない。反対一辺倒の野党にも責任がある。将来に禍根を残すことになろう。
　中でもカジノ法は刑法が禁じる「賭博」の枠を外すリスクの多い難物だ。ギャンブル依存症の増加や治安の悪化、暴力団による資金洗浄の恐れなど数々の問題点が指摘されている。人の不幸の上に成り立つギャンブルが及ぼす深刻さは海外の先例でも明らかだ。それが安倍政権の成長戦略の「目玉」だという。
　厳しく批判していた民進党の対応も解せない。蓮舫代表は党首討論で「新たな付加価値を全く生み出さない」「国家の品格を欠く」と真っ向批判していたが、参院段階では依存症対策を盛り込み、付則で５年以内に法律を見直すとの修正で採決に応じた。
　だが、採決では修正案に反対し安倍内閣の不信任決議案などを野党４党で提出した。一定の筋を通したつもりだろうが、与野党の力関係は歴然で、しょせんコップの中の争い。国民にはそう映っただろう。
　年金制度改革法も、国民の将来不安を取り除く建設的な議論は聞けずじまいだった。政府、与党は将来の年金水準確保へ支給額抑制が必要と主張し、野党側は「年金カット法案」などと批判、結果として世代間対立の構図をつくった。
　生産性なき議論が繰り返される中で飛び出したのが安倍晋三首相の「こんな議論を何時間やったって同じ」という発言である。国会軽視は国民軽視。そんな数の力によるごり押し政治に暗雲が立ち込めている。
　安倍政権は来年１月の衆院解散・総選挙を選択肢の一つにしていたが、各種情勢分析で与党の３分の２超の現有勢力を割り込む可能性があり、見送りの公算が大きいとの見方がある。首相悲願の憲法改正には改憲勢力維持が必須要件だ。国民の信頼と支持を失えば信念を成就できず、瞬く間に政権は崩壊するだろう。
　国民は国権の重みを知る誠実な政治を望んでいる。

京都新聞／2016/12/16 12:05

社説　臨時国会閉幕へ／論議の軽視は許されぬ

　臨時国会が事実上閉幕した。
　７月の参院選の結果、自民党が衆参両院で単独過半数を占め、数の力で圧倒する与党がどのような姿勢で審議に臨むかが注目された国会だったが、特に会期終盤になって議事運営の強引さが目立ち、閣僚から論議を軽視するような発言も相次いだ。
　少数派の声に謙虚に耳を傾け、妥協点を探る姿勢に欠けていたといわざるをえない。数におごる政権運営は、有権者の政治不信や政党不信を生み出すことを忘れてはならない。
　今国会では、国の行方を左右する重要法案が審議された。
　安倍政権が成長戦略の柱として重視してきた環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案と関連法案は、衆院を通過した後、成立を確実にするため、臨時国会の会期を１４日間延長することを決めた。
　ところが、次期米大統領に当選したトランプ氏が、ＴＰＰからの脱退を表明。協定発効の見通しが立たなくなったのに、参院で承認案を可決した。情勢の変化を見定めることなく、成立を急いだ政府の姿勢は大いに疑問だ。
　国民生活に直結する年金制度改革法案は、支給額抑制につながることから参院選前の本格審議を見送りながら、会期延長を機に、カジノを中心とする統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法案とともに成立へかじを切った。審議を尽くしたといえないまま、野党の反対を押し切って採決を強行した。
　強硬姿勢がより明確になったのはカジノ法案の審議だ。カジノと会議場、ホテルが一体となった施設の設置や運営を民間に認める内容であり、暴力団の関与や治安、地域環境の悪化のほかギャンブル依存症への影響が大きいという懸念は国民の間に根強い。
　にもかかわらず、衆院では５時間半の実質審議で本会議を通過させ、参院で一部を修正して可決。会期を３日間再延長させてまで衆院本会議で再び可決し、成立させた。連立を組む公明党は自主投票で、山口那津男代表は反対し、与党内の論議さえ十分でないことを露呈した。なぜ、そこまで急ぐのか、国民は納得できまい。
　蓮舫代表が「廃案に」と意気込んでいた民進党も、参院委員会では修正案の採決に応じる姿勢に転換、腰砕けの対応になった。なぜ党の方針を貫けなかったのか。執行部は総括してほしい。
　このような国会は、国民が求める「熟議」にはほど遠い。来年の通常国会が心配だ。与党は自らの姿勢を見つめ直すべきだ。

神戸新聞／2016/12/16 6:05

社説　国会閉幕／言論の府の劣化は深刻だ

　延長された臨時国会の焦点だった年金制度改革法案と、カジノを中心とする統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法案の修正案が与党などの賛成多数で可決、成立した。
　野党４党が内閣不信任決議案を提出し、カジノ法案の採決が日付をまたぐ混乱はあったが、再延長した３日間の会期を使い切ることもなく今国会は事実上幕を閉じた。
　数の力で押し切る巨大与党。食い止めるすべを持たない野党。国民の懸念に応えようとする議論は展開されず、重要な政策が決まっていく。繰り返された光景に「言論の府」の劣化を思い知らされる。
　特に、カジノ法案を巡る与野党の攻防は国民不在の駆け引きに終始した。自民党は、わずか５時間半の委員会審議で衆院を通過させた。委員会で質問に立った自民党議員は般若心経を延々と唱えて時間を稼ごうとした。いかに中身のない、可決ありきの審議だったかが分かる。
　参院では民進党の迷走が際立った。蓮舫代表ら執行部が「廃案」を掲げたのに対し、参院幹部は独自判断で修正案の採決に応じた。ギャンブル依存症の防止措置などの文言が盛り込まれたものの、具体策は示されていない。形ばかりの修正で採決を容認し、成立を急ぐ与党を助けた形となった。いくら採決で反対し、不信任案を連発しても、カジノ解禁の悪影響を心配する国民の共感は得られないだろう。
　今国会では首相や閣僚の国会軽視の言動が相次ぎ、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）関連法案や年金改革法案で採決強行が繰り返された。政権の暴走を危惧する世論を味方につける機会はあったのに、民進党は肝心な場面で結束できなかった。野党第１党の責任を果たしたとは言えない。
　最大の責任が、異論に向き合わない安倍晋三首相と自民党の姿勢にあるのは言うまでもない。公明党はカジノ法案の採決を自主投票とし、一部が反対票を投じたものの「政権のブレーキ役」になる覚悟があったのかは疑問だ。
　あらためて国会の存在意義を問いたい。野党の問題提起が世論を動かすこともあれば、与野党が歩み寄って難しい課題を解決することもできる。熟議を通じて異なる意見を調整し、広く合意を形成するのが国会の役割である。「言論の府」を取り戻さなければならない。

山陰中央新報／2016/12/15 12:05

社説　臨時国会会期末／与野党とも反省すべきだ

　不十分な議論と本質的な解決にならない修正の揚げ句に重要な法整備が進む−。こんな審議で国会は、その立法による今後の事態に責任を持てるのか。将来に禍根を残す臨時国会となった。
　延長された国会の最大の焦点であるカジノを中心とする統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法案は、参院で修正可決された上で衆院に回付。成立することとなり、支給額の抑制を柱とする年金制度改革法も国会を通った。
　カジノ法案は厳しく批判していた民進党が小幅修正で参院での採決を受け入れた。民進党は安倍内閣の問責決議案などを提出したが、与党が多数を占め、再延長も可能な臨時国会では成立までの時間稼ぎにしかならない。
　今国会ではトランプ次期米大統領の脱退表明で発効の見通しが立たなくなっている環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認と関連法の成立も政府、与党が強行している。
　強引な政権与党と、腰の定まらない民進党。いずれの対応も国民の国会不信を深めるだけだ。国権の最高機関の責務を厳しく再考すべきだ。
　カジノ法案は大型会議場やホテルなどが一体となったＩＲの整備推進を政府に促す内容。政府は施行１年以内をめどに必要な法整備を進める。
　不可解なのは民進党の対応だ。ギャンブル依存症の増加や治安の悪化、暴力団によるマネーロンダリング（資金洗浄）の恐れなど数々の問題点が指摘され、蓮舫代表は先の党首討論で「国家の品格を欠く」とまで批判していた。
　ところが参院では、折衝の結果、法律に「ギャンブル依存症」の文言を明記することと施行後５年以内に「必要な見直しを行う」との規定を盛り込む修正で委員会採決に応じた。その一方で採決では修正案に反対し問責決議案などを提出した。ちぐはぐな対応と言うしかない。
　修正したとしてもギャンブル依存症を引き起こす恐れのあるカジノが解禁される事態に何も変わりはない。採決容認は民進党内にカジノに賛同する議員を抱えるためか、同党議員である参院内閣委員長の解任を恐れたのか。国民の理解が得られる説明はない。
　カジノ法案は自民党や日本維新の会が推進した。参院では参考人質疑を実施したものの、衆院はわずか約６時間の委員会審議で可決した。議員提出の法案について推進派議員は「超党派で法案作成までに十分な議論を行った」と主張する。だが国会外での議員間協議の経過は国民には分からない。国会でのオープンな議論こそが重要だろう。
　推進派は２０２０年東京五輪・パラリンピックの後も視野に入れた経済成長戦略だと強調するが、収益減で失敗した外国の事例もある。その研究・検証も不十分だ。
　年金制度改革法も、将来の年金水準を確保するため支給額抑制が必要だと主張する政府、与党に対し、野党は支給額抑制に焦点を当てて「年金カット法案」と批判し、建設的な議論にならなかった。安倍晋三首相は「議論を何時間やっても同じ」としたが、これも国会軽視だろう。
　年金制度が安定して維持されるのか。多くの国民が懐疑的に見ている。世代間の対立を避け、将来不安を解消する議論こそが求められた。与野党ともに反省すべきだ。

山陽新聞／2016/12/16 8:05

社説　臨時国会閉幕へ／見識問われる「言論の府」

　巨大与党の強引な運営を象徴する幕切れだった。臨時国会はきのう未明の衆院本会議で、カジノを中心とする統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法を自民党や日本維新の会などの賛成多数で可決し、事実上閉幕した。
　ギャンブル依存症の増加など懸念の多いカジノ法が、わずかな審議時間で成立した。懸念に正面から向き合わず成立を急いだ自民党の責任は重い。国会は徹底した議論を放棄したかのように映り、「言論の府」としての見識を問われよう。
　カジノ法は施行から１年以内をめどに政府が具体的な法整備を行うとし、依存症対策を強化する修正も施した。だが、制度設計を政府に丸投げし、今国会での成立を優先させたのが実態である。安倍晋三首相が主張するＩＲの経済効果も未知数と言える。
　重要法案とされた年金制度改革法と環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認、関連法審議でも与党の強引さが目立ち、議論はかみ合わなかった。
　年金制度改革法は支給額を抑制するもので、少子高齢化に伴い制度の支え手が減り、財源が先細りする中では避けられない。問題は高齢者の生活への影響である。厚生労働省の調査では年金や恩給で暮らす世帯の５５％は他に収入がない。低年金の人が暮らせるような配慮は欠かせない。
　だが、「年金カット法案」と批判一辺倒だった野党との議論は平行線をたどり、老後の生活をどう支えるか具体案は示されなかった。代わりに、年金を受ける世代と保険料を納める世代の格差や対立が際立ったことは残念だ。
　ＴＰＰについては、米大統領選で勝利したトランプ氏が今国会中に脱退を明言した。審議では、これに応じた通商戦略の見直しや１兆円超の対策予算の再点検が期待されたが、議論は尽くされなかった。首相はトランプ氏の翻意を促す考えを繰り返すだけで、具体的説明を欠いた。
　今夏の参院選で自民党は２７年ぶりに参院で単独過半数を回復した。今国会中に飛び出した閣僚らの失言からは、数のおごりもうかがえた。山本有二農相のＴＰＰの強行採決を巡る発言や、萩生田光一官房副長官が野党の国会対応を「田舎のプロレス」と、やゆしたことである。
　無論、背景には野党のふがいなさがあろう。特に野党第１党の民進党はカジノ法を巡って衆院で採決を拒否しながら、参院では一転し、法案の修正で審議に応じるなど、党内の足並みの乱れを露呈した。蓮舫代表の下で臨んだ初の国会は、与党の「強行採決」を殊更に強調する手法から抜け出せなかった。
　首相は１月の施政方針演説で、国会に対し、目の前の懸案に答えを出すよう求めた。しかし、十分な議論や合意形成への努力を欠いたまま決めていくやり方は有権者が求めることだろうか。いま一度考え直す必要がある。

愛媛新聞／2016/12/15 10:05

社説　臨時国会／国民の「なぜ」に答えぬ政治危惧

　拙速、大荒れ、うやむや。失望とむなしさが残る第１９２臨時国会が大詰めを迎えた。
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認に始まり、年金支給額の抑制を強化する年金制度改革法、そして最終盤に唐突に浮上したカジノを中心とする統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法まで―。今国会は会期延長も含めて徹頭徹尾、政府与党の思惑と都合で進行。暮らしに密接に関わり、賛否が二分する重大案件があまり議論も深まらないまま国会を「素通り」していった。与野党ともに「言論の府」の重責を果たさぬ、乱暴な政治のありようを強く危惧する。
　民主主義は、数に任せた多数決がすべてではない。少数派の意見や異論を尊重し、議論を尽くして政策を練り上げるプロセスこそ重要だ。だが政権側は、萩生田光一官房副長官が野党の国会対応を「田舎のプロレス」「茶番」とやゆし、自民党幹部が「『横暴』との批判を気にする必要はない」と公言するなど野党を見下し、軽んじる姿勢を隠そうともしない。野党の背後にいる国民への敬意を欠くことにも等しく、看過できない。
　年金法案審議で、安倍晋三首相は野党に「私が述べた事を理解いただけないなら何時間やっても同じ」と言い放った。確かに、野党の疑問や追及に正面から答えようとせず、お決まりの「利点」を繰り返す答弁しかしないのであれば、何十時間審議を重ねても「同じ」であろう。
　前国会から計１３０時間超の審議を続けたＴＰＰでは「わが国の食品の安全を脅かすようなルールは一切ない」（首相）などと根拠を示さぬ断言ばかり。政府が交渉資料を黒塗りで開示した問題や西川公也元農相の内幕本騒動、そして山本有二農相の強行採決を巡る度重なる失言など討議以前の問題も続発したが、誰一人責任を取らない。
　次期米大統領にＴＰＰ脱退を明言したトランプ氏が決まっても「早期承認が必要」の一点張り。「なぜ今」「なぜ強行」との根本的な疑問は、ついに拭えないままだった。同様に「なぜ今」と驚く「カジノ解禁法案」では、審議時間数を積み重ねて「体裁」を整える気さえなく、強硬一辺倒で突き進んだ。
　「こんな拙速である必要はない。もっとみんなが納得できるよう議論をした方がいい」（経済同友会の小林喜光代表幹事）とは大方の民意。選挙結果や支持率を錦の御旗にした危うい国会運営は許されないと、肝に銘じねばなるまい。
　首相は所信表明で「この国会に求められていることは結果を出すこと」と演説した。しかし自身の経済政策では「物価上昇２％」などの結果は遠く、ＴＰＰ承認やカジノを「成果」とうたわれても困惑を禁じ得ない。国民が望む結果とは、個人の暮らしが良くなったと実感でき、格差是正と底上げに資する政策の拡充である。「混乱国会」の教訓として、改めてその原点に立ち戻ってもらいたい。

高知新聞／2016/12/16 10:05

社説　国会閉幕へ／危機的状況の「言論の府」

　安倍１強政治といわれる中での国会は、「言論の府」としての権威も品位も失ったかのようだ。
　臨時国会が、カジノを解禁する統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法などを自民党などの賛成多数で可決、成立させ、事実上閉幕した。
　カジノ法案は、参院での土壇場の審議で文言が修正されたものの、これに先立つ衆院では、自民党などが唐突に審議入りさせて採決を強行し、成立への流れをつくった。審議開始から成立までわずか２週間しかない。
　カジノ解禁をめぐっては、ギャンブル依存症の増加や治安の悪化、資金洗浄に利用されないかなど、さまざまな懸念や疑問があった。このため法案は過去に、廃案や継続審議などの経過をたどってきた。
　今国会でも優先順位は低かったはずで、その証拠に審議入りしたのは当初の国会会期を今月１４日まで延長した後だ。これでは議論は深まりようがない。
　自民党などは何としてでも１４日までの成立にこだわった。来年の通常国会に先送りした場合、夏の東京都議選に悪影響を及ぼしかねないなどの思惑があったとすれば、国民軽視もはなはだしい。
　野党第１党の民進党も法案に反対しながら一転、参院で採決に応じるなど、ちぐはぐな対応が目立った。党内の意思統一ができてないのでは巨大与党に立ち向かえない。
　与党の強引な国会運営は、カジノ解禁法にとどまらない。今国会では環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案、年金制度改革法案などの審議でも採決を強行する場面が目立った。
　国会が「言論の府」であるためには、最後は多数決であっても審議を通じて合意形成を図り、政策や法律をより良い内容に高めていくことだ。丁寧な説明を通じて、国民の疑問や不安の解消にも努めなければならない。
　与党が最初から多数の議席をバックに強引にことを進めれば、審議は空洞化する。懸念は置き去りにされたまま、法案がベルトコンベヤーに載ったように通過してしまおう。
　実際、今国会ではＴＰＰをめぐり、山本有二農相が審議途中に「強行採決」に言及する発言があった。萩生田光一官房副長官が野党の対応を「田舎のプロレス」「茶番」などとやゆする場面もあった。
　ＴＰＰもカジノも、この「国のかたち」に関わる問題でありながら、将来像には不透明さが漂っている。トランプ次期米大統領はＴＰＰからの離脱を表明し、カジノに至っては制度設計がまだこれからで、国民の多くは明確なイメージさえ持てないからだ。
　法の成立ありきの拙速な立法府の対応が、将来の大きな禍根を招きかねない。その責任は重大だ。
　巨大与党に支えられた安倍１強時代の国会がこのまま続くなら、日本の議会制民主主義の危機もさらに深まるだろう。

社説　[国会会期末] これが「言論の府」とは
南日本新聞12/16 付
　これが「言論の府」と言えるのか。国民生活に大きな影響があるはずなのに、拙速な審議で法案を通す光景は寒々としている。
　臨時国会は会期を１７日まで３日間再延長したが、きのうで事実上閉幕した。
　際立ったのは「１強」をバックに、およそ丁寧な国会運営とは程遠い安倍政権の強引さだった。
　焦点の一つは、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案と関連法案の行方だった。
　与党は、トランプ次期米大統領がＴＰＰ離脱を表明し、発効が絶望視される中で審議を急いで可決させた。
　発効しないのが確定的であるにもかかわらず、承認を急いだのは前代未聞だろう。
　農林水産業などへの影響や、食の安全確保など、国民が不安を感じている問題点は置き去りにされたままだ。
　発効しなかった場合の通商戦略も、十分に議論してきたとは言い難い。国のかたちを変えるといわれる協定なのに、最後まで政権の独り善がりの姿勢が目立った。
　慎重論が根強い中、カジノを柱とする統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法案の審議のやり方は目に余る。
　衆院の委員会は６時間にも満たない審議で可決した。
　参院の委員会では、自民党がギャンブル依存症対策を明記した文言などを加えて修正したことから、民進党が採決を受け入れた。自民党や日本維新の会などの賛成多数で可決された。
　民進党が採決容認に転じたのは、与野党の対決構図が鮮明な衆院と違い、参院には伝統的に与野党が合意をできるだけ目指す空気が背景にあるからといわれる。
　だが、参院側の判断は衆院側や他党に伝わっていたのか。民進党は対応を統一できずに足並みの乱れを露呈した。
　野党第１党として腰が据わった対応が求められていたはずだ。
　そもそも、カジノ法案の成立を急ぐ理由はどこにあるのか。懸念する国民は少なくないだろう。安倍政権は成長戦略の目玉と位置づけるが、将来に禍根を残す恐れがある。
　年金支給額の抑制を柱とした年金制度改革法案も、議論は不十分だった。
　「将来の年金水準を確保する」と意義を訴える政府、与党に対して「年金カット法案だ」と反対する野党の溝は埋まらなかった。
　世代間の公平性を確保するのは当然としても、暮らしに直結する問題だけに、あらゆる角度から丁寧に論議するべきだった。
朝日新聞／2016/12/17 6:00

社説　日ロ首脳会談／あまりに大きな隔たり

　すれ違いぶりが際だつ、両首脳の共同会見だった。
　安倍首相が焦点を当てたのは北方領土問題を含む平和条約締結。一方、ロシアのプーチン大統領の関心は日本の経済協力。
　その溝は深い。
　プーチン氏が共同会見で領土問題にからんで強調したのは、１９５６年の日ソ共同宣言だ。平和条約を結んだ後、歯舞（はぼまい）、色丹（しこたん）の２島を日本側に引き渡すとされ、国後（くなしり）、択捉（えとろふ）への直接の言及はない。
　さらに歯舞、色丹を引き渡すにしても、ロシアの主権を維持する可能性にも触れた。４島の帰属の問題を解決して平和条約を結ぶという日本の立場とは大きく食い違う。
　プーチン氏は日米安保条約にも言及。引き渡し後の島に米軍基地が置かれることへの警戒感をあらわにした。日本としては受け入れられない主張だ。
　首相が「平和条約締結に向けた重要な一歩」と胸を張った、４島での共同経済活動も具体的な中身はこれからだ。
　かつて何度か検討されたが、日ロどちらの主権を適用するかが問題とされ、そのたびに立ち消えになってきた。ロシア側は今回も「ロシアの法律に基づいて行われる」と明言し、早くもかみ合っていない。
　「戦後７１年をへてなお、日ロの間に平和条約がない。異常な状態に、私たちの世代で終止符を打たなければならない」
　首相はそう意気込むが、今回あらわになったのはむしろ、交渉の先行きが見えない現実だ。近い将来、大きな進展が見込めるかのような過剰な期待をふりまいてはならない。
　日ロ間に横たわる戦後処理の決着をめざす首相の姿勢は、理解できる。首脳同士が信頼を育むことは、地域に安定をもたらすうえでも意味がある。
　同時に、日本が忘れてならないことがある。「法の支配」をはじめとする普遍的な原則をゆるがせにしてはならない。
　２０１４年のロシアによるクリミア併合を受け、日本も欧米とともにロシアに経済制裁を科すなかで、日本は今回、ロシアへの８０件もの経済協力で合意した。二国間の信頼醸成には役立つだろうが、制裁を続けるＧ７の足並みを乱し、「法の支配」の原則を二の次にしたロシアへの急接近と映らないか。
　米国の次期大統領にトランプ氏が当選し、国際社会は米ロ関係やシリア問題の行方に目をこらしている。領土問題は重要だが、決して焦ってはならない。外交の原則を崩さず、粘り強く解決をめざす姿勢が肝要だ。

毎日新聞／2016/12/17 4:00

社説　日露首脳会談／領土交渉の出口見えず

　首脳同士が話し合いを重ねれば、北方領土問題が動くのではないか。そんな期待を打ち砕く、厳しい現実が突きつけられた。 
　安倍晋三首相の招きでロシアのプーチン大統領が訪日し、首相の地元である山口県長門市と東京で２日間にわたって会談した。通算１６回目の会談は首脳同士では異例の回数だ。 
　しかし、領土交渉は前進しなかった。今年５月のソチ、９月のウラジオストクでの首脳会談を通じ、安倍首相は領土問題打開への「手応え」を強調し、１２月が歴史的な会談になるという期待感を高めていた。それだけに落差は大きい。 
　今回両首脳が合意したのは、北方領土（歯舞（はぼまい）群島、色丹（しこたん）島、国後（くなしり）島、択捉（えとろふ）島）で日露が共同経済活動に取り組むための「特別な制度」に関する交渉開始にとどまる。 
　安倍首相はこれを「平和条約に向けた重要な一歩」と位置づけた。 
　だが、これはいわば入り口の環境整備だ。安倍首相が５月に提示した８項目の経済協力と併せ、平和条約交渉を推進するための条件作りと位置づけられる。領土問題の解決に向けたプロセスに新たなハードルが出現したように見える。 
　「特別な制度」とは、「北方四島は日本固有の領土」という日本の法的立場を侵さないよう、日本人がロシアの法制度にとらわれずに活動できる取り決めを指す。 
　参考例はある。北方領土の周辺水域で日本漁船が操業することを可能にした１９９８年の枠組み協定だ。水域の管轄権問題を事実上棚上げし、双方の「法的立場を害さない」という前提で今も運用されている。 
　これを陸上にも応用できれば、新たな日露協力の可能性を切り開き、北方四島での日本の存在感を高めることにつながるかもしれない。 
　だが、トラブルが起きた場合の警察権や裁判権、企業への徴税権など、双方の主権を侵害しない制度設計は容易ではない。 
　北方領土での共同経済活動は、ロシア側が９０年代に提案して以来、何度も検討されてきたが、結局は主権の問題が障害になって進まなかった。新たに始まる協議が停滞すれば、領土交渉そのものの進展を阻むことにもなりかねない。 
　日露の領土交渉の歴史を振り返れば、冷戦終結後に交渉が再開されてから、解決へのチャンスが２回あったと言われる。いずれも首脳間の信頼関係が大きなてこになった。 
　１回目は、橋本龍太郎首相とエリツィン大統領の時代だ。２人は９７年にロシアのクラスノヤルスクで、翌９８年に静岡県伊東市の川奈温泉で会談し、意気投合した。日本側は川奈で、択捉島の北に国境線を画定したうえで当面はロシアの施政権を認める提案をしたとされるが、ロシア側は受け入れず、エリツィン氏は健康が悪化して間もなく引退した。 
　２回目の機会は２０００年から０１年にかけて訪れた。大統領に就任した直後のプーチン氏が、「平和条約締結後、歯舞、色丹を日本に引き渡す」とした５６年の日ソ共同宣言の有効性を公式に認め、森喜朗首相は２島の返還と残る国後、択捉の扱いを並行して協議することを提案した。しかし、２島での決着を警戒する日本国内の反対が強く、森首相も間もなく退陣した。 
　安倍首相は、プーチン氏との個人的な信頼関係を築いて「３度目の機会」をつかもうとしたのだろう。しかも過去の２回と違って、日露首脳の国内での政権基盤は盤石だった。首脳同士では異例の頻度で会談を重ね、領土問題を解決しようとしてきた安倍首相の努力は評価したい。 
　だが、むしろ領土交渉の土台は、１回目の「４島」から、２回目は「２島」へ、そして今回は事実上「０島」からの出発へと大きく後退してしまった印象を受ける。 
　安倍政権が領土交渉に積極的なことに乗じて、ロシアが日本外交への注文を増やしていることにも注意を払う必要があるだろう。 
　首脳会談後の記者会見でプーチン氏は、平和条約の交渉にあたり、日米安全保障条約を絡ませる意向を示唆した。仮に領土を引き渡すとしても、安保条約の適用外にしたい考えとみられる。そうなれば日本は、米国との交渉をしなければならなくなり、領土交渉はさらに複雑化する恐れがある。 
　またプーチン氏は訪日直前の日本メディアとの会見で、ウクライナ問題で対露制裁に加わっている日本との関係は、強い信頼関係にある中露の水準には及んでいないことを指摘した。ロシアとの関係を強化して中国をけん制しようとする安倍首相の戦略を見透かして、制裁からの離脱を迫っているようにも取れる。 
　米国は、対露制裁を主導したオバマ政権から、対露協調を訴えるトランプ次期政権への移行期にある。ロシアと関係の深いティラーソン氏が次期国務長官に指名されたことも、ロシアには追い風だ。 
　ロシアが米国の政権交代を見据えて、対日政策を見直し始めた可能性もある。領土交渉をどう進めるか。安倍政権の外交戦略は大幅な立て直しを迫られている。

日本経済新聞／2016/12/17 4:00

社説　出方見極め冷静に対ロ交渉継続を

　戦後70年以上も解決できなかった課題だ。北方領土交渉の着地点を見いだすには、相当な努力と知恵が欠かせない。
　ロシアのプーチン大統領が来日し、安倍晋三首相と２日間にわたって会談した。
　両首脳の会談は通算で16回目、今年だけで４回目だ。プーチン氏が大統領として来日するのも11年ぶりだったが、ロシアの姿勢は硬く、返還への目立った進展があったとは言いがたい。
共同経済活動は慎重に
　こうしたなか、新たに２つの合意が交わされた。ひとつは択捉、国後、色丹、歯舞の北方四島に居住していた元島民らの往来の簡素化、もうひとつは四島での「特別な制度」の下における共同経済活動をめぐる合意だ。
　日ロ間ではこれまでも墓参、自由訪問、ビザ無し交流の枠組みはあったが、人数や訪問先が限定され、複雑な入域手続きが必要になるなど制限も大きかった。高齢化が進む元島民の間では、領土返還はともかく、より自由な訪問の早期実現を望む声も強かった。なるべく早く実施するよう求めたい。
　一方の共同経済活動は特別な制度を設け、その下で漁業、観光、環境といった分野の活動を実現しようというものだ。専門機関を設けて具体策を詰めるとみられる。
　問題の核心は、これがどこまで領土返還につながるのかだ。日本が出した声明によると、平和条約問題に関する互いの立場を害さない形で進めるという。
　だが、この合意はもろ刃の剣だ。四島への日本の関与が強まれば、将来の返還に向けた環境整備に役立つかもしれない。だが、帰属問題があいまいなまま進めれば、逆にロシアによる実効支配をさらに固定化してしまう。
　ロシア側はかねて「ロシアの法制度での実施は当然だ」と主張してきた。四島をめぐるロシアの主権をなし崩し的に認めることにならないよう、事前にかなり緻密な制度設計を求めたい。
　今回の会談では、かたくななロシアの態度が印象づけられた。領土問題でプーチン大統領はかねて、平和条約締結後の色丹、歯舞両島の日本への引き渡しを定めた1956年の日ソ共同宣言の有効性は認めている。
　ただし、共同記者会見では、この２島返還ですら、主権の問題を含めて「どのような条件で引き渡すかは明確に定義されていない」と強調。この２島に米軍が駐留しないことも、返還の条件に加える姿勢すらにじませた。
　むろん、領土問題の解決と平和条約の締結をめざし、ロシアと交渉を前に進めようとする安倍首相の路線が間違っているわけではない。だが、焦りは禁物だ。今回の会談結果を詳しく分析し、ロシアの出方を冷静に見極め、話し合いにのぞんでほしい。
　その際、欠かせないのが、日ロだけでなく、世界全体を見据えた情勢分析と戦略の立て直しだ。
　来年１月、米国ではロシアに融和的なトランプ政権が生まれる。原油価格が底打ちし、制裁を受けるロシアの財政の悪化にも歯止めがかかる兆しが見える。
　プーチン氏からみれば、もはや、領土問題で譲歩してまで日ロ関係の修復を急ぐ理由は薄れている。安倍政権がこうした局面に対応するには、日米や日欧関係の強化がこれまで以上に大切だ。
経済協力は採算重視で
　両首脳は今回、８項目の経済協力を具体化するため、政府間と民間レベルを合わせて約80の合意文書を交わした。領土交渉が動かないまま、経済協力だけが「先食い」されてしまうことへの懸念が日本国内にはある。協力に当たっては、事業の採算性を重視して進めることが肝心だろう。
　防衛分野では、外務・防衛担当閣僚級協議（２プラス２）の再開の必要性でも一致した。中国の軍事増強や北朝鮮の核問題を踏まえれば、日ロの対話は日本やアジアの安定に有益な面もある。
　ただ、他の地域に目を向けると、プーチン政権が世界の秩序を脅かす行動を続けていることも忘れてはならない。ウクライナ領のクリミア半島を併合したほか、米大統領選でトランプ陣営を有利にするため、サイバー攻撃をクリントン陣営に仕掛けたと米情報機関は断定している。
　日本は主要７カ国（Ｇ７）の一員として、ロシアに国際社会の懸念を伝え、正しい行動を促す役割もある。日ロはともに強いリーダーシップを持った安定政権が続く。安倍政権は会談の結果を次に生かし、局面打開への努力を続けてほしい。

産經新聞／2016/12/17 6:00

主張　日露首脳会談／「法と正義」の原則崩せぬ／四島での共同活動は危うい

　安倍晋三首相とロシアのプーチン大統領との２日間にわたる首脳会談で、北方領土の返還に関する進展はみられなかった。
　この会談に備え、首相は半年前から環境整備としての経済協力に関する協議を先行させる異例の手法をとった。プーチン氏を地元、山口県に招いて厚遇した。
　それでも、会談後に発表された声明に領土への具体的言及はなかった。これが、日露の厳しい現状だと言わざるを得ない。
　《経済先行は理解得るか》
　「平和条約のない異常な状態に私たちの手で終止符を打つ」と首相は会見で述べた。だが、分かったのは領土をめぐるロシア側の岩盤のような姿勢だ。その実態を見て見ぬふりはできない。
　わが国固有の領土である北方四島の主権を認めさせ、その返還を求める。今後も交渉を続けるにあたり、基本原則を改めて確認すべきである。
　重要なのは、日本にとって平和条約の締結自体が目的ではないということである。条約締結は、北方四島の日本への帰属や返還が決まることの帰結にすぎない。
　北方四島は、日ソ中立条約を一方的に破って対日参戦したソ連軍が不法占拠した。四島の主権は日本にあるとの原則は譲れない。
　しかし、プーチン氏は今回も、１９５６年の日ソ共同宣言について、平和条約締結後、歯舞、色丹の２島を引き渡すとしても、主権の帰属先には触れていないとの見解を繰り返した。日本側が承服できるものではない。
　首脳同士の信頼関係をテコに領土問題を動かそうという、安倍首相の強い意欲は否定しない。個人的信頼関係は深まっているのだろう。ただ、プーチン氏が領土問題解決の相手として真にふさわしい人物か、さらに見極めたい。
　一方で、両首脳は８項目の対露経済協力に基づく総額３０００億円規模の事業などで合意した。
　領土で進展がなかった以上、これらは領土交渉の中での取引材料とはいえまい。しかしながら、政府は経済協力優先の姿勢を鮮明に打ち出してきたのであり、この結果に国民の十分な理解を得られるかどうかは大いに疑問である。
　国際社会も注視しているだろう。ロシアのクリミア併合を受け、先進７カ国（Ｇ７）の米国、欧州、日本が中心となって対露制裁に踏み切った。
　制裁は、対象国に打撃を与え、態度を改めさせるものだ。手を差し伸べたり、接近を強調したりすることは、国際社会の足並みを乱す懸念がある。日本の対応がどう映るか。関係国に対し、十分な説明に努めなければなるまい。
　経済協力の一環として合意された、共同経済活動については不透明さが残った。北方領土において「特別な制度のもと」で日本が技術協力を行い、共同で事業を行う構想だ。漁業や観光、医療などが対象だという。
　《国際社会の目意識せよ》
　安倍首相が「わが国の法的立場が害されないことが前提」と従来の立場を述べたのは当然だが、ロシア側は「ロシアの法制度下で行われる」としている。これまでの日露交渉でも浮上したテーマだが、法的問題がネックとなり実現できなかった。双方が受け入れられる「特別な制度」が実現可能なものなのだろうか。
　旧島民が先祖の墓参りをしやすくするための条件整備で合意がなされた。参加者の高齢化などの問題があり、人道的観点からの措置としては評価できる。
　ただし、旧島民の中に、領土交渉そのものの進展がみられないことへの懸念が強いことも、忘れてもらっては困る。
　プーチン氏のロシアはシリア問題をめぐり、自国民を攻撃するアサド政権を支援している。米国のトランプ新政権とどのような関係を構築するのかは、まだ見通せない段階だ。
　国際情勢の流動化がみられるなか、対露交渉が日本の安全保障の基軸である日米同盟などにどう影響を与えるかについても、注意深い対応が必要だ。
　会見での首相発言で、気になった点がある。「互いに正義を主張しあっても問題を解決できない」と述べたことだ。主権や領土をめぐり、「法と正義」に基づき対応する姿勢は変えられない。
　尖閣諸島の奪取や南シナ海で現状変更をもくろむ中国も、日本の交渉を注視している。

北海道新聞／2016/12/16 10:00

社説　日ロ首脳会談／「領土」の本質見失うな

　安倍晋三首相とロシアのプーチン大統領との首脳会談がきのう、首相の地元山口県で始まった。
　両首脳の会談は１６回目となる。最大の懸案である北方領土問題で進展を期待するのは当然だ。
　初日の会談では、四島での日ロ共同経済活動や元島民のより自由な訪問について協議した。元島民が願う自由往来が、日本の立場を害さずに実現するなら歓迎だ。
　だが特に共同経済活動が、島の返還や帰属確認という領土問題の前進につながるかは不透明だ。
　きのうの会談後もロシア高官は、あくまでも自国の法制度下の運用を主張した。プーチン氏自身も会談前、四島の領有をめぐって一歩も譲らぬ姿勢を見せている。
　不用意に踏み込めば、実効支配の追認にもつながりかねない。
　両首脳はきょう東京で引き続き会談する。首相は目先の成果よりも、帰属確認の原則にかなう進展を引き出してもらいたい。
　首相はきのう、通訳だけを交えた９５分間にわたる会談の後、「特別な制度」に基づく四島での共同経済活動を協議したと言明した。
　ロシアの実効支配下では日本の立場を害する恐れがあるとして、これまでも浮かんでは消えてきた議題だ。根室など隣接地域には経済効果への一定の期待もある。
　しかし仮に両国が合意できたとしても、それが島の帰属の問題の進展に結びつくとは限らない。
　周辺海域では管轄権に触れない形で日本漁船の安全操業が実現しているが、違反行為が起きないことを前提とするなど、その枠組みは双方の譲歩に負っている。
　プーチン氏は、四島が第２次大戦の結果、正当にロシア領になったと繰り返している。その強硬姿勢の下で、より制約の大きい陸上での共同活動に踏み込めるのか。不用意な判断は許されない。
　会談ではウクライナ問題も話し合われたが、首相が停戦合意の完全な履行を求めたのに対し、プーチン氏がウクライナを非難する、通り一遍のやりとりに終わった。
　気になるのはプーチン氏が会談前、制裁の解除を強く求めたことだ。領土交渉との取引をちらつかせて、揺さぶる狙いなのだろう。
　しかし日ロの経済協力は、先進７カ国（Ｇ７）の制裁が無意味になりかねないと、各国の警戒を招いている。ロシアが圧力を高めれば反発は強まり、自ら求める協力が遠のく現実を認識すべきだ。
　日本側は、Ｇ７協調の堅持こそロシアに対するカードとなることを再確認する必要がある。

富山新聞／2016/12/17 4:06

社説　日ロ首脳会談／北方領土「ゼロ回答」は残念

　１１年ぶりに日本で行われた日ロ首脳会談は、大方の予想通り、北方領土交渉ではかばかしい成果が得られなかった。２島先行返還プラスアルファはおろか、領土に関しては文字通り「ゼロ回答」である。領土問題に風穴が開かなかったのは、残念というほかない。
　一方で、８項目の経済協力プランは合意件数が政府間で１２件、民間で６８件に達し、総額約３０００億円規模となった。安倍晋三首相とプーチン大統領は共同会見で、平和条約の締結に向けて「北方四島での共同経済活動の協議の開始が、重要な一歩になり得る」とする声明を発表したが、これを領土問題解決への布石とみるか、「食い逃げ」に終わるとみるかで評価は大きく変わるだろう。
　安倍晋三首相は、第１次安倍内閣時代を含めて１４回にわたりプーチン大統領と会談を重ねてきた。安倍首相は、お膝元の山口県長門市で行った首脳会談をその集大成にしたかったに違いない。
　しかし、経済協力をテコに領土交渉を前進させる狙いは実を結ばなかった。プーチン大統領は「山口会談」をあくまで新たな日ロ関係を築く入り口と考え、「領土で取引はしない」という態度を変えなかった。安倍首相が会見で「領土問題解決はまだまだ困難な道が続く」と語ったのは本音だろう。
　期待が大きかった分、寂しい成果ではあったが、日本側も果実を得られる経済協力の実績を重ね、領土問題の打開を図る一歩としていくほかない。
　日ロ交渉が期待外れだったのは、冷戦後最悪といわれた米ロ関係が、トランプ氏の大統領選勝利で改善の兆しが出てきた影響が大きい。国際的な経済制裁が緩むなら、日本の経済協力に過大な期待をかける必要がなくなる。ロシアの主要な輸出品である原油価格が上昇に転じたこともプーチン大統領を強気にさせた。日本にとって、会談前に逆風が吹いたのは計算外だったろう。
　ロシアは千島列島を国境防衛の拠点と位置づけ、国後島と択捉島には新鋭の地対艦ミサイルを配備した。ロシア側の安全保障上の問題も、領土を含めた平和条約締結の大きな壁である。

北國新聞／2016/12/17 4:05

社説　日ロ首脳会談／北方領土「ゼロ回答」は残念

　１１年ぶりに日本で行われた日ロ首脳会談は、大方の予想通り、北方領土交渉ではかばかしい成果が得られなかった。２島先行返還プラスアルファはおろか、領土に関しては文字通り「ゼロ回答」である。領土問題に風穴が開かなかったのは、残念というほかない。
　一方で、８項目の経済協力プランは合意件数が政府間で１２件、民間で６８件に達し、総額約３０００億円規模となった。安倍晋三首相とプーチン大統領は共同会見で、平和条約の締結に向けて「北方四島での共同経済活動の協議の開始が、重要な一歩になり得る」とする声明を発表したが、これを領土問題解決への布石とみるか、「食い逃げ」に終わるとみるかで評価は大きく変わるだろう。
　安倍晋三首相は、第１次安倍内閣時代を含めて１４回にわたりプーチン大統領と会談を重ねてきた。安倍首相は、お膝元の山口県長門市で行った首脳会談をその集大成にしたかったに違いない。
　しかし、経済協力をテコに領土交渉を前進させる狙いは実を結ばなかった。プーチン大統領は「山口会談」をあくまで新たな日ロ関係を築く入り口と考え、「領土で取引はしない」という態度を変えなかった。安倍首相が会見で「領土問題解決はまだまだ困難な道が続く」と語ったのは本音だろう。
　期待が大きかった分、寂しい成果ではあったが、日本側も果実を得られる経済協力の実績を重ね、領土問題の打開を図る一歩としていくほかない。
　日ロ交渉が期待外れだったのは、冷戦後最悪といわれた米ロ関係が、トランプ氏の大統領選勝利で改善の兆しが出てきた影響が大きい。国際的な経済制裁が緩むなら、日本の経済協力に過大な期待をかける必要がなくなる。ロシアの主要な輸出品である原油価格が上昇に転じたこともプーチン大統領を強気にさせた。日本にとって、会談前に逆風が吹いたのは計算外だったろう。
　ロシアは千島列島を国境防衛の拠点と位置づけ、国後島と択捉島には新鋭の地対艦ミサイルを配備した。ロシア側の安全保障上の問題も、領土を含めた平和条約締結の大きな壁である。

佐賀新聞／2016/12/17 6:06

論説　日ロ首脳会談

　日ロ首脳会談が終わった。北方領土での「共同経済活動」や、元島民の自由訪問の拡大、中断していた外務・防衛担当閣僚会合「２プラス２」再開などで合意したものの、平和条約締結や領土問題解決への道筋は見えないままだ。
　安倍晋三首相が地元の山口県長門市に招いてまで歓待した２日間の首脳会談は、日本側の譲歩ばかりが目立った。総じて成果に乏しいと言わざるを得ない。
　安倍首相が打ち出した「新しいアプローチ」は、領土問題はいったん脇に置いて北方四島の開発を日ロが共同で行い、経済をてこに将来的な領土問題の決着に結びつけようという戦略のようだ。
　だが、共同経済活動そのものは目新しいアイデアではない。１９９８年にエリツィン大統領（当時）から提案があったが、法的な整理などが難しく、日本側が拒否した経緯がある。今回は日本側が歩み寄った格好だが、肝心の主権問題は棚上げしてしまった。かろうじて「平和条約締結の重要な一歩」と位置づけはしたが、どのようなプロセスを経て条約締結に至るのかはまったく示されなかった。
　気がかりは、国際社会がどう受け止めるかである。共同経済活動を日ロどちらの法律の下で進めるかをあいまいにした結果、国際社会から見れば、日本がロシアの主権を認めたようにしか見えないのではないか。
　ここまで安倍首相が前のめりなのは、両国の政治状況が安定しているこの機会を逃せば、解決が遠のくという意識があるからだろう。安倍首相もプーチン大統領も高い支持率を誇り、大胆な政治決断をしやすい政治環境を備えているのは確かだ。両首脳はこれまでに会談を重ねて信頼関係を築いてもおり、両首脳の強いリーダーシップで一気に前へ進めたいという思惑も理解できる。
　だが、今回の会談は、日本側にとって不利な条件が重なった。まず、米大統領選で次期大統領にトランプ氏が決まり、欧米によるロシアへの制裁が軟化するのではないかという観測が出てきた。加えて、エネルギー産出国であるロシアを苦しめてきた原油安が、石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）の減産合意で原油高へと転じたという事情がある。
　政治、経済両面で追い風が吹き、ロシアにとっては北方領土問題で大きく譲歩してまで日本側から経済協力を引き出す必要性が薄れてしまったわけだ。
　この先、北方領土交渉は長期戦になると覚悟しておく必要がある。
　ロシアは中国、ノルウェーとも国境問題を抱えていたが、２００４年に中国と国境を画定させ、１０年にはノルウェーとも決着させた。いずれも交渉には４０年近い時間をかけ、領土、海域をそれぞれほぼ２等分するというやり方だった。
　以前、プーチン氏が北方領土交渉に関する日本の報道機関とのインタビューで、空手の「引き分け」という言葉を使っていたのを思い出させる。
　国際的な政治状況も絡んで、楽観は許されない。このままでは経済協力だけが進み、領土問題は置き去りという最悪のシナリオが現実味を帯びてくる。ロシア側の出方を見極めつつ、粘り強く交渉を続けてもらいたい。（古賀史生）

信濃毎日／2016/12/14 10:05

社説　憲法の岐路／首相の解散権／是非を洗い直すとき

　憲法学者らでつくる「立憲デモクラシーの会」が声明で、首相による衆院の解散権の是非を改めて検討するよう呼び掛けた。
　首相がいつでも解散できるようでは政府与党に有利すぎる。指摘を正面から受け止めて問題点を洗い直したい。
　声明は今国会で採決強行が相次ぐ現状について「与党に有利な時期を選んで総選挙をする長年の慣行が背景にある」と指摘。解散権が「むき出しの権力闘争の手段」になっていると批判している。
　与党幹部は解散の可能性をちらつかせることで与党内を引き締め、野党を揺さぶっている。「デモクラシーの会」の指摘にうなずく人は多いだろう。
　解散についての規定は憲法に二つある。一つは６９条だ。衆院で内閣不信任案が可決されたときは１０日以内に衆院が解散されない限り内閣は総辞職しなければならない、と定めている。
　もう一つは７条だ。天皇の国事行為の一つに定めている。国事行為には「内閣の助言と承認」が必要とされるため、実際には首相判断による解散となる。
　衆院が解散されたケースの多くは後者のいわゆる７条解散である。条件が曖昧なことから「違憲」との見方も根強い。
　首相の解散権が正面から問われた裁判がある。吉田茂首相による１９５２（昭和２７）年の解散は違憲として争った裁判だ。訴えた国会議員の名を取って「苫米地事件」と呼ばれる。
　最高裁は解散に高度の政治性を認めて違法性の判断を回避、上告を棄却した。以後、７条解散が大手を振るようになった。
　国立国会図書館のリポートによると、首相が自分の判断で議会を解散できる国は少ない。例えばドイツでは、解散できるのは議会が後継首相を選出した場合に限られる。英国は５年前の立法で、首相の要請により議会を解散する国王大権を廃止した。
　研究者の間では、首相の解散権を容認しつつも、行使には大義と節度が必要とする考え方が共通理解になっている。
　自民党重鎮で衆院議長も務めた故保利茂氏が解散権乱用を戒める書簡を残している。解散は「国会が混乱し、国政に重大な支障を与えるような場合に、立法府と行政府の関係を正常化するためのものでなければならない」。
　改めてかみしめたい言葉だ。
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